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平成２９年第１回京丹波町議会定例会（第１号） 

 

                            平成２９年 ２月２７日（月） 

                            開会  午前 ９時００分 

１ 議事日程 

  第 １ 会議録署名議員の指名 

  第 ２ 会期の決定 

             自 平成２９年 ２月２７日 

                          ２４日間 

             至 平成２９年 ３月２２日  

  第 ３ 諸般の報告 

  第 ４ 町長施政方針説明 

  第 ５ 承認第 １号 専決処分の承認を求めることについて 平成２８年度京丹波町一 

             般会計補正予算（第４号） 

  第 ６ 議案第 １号 平成２８年度 旧和知第二小学校屋内多目的グラウンド建築工事 

             請負契約の変更について 

  第 ７ 議案第 ２号 平成２８年度 統合簡易水道整備事業 畑川浄水場高度浄水処理 

             施設築造工事請負契約の変更について 

  第 ８ 議案第 ３号 京丹波町役場位置条例の制定について 

  第 ９ 議案第 ４号 京丹波町地域熱供給施設条例の制定について 

  第１０ 議案第 ５号 京丹波町わち地域交流拠点施設の設置及び管理に関する条例の制 

             定について 

  第１１ 議案第 ６号 京丹波町個人情報保護条例の一部を改正する条例の制定について 

  第１２ 議案第 ７号 京丹波町特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例 

             の一部を改正する条例の制定について 

  第１３ 議案第 ８号 京丹波町職員の管理職手当に関する条例の一部を改正する条例の 

             制定について 

  第１４ 議案第 ９号 京丹波町税条例等の一部を改正する条例の制定について 

  第１５ 議案第１０号 京丹波町丹のまち広場うるおい館の設置及び管理に関する条例の 

             一部を改正する条例の制定について 

  第１６ 議案第１１号 京丹波町介護保険条例の一部を改正する条例の一部を改正する条 
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             例の制定について 

  第１７ 議案第１２号 京丹波町指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に 

             関する基準を定める条例の一部を改正する条例の制定について 

  第１８ 議案第１３号 京丹波町指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及 

             び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防た 

             めの効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部を改正 

             する条例の制定について 

  第１９ 議案第１４号 京丹波町水道事業給水条例の一部を改正する条例の制定について 

  第２０ 議案第１５号 平成２９年度京丹波町一般会計予算 

  第２１ 議案第１６号 平成２９年度京丹波町国民健康保険事業特別会計予算 

  第２２ 議案第１７号 平成２９年度京丹波町後期高齢者医療特別会計予算 

  第２３ 議案第１８号 平成２９年度京丹波町介護保険事業特別会計予算 

  第２４ 議案第１９号 平成２９年度京丹波町下水道事業特別会計予算 

  第２５ 議案第２０号 平成２９年度京丹波町土地取得特別会計予算 

  第２６ 議案第２１号 平成２９年度京丹波町育英資金給付事業特別会計予算 

  第２７ 議案第２２号 平成２９年度京丹波町町営バス運行事業特別会計予算 

  第２８ 議案第２３号 平成２９年度京丹波町須知財産区特別会計予算 

  第２９ 議案第２４号 平成２９年度京丹波町高原財産区特別会計予算 

  第３０ 議案第２５号 平成２９年度京丹波町桧山財産区特別会計予算 

  第３１ 議案第２６号 平成２９年度京丹波町梅田財産区特別会計予算 

  第３２ 議案第２７号 平成２９年度京丹波町三ノ宮財産区特別会計予算 

  第３３ 議案第２８号 平成２９年度京丹波町質美財産区特別会計予算 

  第３４ 議案第２９号 平成２９年度国保京丹波町病院事業会計予算 

  第３５ 議案第３０号 平成２９年度京丹波町水道事業会計予算 

 

２ 議会に付議した案件 

  議事日程のとおり 

 

３ 出席議員（１６名） 

   １番  坂 本 美智代 君 

   ２番  東   まさ子 君 
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   ３番  森 田 幸 子 君 

   ４番  篠 塚 信太郎 君 

   ５番  山 田   均 君 

   ６番  山 内 武 夫 君 

   ７番  山 下 靖 夫 君 

   ８番  原 田 寿賀美 君 

   ９番  山 﨑 裕 二 君 

  １０番  村 山 良 夫 君 

  １１番  岩 田 恵 一 君 

  １２番  北 尾   潤 君 

  １３番  梅 原 好 範 君 

  １４番  鈴 木 利 明 君 

  １５番  松 村 篤 郎 君 

  １６番  野 口 久 之 君 

 

４ 欠席議員（０名） 

 

５ 説明のため、地方自治法第１２１条の規定により出席を求めた者（２１名） 

  町 長     寺 尾 豊 爾 君 

  副 町 長     畠 中 源 一 君 

  参 事     伴 田 邦 雄 君 

  参 事     山 田 洋 之 君 

  総 務 課 長     中 尾 達 也 君 

  監 理 課 長     木 南 哲 也 君 

  企 画 政 策 課 長     久 木 寿 一 君 

  税 務 課 長     松 山 征 義 君 

  住 民 課 長     長 澤   誠 君 

  保 健 福 祉 課 長     大 西 義 弘 君 

  子育て支援課長     津 田 知 美 君 

  医 療 政 策 課 長     藤 田 正 則 君 

  農 林 振 興 課 長     栗 林 英 治 君 
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  商 工 観 光 課 長     山 森 英 二 君 

  土 木 建 築 課 長     山 内 和 浩 君 

  水 道 課 長     十 倉 隆 英 君 

  会 計 管 理 者     下伊豆 かおり 君 

  瑞 穂 支 所 長     山 内 善 博 君 

  和 知 支 所 長     榎 川   諭 君 

  教 育 長     松 本 和 久 君 

  教 育 次 長     川 嶌 勇 人 君 

 

６ 出席事務局職員（２名） 

  議 会 事 務 局 長     堂 本 光 浩 

  書 記     山 口 知 哉 
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開会 午前 ９時００分 

○議長（野口久之君） それでは、改めまして、おはようございます。 

  本日は定刻にご参集いただき、ありがとうございます。 

  ただいまの出席議員は１６名であります。 

  定足数に達しておりますので、平成２９年第１回京丹波町議会定例会を開会いたします。 

  直ちに本日の会議を開きます。 

 

《日程第１、会議録署名議員の指名》 

○議長（野口久之君） 日程第１、会議録署名議員の指名をします。 

  会議録署名議員は、会議規則第１２６条の規定により、２番議員・東まさ子君、３番議

員・森田幸子君を指名します。 

 

《日程第２、会期の決定》 

○議長（野口久之君） 日程第２、会期の決定の件を議題とします。 

  お諮りします。 

  本定例会の会期は、本日から３月２２日までの２４日間としたいと思います。これにご異

議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（野口久之君） 異議なしと認めます。 

  よって、会期は本日から３月２２日までの２４日間と決しました。 

  会期中の予定については、事前に配付の会期日程表のとおりであります。 

 

《日程第３、諸般の報告》 

○議長（野口久之君） 日程第３、諸般の報告を行います。 

  本定例会に町長から提出されています案件は、承認第１号ほか、３０件でございます。 

  後日、町長から追加議案の提出があります。 

  提案説明のため、町長ほか関係者の出席を求めました。 

  ２月２２日、京都府町村議会議長会第６７回定期総会において、自治功労者表彰の伝達式

が行われました。京丹波町議会から、山内武夫議員が町村議会議員在職１１年の表彰を受け

られ、また、私、野口久之が議会議長在籍５年の表彰をお受けいたしました。山内議員には、

改めてお祝い申し上げます。まことにおめでとうございます。 
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  ２月２３日に、議会運営委員会が開催され、本定例会の運営について協議されました。 

  ２月６日に福祉厚生常任委員会、２月１０日に総務文教常任委員会、２月１３日に産業建

設常任委員会、また、２月１６日には、議会活性化特別委員会が開催され、それぞれ所管の

調査研究、現地踏査が実施されました。 

  議会広報特別委員会には、議会だより第５１号を発行いただきました。 

  本定例会までに受理した陳情書をお手元に配付しております。 

  また、京丹波町監査委員より、例月出納検査結果報告がありましたので、お手元に配付し

ております。 

  京丹波町ケーブルテレビの自主放送番組収録放送のため、本定例会のビデオカメラによる

撮影・収録を許可しましたので報告いたします。 

  本日、本議会終了後、全員協議会と議会広報特別委員会が開催されます。委員の皆さんに

は大変ご苦労さまですが、よろしくお願いいたします。 

  以上で諸般の報告を終わります。 

 

《日程第４、町長施政方針説明》 

○議長（野口久之君） 日程第４、町長の施政方針の説明を求めます。 

  寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 皆さん、改めまして、おはようございます。 

  本日、ここに、平成２９年第１回京丹波町議会定例会をお願いいたしましたところ、議員

各位におかれましては、公私何かとご多用の中、ご参集いただきまして、まことにありがと

うございます。 

  また、日頃、議員各位には、円滑な町政の推進にご支援、ご協力をいただいておりますこ

とに厚くお礼申し上げます。 

  初めに、本年１月１４日からの大雪によりまして、農林施設を中心に甚大な被害が発生し

ました。被害を受けられました皆様に心よりお見舞いを申し上げます。 

  中でも京野菜を中心に生産するビニールハウスの被害は、２月２２日現在ですが、全壊１

８９棟を含む２５２棟に上っております。町としましても、一日も早い施設の復旧に向けま

して、できる限りの支援をしてまいる所存であります。 

  さて、昨年は「森の京都」のターゲットイヤーとして、森の恵みを生かした地域振興への

機運が高まる中で、６月１８日には京丹波町産木材を活用した京都トレーニングセンターが

完成したほか、１０月８日、９日には第４０回全国育樹祭が開催されまして、本町はふれあ
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いの森林（もり）づくり表彰におきまして、国土緑化推進機構会長賞の栄に浴したところで

あります。 

  さらに、１０月５日、本町はバイオマス産業都市として選定をされまして、京丹波町創生

戦略の基本理念であります「自給自足的循環社会の構築」に向けて大きな一歩を踏み出した

ところであります。 

  平成２９年度は、私が町政をお預かりして二期目の最終年度であり、まとめの年でもあり

ます。就任当初から「安心」「活力」「愛」のあるまちづくりを掲げまして、住民目線でさ

まざまな施策に取り組んでまいりました。この広大な京丹波町の地にまいた数々の種は、着

実に芽吹き、そして花を開こうとしております。今日までの町政運営にご指導・ご協力いた

だいてまいりました議員各位、町民の皆様に心から敬意をあらわし、深く感謝申し上げます

とともに、さらなるご支援をお願いするものであります。 

  さて、我が国の経済状況は、長く続いたデフレからの脱却を目指し、経済再生を最優先課

題と位置づけ、アベノミクス「三本の矢」を推進してきたところであり、さらに平成２７年

１０月からは「新三本の矢」として、一億総活躍社会の実現を目指し、戦後最大の名目ＧＤ

Ｐ６００兆円、希望出生率１．８、介護離職ゼロを目標に取り組みが進められております。 

  そうした中、ＧＤＰは名目、実質ともに増加し、就業者数の増加、賃上げなど、雇用・所

得環境は着実に改善し、経済の好循環が生まれていると言われていますが、最近の経済報告

では、海外経済の不確実性や金融資本市場の変動の影響に留意する必要があるとして、さら

なる景気対策に重点化を図る見通しとなっております。 

  なお、平成２９年度の地方財政対策におきましては、引き続き「まち・ひと・しごと創生

事業費」として、１兆円が確保されたほか、公共施設等の集約化・複合化・老朽化対策等を

推進し、その適正配置を図るための長寿命化対策などの事業に３，５００億円が計上される

など、地方創生の推進と防災・減災対策に重点が置かれています。 

  また、引き続き地方税の増額を見込み、一般財源総額は平成２８年度を約４，０００億円

上回る６２兆８０３億円とされましたが、地方交付税は、３，７０５億円減額となる１６兆

３，２９８億円とされ、５年連続の減額となったところであります。 

  また、赤字地方債であります臨時財政対策債も昨年度から２，５７２億円増額され、４兆

４５２億円を借り入れるなど地方においても依然として借金に依存せざるを得ない厳しい状

況が続いております。 

  一方、京都府の新年度予算は、今まで築き上げてきた基盤の上に、府民一人ひとりが互い

に支え合う中で希望が実現できる「共生社会」を築くための重点事業として、子どもの貧困



 

－８－ 

対策、ひきこもり対策、障害者・女性・高齢者など、立場の弱い人たちの可能性を高める施

策、あるいは中小企業や伝統産業が連携と協働によって、さらに力を発揮できるようにする

施策、文化・環境・医療など京都の力の基盤となる施策などに重点投資するとされ、予算総

額は昨年度から４８６億円減の９，１５３億円とされたところであります。特に南丹管内に

あっては、「森の京都」ターゲットイヤーの成果を生かし、さらなる地域の魅力発信やブラ

ンドの強化を目指した多様な事業が盛り込まれております。本町としましても南丹管内の市

とも連携し事業推進を図るとともに、地域の活性化に取り組んでまいります。 

  こうした情勢の中、私がこれまで推進してまいりました「安心」「活力」「愛」のあるま

ちづくりをより確かなものとするための平成２９年度の町政運営の基本方針につきまして申

し述べてまいりたいと思います。 

  まず、第２次京丹波町総合計画につきましては、本年１月３０日に総合計画審議会から答

申を受けたところであります。本計画は、平成２７年１１月に策定しました京丹波町創生戦

略を踏まえ、平成２９年度から１０年間のまちづくりの指針として３月中に策定いたします。 

  本計画では、将来像を「日本のふるさと。自給自足的循環社会●京丹波」とし、町民の皆

さんが、誇り、希望、一体感を持ち、住んでよかったと思えるまちづくりを進めてまいりま

す。 

  次に、新庁舎建設についてでありますが、昨年１２月１２日に京丹波町新庁舎建設基本計

画審議会から基本計画（案）の答申を受けたところであります。その後、パブリックコメン

トと３回目となる町民ワークショップを開催するなど、さらに町民の皆さんからのご意見等

をいただく中で、このほど新庁舎建設基本計画を策定したところであります。平成２９年度

におきましては、この基本計画をもとに新庁舎の建設に向けて実施設計など具体的な作業に

入ってまいります。 

  次に、バイオマス産業都市構想についてであります。森林資源や家畜排せつ物を初めとし

た町内に豊富に存在するバイオマスをフル活用し、地域内の資源と経済が循環する仕組みを

構築し、林業・農業・畜産業の活性化や雇用の創出を図ってまいります。 

  このほか、平成２９年度におきましては、さらに３つの重点施策を掲げております。その

具体的な事業でありますが、一つ目は、住民の生命と財産を守るための防災施策として、本

年度から新たに高齢者世帯等を対象に、命を守る備えとなる「耐震シェルターの設置」に対

する補助制度を創設いたします。耐震シェルターを住宅の１階に設置することで、住宅が倒

壊した場合でも安全な空間が確保できるもので、建物自体の耐震改修に比べ、安価で、かつ

短期間で設置することが可能となることから、負担軽減にもつながるのではないかと考えて
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おります。 

  二つ目は、バイオマス産業都市構想の実現に向けたまちづくりの基本となる条例の制定で

あります。町内の豊富な森林資源を活用した木質バイオマスの利活用を通じ、エネルギー、

環境、産業及びコミュニティを柱としたまちづくりの理念を条例化したいと考えております。 

  三つ目には、まちの未来を担っていく人材を育成するための子育て施策として、新たに小

中学生の通学バス代の無料化を実施します。教育に係る家庭の負担を少しでも軽減すること

を目的としております。このほか、認定こども園の整備に向けて基本計画の策定に取り組ん

でまいります。 

  次に、まちづくりの推進に当たり取り組みます主要な事業について申し上げます。 

  まず、「安心」のあるまちづくりについてでありますが、私は、町長就任以来、町民の皆

さんが安心して暮らしていただくための最重要課題に地域医療の確保を掲げて、今日まで全

力で取り組んでまいりました。 

  おかげをもちまして、平成２３年度から京丹波町病院に和知診療所及び和知歯科診療所を

一本化し、経営の効率化や病院と診療所の連携強化を図ることができました。また、京都府

を初め府立医大及び関係医療機関との連携により、課題でありました医師の確保を図ること

ができました。本年も、２月２５日に「地域包括医療発表会」を開催しまして、多くの町民

の皆さんに参加いただきました。本町の医療への関心の高さを強く感じたところであります。

京丹波町病院と各診療所をさらに「私たちの町の私たちの病院」として身近に感じていただ

けるよう、今後とも、在宅医療の充実など地域包括医療の推進に努めてまいります。 

  また、少子化、高齢化が進行する中にあって、高齢者や障害者の方々が安心して暮らせる

環境づくりは最も重要な政策課題であります。今後とも、地域全体での見守りや声かけの取

り組みを進め、みんなで支える地域福祉づくりを引き続き推進してまいります。 

  次に、住民の安心・安全と、健康で心豊かな生活を保障するための施策についてでありま

す。 

  これまでから、基本健診とがん検診が同時に受診できる総合健診の推進をはじめ、平成２

７年度からは「ピロリ菌検査」の導入による胃がんの早期発見など疾病リスクの低減を進め

てまいりました。 

  平成２９年度におきましては、胸部レントゲン検査のデジタル撮影化により肺がん等の早

期発見と、乳がん検診の広域化による個別検診の実施により、さらなる若年層や勤労者が受

診しやすい体制づくりに努めてまいります。 

  また、健康長寿の町の実現に向けて、現在、策定を進めております、第二次健康増進計画
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をもとに、引き続き、健康づくり推進協議会や食生活改善推進員協議会などと連携を強め、

地域ぐるみの「健康づくり」と、きめ細かな保健指導に取り組んでまいります。 

  さらに、安心して医療が受けられるよう心身障害者やひとり親家庭等に対する医療費助成

を初めとして、出生から１８歳以下の方までの医療費負担を医療機関ごとに月額２００円と

する医療費助成制度や、妊婦健診に必要とされる健診１４回分を全て公費負担とする制度、

さらには妊娠を望む方に対する不妊治療にかかる費用を軽減する不妊治療助成金事業を継続

してまいります。 

  介護保険分野では、高齢者福祉計画及び第７期介護保険事業計画の策定、障害者福祉では、

第３期障害者基本計画及び第５期障害福祉計画の策定をそれぞれ進めてまいります。 

  引き続き、介護保険事業の円滑な運営を図るとともに、家族介護支援や認知症予防事業を

積極的に実施し、在宅高齢者が住みなれた地域で安心して暮らしていける地域包括ケアシス

テムの構築に取り組んでまいります。 

  さらに、平成２７年度末から実施しております、総合事業の円滑な推進に努めてまいりま

す。 

  また、障害者支援では、相談支援事業の充実と、きめ細かな障害福祉サービスの提供に努

めるとともに、障害者等の自立と社会参加の促進が図られるよう、関係機関と連携して、地

域生活支援事業を推進してまいります。 

  消費者の安全確保に関しましては、消費者生活相談員による「消費者相談窓口」を継続し、

相談員による出前講座を初め、高齢消費者のトラブル防止など関係機関と連携した啓発活動

に取り組むとともに、持続的に安定した消費者行政の推進に努めてまいります。 

  災害に強いまちづくりでは、災害現場や災害対策本部との通信を確保するために整備を行

いました移動系デジタル防災行政無線の活用により、災害時の消防団活動を迅速かつ的確に

補完し、防災体制の強化を図ってまいります。このほか、各種防災訓練に取り組み、地域防

災力の強化を図ってまいります。また、消防団との緊密な連携はもとより、日頃から民生児

童委員さんを初め、各地域の自治会とも一層連携し、災害時における要援護者へのきめ細や

かな対応に努めてまいります。 

  また、防犯事業としまして、区等において整備されます街灯の設置補助を継続して実施し

ます。平成２９年度からは補助基準額を引き上げ、街灯の設置やＬＥＤ灯への取り替えを推

進し、犯罪の抑止力向上と経費負担の軽減に寄与してまいります。 

  原子力防災につきましては、万一の事故に備え、避難路の整備や要支援者等への車両の確

保を国に求めるとともに、地域協議会と緊密な連携を図り、原子力施設の現状や安全対策等
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を把握し、避難計画の実効性の確保に努めてまいります。 

  次に、一般住宅等の耐震化につきましては、京丹波町建築物耐震改修促進計画に基づき、

現行の耐震基準に適合していない建築物におきましては、引き続き耐震診断事業や耐震改修

事業を促進するとともに、住宅改修補助金交付事業につきましても、地域経済活性化への効

果も大きいことから、事業実施期間を延長して進めてまいります。 

  交通対策につきましては、町営バスが本町における公共交通の中心的存在として役割を発

揮するよう引き続き利便性の向上に努めてまいります。町内唯一の高校である須知高校への

通学支援につきましては、町営バスの利用促進策、さらには須知高校活性化対策として引き

続き助成を実施します。 

  近年、高齢者の運転による重大な交通事故が全国的に発生しています。その対策として運

転免許証自主返納制度を導入し、ＪＲバスや町営バスなどの公共交通利用への誘導を図って

まいります。 

  次に、「活力」のあるまちづくりであります。 

  地域資源の活用では、京丹波町バイオマス産業都市構想を基本にバイオマスの活用を推進

し、産業創出と地域循環型のまちづくりを目指します。 

  森林資源の活用では、木質バイオマスの活用による地域熱供給システムをモデルとして推

進いたします。平成２８年度に整備工事を進めてまいりました地域熱供給システムが完成し

たことから、平成２９年度からの運用を開始するとともに、さらなる事業展開を検討してま

いります。 

  さらに、町内産木材利用促進事業や薪ストーブ等導入事業、京丹波町ぬく森のイス贈呈事

業、木育（もくいく）の推進などを通じて、町内産木材の活用と木のぬくもりを感じる豊か

な暮らしの促進に取り組んでまいります。 

  また、本町には、和知地区を流れます由良川の河岸段丘に代表されるように、先人から受

け継がれてきた豊かな自然が織りなす「ふるさとの原風景」があります。美しい田園や里山

の景観を地域住民の皆さんと再発見し、守り育てることで「住んでみたい、住み続けたいふ

るさと京丹波」をつくってまいります。 

  次に、家畜排せつ物の新たな活用として、メタン発酵による食と農とエネルギーの循環利

用に向けて、平成２８年度に引き続き事業化への可能性調査を行います。 

  農林業関係につきましては、有害鳥獣対策を初め、担い手の確保や育成、特産物の生産振

興、農業・農村整備、循環型農林業の推進に取り組んでまいります。 

  有害鳥獣対策では、野生鳥獣被害総合対策事業を活用した金網フェンスなどの設置や深刻
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なサル被害に対応するため、個体数や行動調査を行うとともに、サル捕獲おりを設置し効果

的な捕獲の実施と地域ぐるみの追い払い活動を支援してまいります。 

  また、市町、府県域をまたがり広域に行動するサル群に対して、各市町が連携し、広域的

に取り組みを行う「大丹波サル対策広域連携協議会」が３月１日に設立されます。今後、サ

ル管理の効率化を図るため新技術を用いた取り組みを実施してまいります。 

  さらに、狩猟者の確保・育成を図るため、狩猟免許の取得支援制度や効率的な捕獲を行う

ため町域を越えた広域捕獲の実施や鳥獣撃退器の実証など、より効率的な対策を研究してま

いります。 

  担い手育成対策では、地域の中核的な担い手となる集落営農組織のほか、新規就農者や認

定農業者などが行う農業機械の導入や施設整備に対する支援を行うほか、担い手養成実践農

場事業を活用し、技術習得から就農までを一貫して支援するとともに、就農前後の青年就農

者に給付金を支給し、定着を図ってまいります。 

  生産振興対策では、消費者の安全・安心への志向が高まる中、買ってもらえる米づくりを

進めるとともに、主要な特産物であります「黒大豆」、「小豆」を初め、「そば」、「京野

菜」などの生産振興や直売所の取り組みを支援してまいります。 

  また、本町の名産であります「丹波くり」の生産拡大を図るため、丹波クリ振興事業の推

進を図り、生産者の確保・育成と生産拡大に向けた取り組みを引き続き実施してまいります。 

  畜産対策につきましては、堆肥の活用による土づくりを初め、中核的な担い手が行う機械

導入や施設整備に支援を行うとともに、経営所得安定対策を活用した、耕種農家と畜産農家

の協力による自給飼料の生産、供給のできる仕組みづくりを推進してまいります。 

  次に、鳥インフルエンザ発生農場跡地につきましては、既存建屋を解体撤去し、自然環境

を生かしたロケ地として活用することから、周辺整備に係る設計業務を実施いたします。 

  農業・農村整備につきましては、地震・豪雨等の自然災害に備えるため、基幹的な農業水

利施設の老朽化対策を講ずるなど、農村地域の防災・減災に向けた整備を行うとともに、中

山間地域等直接支払や多面的機能支払交付金の活用等により、農業・農村の多面的機能の保

全が図られるよう支援してまいります。また、「命の里」事業など地域力の向上を目指した

集落連携活動への支援に引き続き取り組んでまいります。 

  林業振興面では、林業経営の向上や林業団体の育成を図り、あわせて森林の持つ多面的機

能を良好に維持していくため、森林を整備する地域活動等への支援を実施いたします。また、

平成２３年度から開設を進めてまいりました坂原地区と西河内地区を結ぶ「森林管理道塩谷

長谷線」につきましては、平成２９年度が最終工区の施工となります。年度内完成に向けて
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取り組んでまいります。工事完了後は、高性能林業機械等の利用により、木材の安定供給の

確保や間伐材等の供給力の強化が図れるなど、生産性の向上に期待しているところでありま

す。 

  また、本町の豊かな森林資源を最大限活用するため、平成２７年度に導入いたしました

「森林資源量解析システム」の活用により、精度の高い森林資源情報をもとに森林整備計画

を策定し、木材利用の拡大や効率的な森林の整備・保全を図るとともに、「産」・「学」・

「公」・「金」が連携する林業の成長産業化に関する共同研究を進めてまいります。 

  さらに、人工林が本格的な利用期を迎える中、公有林整備事業により、伐採、植林、保育

にかかる雇用を創出するとともに、伐採技術の向上と低コスト技術の習得を図り、今後の施

業モデルを構築してまいります。 

  また、間伐材の搬出コストに対する支援を行い、切捨て間伐から搬出間伐への切り替えを

促進し、経営基盤の強化と資源の有効活用を図ってまいります。 

  「京都府立林業大学校」との連携では、実習林の提供などの支援を行うほか、さまざまな

面で連携を強め、森林林業の発展と町の活性化を図ってまいります。今春は、４期生２０名

が卒業される見込みでありますが、京都府内外の林業関係機関などへの就職が内定している

と聞いております。卒業生の皆さんの活躍を心から期待するものであります。 

  また、循環型森林経営など先進的な取り組みを進めている北海道下川町との交流を通じて、

本町の森林林業施策を実施してまいります。 

  次に、商工業の振興につきましては、まだまだ厳しい経済情勢の中で、商工会と連携した

小規模商工業者等の育成や補給金制度など、町独自施策として商工業者の経営安定に向けた

支援を引き続き行うほか、企業誘致や新たな起業育成及び地元企業の活性化を推進してまい

ります。 

  観光の振興につきましては、食をテーマとしたさまざまな取り組みを実施し、「食の郷・

京丹波」として全国への流通拡大や町内への集客などを図ってまいります。 

  平成２９年度も「食の祭典」を丹波自然運動公園と須知高校を会場に開催し、本町の豊か

な食を広く情報発信するとともに、町民総参加のイベントとして町民の皆様の誇りづくりや

元気づくりにつなげてまいります。 

  また、国の地方創生の流れの中、町内の自然環境を生かした映画等ロケ地誘致事業を進め

てまいります。この取り組みでは、ロケ地を新たなまちづくりとして「映画のまち、映像文

化のまち」として本町の活性化を目指します。 

  また、撮影場所の誘致や撮影を支援する仮称ですが、「京丹波町ロケーションオフィス」
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を平成２９年４月に設立し、地域の活性化や観光振興を図るほか、町を訪れる人たちに町の

魅力を発信し、定住促進につなげていきたいと考えております。 

  さらに、特産物の販売や施設利用をきっかけとした道路利用者の町内への誘導方法の確立

など、京丹波町観光協会等関係団体と連携を図りながら推進してまいります。 

  次に、道路等の整備でありますが、道路は産業活動や住民の生活を支える社会基盤であり、

地域の連携や交流圏の拡大など、地方創生を実現するためにも欠かすことのできないもので

あります。このため、道路の利便性・安全性の向上はもちろん、観光入込客数の増加などの

ストック効果が最大限発揮されるように、必要な道路整備に取り組んでまいります。また、

橋梁などの定期点検や長寿命化計画を踏まえた老朽化対策、通学路などの安全対策に引き続

き取り組んでまいります。 

  国道関係につきましては、旧町間を結ぶ重要な幹線道路であることから、狭小区間や歩道

未設置区間等の改修に向けて、関係団体とも協調し、安全な道路の早期実現に向け引き続き

取り組んでまいります。 

  府道関係につきましては、沿線市との連絡や、国道に連絡する幹線道路であることから、

災害時の避難道路や交流基盤として、その役割は重要であります。このため、早期改修に向

けて、沿線住民の皆様や促進同盟会、協議会の皆様とともに、継続して要望活動を行ってま

いります。 

  河川整備等につきましては、畑川ダムの完成により治水機能が向上し、安心安全が図られ

たところであります。引き続き、高屋川「藤ケ瀬工区」改修事業について、事業進捗が図ら

れるよう京都府と連携して取り組むとともに、災害の常習地となっている須知川等の河川に

つきましては、事業化に向けた関係者との連携、調整に取り組んでまいります。 

  また、砂防事業等につきましても京都府と連携して取り組むとともに、町管理河川におき

ましては、災害の発生につながることがないよう、必要な修繕を行い健全な河川環境の整備

に努めてまいります。 

  畑川ダムの関係につきましては、治水と利水の機能が十分に発揮されるよう関係機関とと

もに適正な維持管理に努めてまいります。また、ダム湖畔の周辺整備につきましては、地元

地域はもとより町の活性化に寄与する施設として、地域との合意形成を図りつつ持続可能な

整備を京都府と一体となって進めてまいります。 

  水道事業につきましては、平成２９年度より上水道事業として一本化し、継続して安心安

全な水を供給していくため、現有施設の維持管理を徹底するとともに、高経年化施設の計画

的な更新を進めてまいります。 
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  また、下水道事業では、循環型社会の構築を図るため、効率的な維持管理を行うとともに

生活排水処理対策を推進し、生活環境の改善と公共用水域の水質保全に努めてまいります。 

  次に、「愛」のあるまちづくりであります。 

  子育て支援におきましては、次代を担う子どもたちの健やかな成長を支援するため、「京

丹波町子ども・子育て支援事業計画」に基づき、「子育てを みんなで育む 地域の輪」を

基本理念に、地域の実情や特性を踏まえた子育て支援施策を総合的に取り組んでいるところ

であります。全ての子どもたちが夢と希望を持って成長することができる社会の実現を目指

して、発達支援事業の充実を初め、児童虐待の未然防止を図るための専門職員を配置し、子

育て支援機関との連携強化に取り組むなど、妊娠期から子育て期までの切れ目のない支援を

実施してまいります。 

  また、児童の預かり等の相互援助活動を支援する「ファミリー・サポート・センター事

業」は、会員数も増加するなど順調に事業が進んでおり、引き続き推進してまいります。 

  保育所の運営につきましては、乳幼児期は生涯にわたる人間形成の基礎を培う重要な時期

であり、質の高い教育と保育の充実、安心安全な施設整備に努めてまいります。 

  さらに、子育て世代の負担軽減を図るため、町独自の第３子以降の保育所利用料等の無料

化を継続して実施してまいります。 

  次に、幼保連携型認定こども園の整備についてでありますが、地域の特色を生かした総合

的な教育・保育環境づくりを進めるため、平成２８年度は、教育委員会内に認定こども園建

設推進室を設置し、準備を進めてまいりました。平成２９年度におきましては、京丹波町子

ども・子育て審議会に諮問し、広くご意見をいただきながら、利用者の立場に立った基本計

画の策定を進めてまいります。 

  学校教育では、「京丹波町教育振興基本計画」を踏まえ、児童生徒に確かな学力、豊かな

人間性、すこやかな体の育成に一層努めてまいります。現在、国においては、人工知能の進

化やグローバル化の進展など、将来の変化を予測することが困難な時代に対応した教育のあ

り方が検討され、学習指導要領の改訂案が示されました。改訂の中心課題である「主体的・

対話的で深い学び」を目指すアクティブ・ラーニングに対応し、京丹波町学力向上メソッド

による授業改善事業に取り組むとともに、英語教育や情報教育の推進を進めてまいります。 

  また、いじめ問題が全国的に深刻な状況にあることを踏まえ、「京丹波町いじめ防止基本

方針」により、いじめの未然防止や早期発見、早期対応を進めるとともに、「いじめをなく

す京丹波町子ども宣言」に基づき、児童生徒自身による、いじめのない学校づくりを進めて

まいります。 
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  また、人口減少、少子化に伴う教育課題に対応し、地域創生の観点から、地域と学校が一

体となって学校教育の充実と地域活性化を目指す取り組みを進めてまいります。 

  さらには、京都トレーニングセンターを活用し、小中学生の体力、競技力の向上など、関

係機関と連携し一層推進してまいります。 

  社会教育におきましては、一人ひとりの人権が尊重され、生き生きと暮らせる社会を築く

ため、地域のつながりや、自然と文化など、さまざまな地域力を活用しながら、生涯にわた

る多様で自主的な学習活動を推進するとともに町の誇りである伝統文化の継承や、文化財の

保存に努めてまいります。 

  また、さまざまなスポーツ活動を通じて住民の健康づくりと交流機会の拡充を図るととも

に、昨年、登録されました東京オリンピック・パラリンピックにおけるホストタウンとして、

ホッケー日本代表チームや、ニュージーランド代表チームの合宿の誘致を進めてまいります。 

  須知高校との連携につきましては、町内の子育て・教育の一体的継続的な取り組みにより、

将来の京丹波町を担う人材の育成と須知高校の活性化を図るため、須知高校生の学び支援と

して平成２８年度から開始した須知高校教育振興対策交付金事業を拡充してまいります。 

  次に、ケーブルテレビ事業ですが、今後とも自主放送番組等を通じて、コミュニティの活

性化を初め、防災・防犯対策、産業の活性化、保健・福祉・教育など各種行政施策の推進を

図ってまいります。 

  また、活力ある地域づくりや地域の課題解決に向けて、引き続き地域支援担当職員を中心

に地域の活動を積極的に応援してまいります。 

  さらに、誰もが自分らしく生きることができる社会の実現に向けて、住民要望や住民相談

等に、きめ細かな対応を行ってまいります。 

  また、「女性のための相談窓口」も、毎月１回の実施を継続し、関係機関と連携をしなが

ら、各種相談業務を充実させ、ぬくもりとほほ笑みのある町政を推進してまいります。 

  次に、本町の豊かな自然や生活環境の保全につきましては、環境保全に関する普及啓発を

行うとともに、公害防止や産業廃棄物の適正処理、さらに適正な動物飼養や空き地管理など

について、関係機関と連携を図るとともに、住民の皆様や事業者の皆様にもご協力をいただ

きながら、安全で快適な生活環境の維持に努めてまいります。 

  また生ゴミ等堆肥化容器購入助成や資源ゴミ集団回収事業補助金制度により、ゴミの減量

化や再資源化を推進するとともに、地球温暖化防止対策を再生可能エネルギーの普及を推進

する一助として、「住宅用太陽光発電システムの設置にかかる補助制度」を継続してまいり

ます。 
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  最後になりましたが、これまでに述べてまいりましたさまざまな施策の実現には、健全な

財政を維持することが必要となります。特に地方債残高の縮小につきましては、これまでに

繰上償還を初め、交付税算入の有利な地方債の活用や、新規発行債の抑制などによりまして

縮減が進み、平成２８年度末の実質公債費比率も１４％台を見込んでいるところであります。

しかしながら、最近の大型事業の実施に伴う地方債の借り入れにより、地方債残高も増加に

転じたところであります。今後におきましても、新庁舎建設など多くの地方債の借り入れが

見込まれているところであり、さらなる財政の健全化対策が求められます。 

  このことから、自主財源である地方税の確保におきましては、「公平・透明・納得」の原

則のもと、納税者の立場に立った適正な課税と徴収に努めなければならないと考えておりま

す。このため、京都地方税機構と十分連携し、納税者の利便性を図りながら、徴収率の向上

に努めてまいります。 

  また、町民の皆様の要望に応えられるよう、職員一人ひとりが常に住民目線で物事を考え、

町民の皆様にとってベストな行政サービスが行えるよう高い意識を持って取り組んでまいり

ます。 

  以上、さまざまに申し上げてまいりましたが、これら諸施策の実現は、私一人でなし得る

ものではございません。緊張感を持って誠実に、意思決定機関である議会や町民の皆様のご

意見を伺いながら、職員と一丸となって全力を注いでまいる決意であります。 

  議員各位並びに町民の皆様のご理解とご支援を心からお願い申し上げます。 

  以上、平成２９年度の施政方針といたします。 

○議長（野口久之君） 以上で町長の施政方針の説明を終わります。 

 

《日程第５、承認第１号 専決処分の承認を求めることについて 平成２８年度京丹波町一般

会計補正予算（第４号）～日程第７、議案第２号 平成２８年度 統合簡易水道整備事業 

畑川浄水場処理施設築造工事請負契約の変更について》 

○議長（野口久之君） 日程第５、承認第１号 専決処分の承認を求めることについて 平成

２８年度京丹波町一般会計補正予算（第４号）から、日程第７、議案第２号 平成２８年度 

統合簡易水道整備事業 畑川浄水場処理施設築造工事請負契約の変更についてを一括議題と

します。 

  町長の提案理由の説明を求めます。 

  寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） それでは、本日提案させていただきます議案につきまして、その概要
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を説明させていただきます。 

  承認第１号 専決処分の承認を求めることにつきましては、平成２８年度京丹波町一般会

計補正予算（第４号）につきまして専決処分いたしましたので、議会の承認をお願いしてお

ります。 

  本年１月１４日からの降雪によりまして、予算計上しておりました除雪経費に不足を来す

ことが見込まれたことから、今後の除雪経費を見込み除雪作業委託料等を計上したものであ

ります。 

  議案第１号 平成２８年度 旧和知第二小学校屋内多目的グラウンド建築工事請負契約の

変更につきましては、工期を平成２９年３月１７日から３月２８日に延長することをお願い

しております。本年１月の降雪により外構工種の工程に不測の日数を要したものでございま

す。 

  議案第２号 平成２８年度 統合簡易水道整備事業 畑川浄水場高度浄水処理施設築造工

事請負契約の変更につきましては、工期を平成２９年３月１７日から３月２８日に延長する

ことをお願いしております。本年１月の降雪により屋外工種の工程に不測の日数を要したも

のでございます。 

  以上で、提案理由の説明とさせていただきます。ご審議賜りまして原案にご賛同いただき

ますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（野口久之君） 補足説明を担当課長から求めます。 

  中尾総務課長。 

○総務課長（中尾達也君） 承認第１号 平成２８年度京丹波町一般会計補正予算（第４号）

の専決処分の承認を求めることにつきまして、補足説明を申し上げます。 

  平成２８年度京丹波町一般会計補正予算（第４号）では、本年１月１４日からの降雪によ

りまして、予算計上しておりました除雪経費に不足を来すことが見込まれたことから、今後

の除雪経費を見込み予算計上したものでございます。 

  それでは、予算書によりまして説明をさせていただきます。 

  今回の一般会計補正予算（第４号）では、補正前の額１１７億６，０２１万５，０００円

に１，９２７万円を増額し、補正後の額を１１７億７，９４８万５，０００円とさせていた

だくものでございます。 

  なお、専決は１月１６日付で行っております。 

  次に、事項別明細書４ページ、最終ページでございます。 

  歳出をごらんください。 
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  ８款、土木費、２項、道路橋梁費、２目、道路維持費、雪寒道路維持事業で、１３節、委

託料では、除雪作業委託としまして１，８９１万３，０００円、１６節、原材料費では、補

修用資材費として融雪剤の購入費３５万７，０００円の合計１，９２７万円を計上したとこ

ろでございます。 

  この財源といたしまして、３ページに戻っていただきまして、歳入の１８款、繰入金、２

項の基金繰入金、２目、財政調整基金繰入金で増額を計上をいたしております。 

  なお、除雪作業等の状況につきましては、１月１４日から１月２５日までの間で、除雪作

業を行いました日数が１０日間、委託契約をしております町内の業者７社、除雪機械台数１

７台によりまして、主要道路、また、バス路線、通学路を中心に除雪作業を実施したところ

でございます。 

  また、契約以外の業者につきましても９社に依頼し、除雪機械台数１５台によりまして、

委託契約路線以外の路線を中心に除雪作業をお世話になったところでございます。 

  以上、説明とさせていただきます。承認いただきますようによろしくお願いをいたします。 

○議長（野口久之君） 榎川和知支所長。 

○和知支所長（榎川 諭君） ただいま上程となりました議案第１号 平成２８年度 旧和知

第二小学校屋内多目的グラウンド建築工事請負契約の変更について、補足説明をさせていた

だきます。 

  先ほど町長より説明のありましたとおり、平成２９年１月の予想を超えた豪雪となり、除

雪に日数を要したためであります。 

  議案書２枚をめくっていただきまして、資料として工事工程表を添付しておりますのでご

確認をください。変更前の計画を黒の線、変更後の計画を赤で表示しており、積雪影響日数

を上段の赤枠で表示をいたしております。 

  工程につきましては、工事完了まで雨でありますとか雪を想定をいたしておるところでご

ざいますが、通常、この地でありますと、積雪につきましては３０から５０センチの積雪を

想定した場合でも、場外に搬出するものでありませんが、今回は場内だけでは処理ができず

雪の搬出も行い、所要の日数を要したことにより、今回、工期を平成２９年３月１７日から

３月２８日に変更をお願いをするものでございます。工程表から多目的グラウンドにおきま

しては、内部足場の撤去、入口部材の取付け、出入口スロープ、場内の舗装、また、便所棟

につきましては、出入口のスロープ、浄化槽のコンクリートの打設に影響が出ております。

また、特に、外構につきましては、雨水排水施設及び舗装工事については、多目的グラウン

ド及び便所棟と並行して工事ができるところですが困難となり、影響が出たものであります。 
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  以上、まことに簡単ですが、議案第１号の補足説明とさせていただきます。ご審議賜りお

認めいただきますようよろしくお願いをいたします。 

○議長（野口久之君） 十倉水道課長。 

○水道課長（十倉隆英君） 続きまして、議案第２号 平成２８年度 統合簡易水道整備事業

畑川浄水場高度浄水処理施設築造工事請負契約の変更につきまして、補足説明をさせていた

だきます。 

  変更の理由につきましては、先ほどの町長の提案説明にございましたように、本年１月１

４日からの降雪等によりまして、屋外工種の工程に不測の日数を要したことにより、工事の

完成期日の延期が必要となったものでございます。 

  資料といたしまして、１月以降の工程表を添付しておりますので、ご確認いただきますよ

うよろしくお願いいたします。当初の計画を黒色の線で、変更の計画を赤色の線で明示いた

しております。 

  積雪等による影響日数につきましては、赤枠で囲んでおりますように１１日間程度でござ

いまして、その不足する日数について、当初の工期末である３月１７日を３月２８日まで延

期させていただくものとして、工事請負契約の変更をお願いすることとしております。 

  上段の粉末活性炭注入棟の建築工事におきましては、積雪により計画しておりました外壁

の吹きつけ工事が施工困難となり、連動いたしまして外部足場の撤去や土間コンクリート打

設の工程にも影響が出ております。 

  ２段目の機械設備においては、建築工事に連動いたしまして、配管ピットや屋外配管など

にも影響が出ております。 

  下段の粉末活性炭接触槽の浄水場施設につきましては、積雪により槽周りの配管や防水・

防食塗装に遅れが生じたもので、連動いたしまして場内舗装等においても変更の必要が生じ

たものでございます。 

  本工事は機械設備における割合が大きく、屋外配管完了後において実液運転及び対向試験

を含めた試運転調整日数が必要であることから、変更工程におきましても所要の日数を必要

として計画の変更をお願いするものでございます。 

  以上、簡単ではございますが、議案第２号の補足説明とさせていただきます。ご審議いた

だきお認めいただきますようよろしくお願いいたします。 

○議長（野口久之君） 以上、説明のとおりであります。 

  これより、承認第１号 専決処分の承認を求めることについて 平成２８年度京丹波町一

般会計補正予算（第４号）の質疑を行います。 
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  篠塚君。 

○４番（篠塚信太郎君） 雪寒道路維持事業の補正前の予算額は幾らだったか教えてください。 

○議長（野口久之君） 山内土木建築課長。 

○土木建築課長（山内和浩君） まず、除雪作業委託料につきましては、当初予算が２２４万

３，０００円ということで、補正予算は１，８９１万３，０００円を合わせまして、合計で

２，１１５万６，０００円となっております。 

  また、原材料といたしまして、融雪剤の費用といたしまして、当初５９万４，０００円、

補正予算で３５万７，０００円、合計で９５万１，０００円ということになっております。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 山田君。 

○５番（山田 均君） １点伺っておきたいと思うのですけども、今回、豪雪ということで除

雪の委託料を追加するということで、そのことに特段問題はないわけでございますけども、

今回、今の説明がありましたように、町内の７社は、これまでから依頼をしておるというこ

とで、新たに今回の雪によって９社に依頼をしたということでございますが、今回の雪の状

況を見ておりますと、除雪が非常に遅れたということもございましたし、除雪をするところ

の場所へ行くのが大変だったということも聞いておるわけでございますけども、そういうこ

とで自主的に除雪をされた集落もあるようでございますし、日頃そういう機械を持っておら

れるところもございますし、また、直接近くの業者に依頼をして除雪をしたという地域や集

落もあるわけでございますけども、その辺の実態といいますか状況というのは、今回の大雪

の除雪に対する調査はつかんでおられるのかどうか伺っておきたいと思います。 

○議長（野口久之君） 山内土木建築課長。 

○土木建築課長（山内和浩君） 先ほど申されました各集落の状況につきましては、いろんな

お話も聞かせていただいておりますが、現在、細かな除雪の費用とか、どのように除雪をし

ていただいておるとか、そういう状況をつかみ切れておりませんので、今後、各集落にアン

ケート調査等をさせていただいた中で状況を確認させていただいて、今後の対策、また助成

等の参考とさせていただいて、今後検討してまいりたいと考えております。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 山田君。 

○５番（山田 均君） 今、実態をちゃんと調査をするということでございましたので、ぜひ

それぞれの実態をつかんでいただいて、それにどういうように対処をしていくかということ

も非常に大事だと。今回の大雪での除雪を一つの教訓として今後どうするかと。これまでに
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ない大雪でございましたので、今後、こういう異常気象の中で起こり得るということは当然

考えられますので、やはりそういう体制をどうするかということも非常に大事になっており

ますし、実際、京丹波町の除雪をお願いする業者の数も減ってきておると。また、除雪をす

る機械そのものも、業者の方が持っていないということもあるようでございますので、やは

りその辺も踏まえて、どういうような体制をとるかということが非常に大事になってきてお

りますので、集落で、例えばトラクターの前に着ける除雪板とか吹き飛ばす除雪機も補助の

対象になっているわけでございますけど、やはりあれを見ておりますと、非常に金額も小さ

いわけでございますし、なかなか対応し切れないということもございますし、トラクターに

着けるというのも非常に危険を伴うということもありますので、やはりその辺も含めて、ど

ういう除雪の取り組みをするかということも非常に大事になっております。そういうものを

踏まえて、もうちょっと総合的な判断をして、そしてそういう制度そのものも見直していく

と。そういうことが必要だと思うのですけども、その辺はどのように考えておられるのか伺

っておきたいと思います。 

○議長（野口久之君） 山内土木建築課長。 

○土木建築課長（山内和浩君） 先ほど申されました業者の委託の関係とか、機械の保有台数

とか、また、地元の除雪の状況など実態をまずは把握させていただきまして、それに基づき

まして、今後の除雪対策とか支援等を検討してまいりたいと考えております。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 東君。 

○２番（東まさ子君） 財源ですが、基金を取り崩してということでありましたが、雪寒道路

維持事業について、国の補助というのはないのかどうかお聞きをしておきたいのと。 

  それから、今、主要道路、バス路線、通学路を主としてされたということでありますが、

団地とかはどういうふうになっていたのか。私たちもいろいろと電話をいただいて、団地内

も出入りができないので本当に困っているということでありましたが、町道認定がされてい

ないということで、町道を優先的にというようなお答えもあったわけでありますが、基本的

には、今後も含めてどういうふうに考えておられるのかお聞きをしておきたいと思います。 

○議長（野口久之君） 山内土木建築課長。 

○土木建築課長（山内和浩君） 団地等の除雪につきましてもいろんなご意見もいただいてお

りましたが、基本的にはバスの路線、また、通学路等、主要な道路を中心に除雪の計画をし

ておりますので、それをまず速やかに除雪できるようなことで進めております。今後につき

ましては、さまざまな意見をいただいておりますので検討はしてまいりますが、まずは町道
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ということで、町道のほうの除雪を優先していきたいと考えております。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 中尾総務課長。 

○総務課長（中尾達也君） 今回、財政調整基金によりまして、事業の部分を確保したわけで

ございますけれども、一般的に国につきまして、補助事業等につきましては今のところござ

いません。財源的な部分で言いますと、例年特別交付税がございまして、その特別交付税の

算定の中に除雪に要する経費というものも含まれておりますので、その中で確保がいただけ

るのではないかというふうに考えております。 

○議長（野口久之君） 東君。 

○２番（東まさ子君） 今、課長が言われましたように、町道を優先的にということでありま

した。主要道路、バス路線、通学路というのは、大事にしていただかなくてはいけないとい

うことでありますが、団地におきましては、団地住民の皆さんの要望にもかかわらず、町道

認定ができていないという事情もあって、仕事も行けないし本当に困っているというような

ことでありました。主な道路を優先的にしながら、あとの道路除雪につきましては、町道と

か団地内道路、町道認定されていない道路を区別するのではなくて、いろいろと税金も同じ

ように払ってその利益をこうむるということでありますので、認定外道路につきましても同

等の除雪を行っていくべきだと思いますが、今後、そういうふうに検討していただくべきで

はないかと思いますけれどもいかがでしょうか。 

○議長（野口久之君） 山内土木建築課長。 

○土木建築課長（山内和浩君） 町道認定外の道路につきましても、いろんなお話も聞かせて

いただいておりますが、一斉に除雪をするというのはなかなか困難ということもありますし、

団地以外の集落につきましても、いろんなご協力をいただいておりますので、今後その辺を

調査させていただいた中で、今後の除雪の地元協力とか支援というのも含めて検討していき

たいと考えております。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 篠塚君。 

○４番（篠塚信太郎君） 業者さんへの除雪作業委託料の算定基準はどのようになっているの

かお聞きをいたします。 

○議長（野口久之君） 山内土木建築課長。 

○土木建築課長（山内和浩君） 業者の今の委託契約は単価契約ということになっております

が、その基準となっておりますのは、京都府の単価を基準とさせていただいております。 
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  以上です。 

○議長（野口久之君） 篠塚君。 

○４番（篠塚信太郎君） その基準の内容について、もう少し、待機料ですね。除雪に出なく

ても、やっぱり業者さんとしては人を確保しておかないといけないということもありますし、

その辺の委託料があるのか、１回当たりの時間になるのか、その算定の基準をもう少し詳し

く教えてください。 

○議長（野口久之君） 山内土木建築課長。 

○土木建築課長（山内和浩君） 今、議員が申されました待機料につきましては、京都府のほ

うではあるようですが、京丹波町では待機料のほうは現在ございません。 

  あと、除雪につきましては、時間単価によりまして、昼間と夜間ということで単価の違い

はあるわけですし、また、機種等によりまして単価は違うわけですけど、一応、京都府の単

価を基準にお支払いのほうをさせていただいております。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 村山君。 

○１０番（村山良夫君） 今回の豪雪は、言われてますのは、４０年ぶりとか、５０年ぶりと

かいう予測外の状態だったんです。先ほどから質問に対する返答を聞いておりますと、この

豪雪に対応するために地元業者の方にお願いするのにもなかなか大変で、一部町道でありな

がら２日後とか３日後にどうしてもなっていたように思うんです。この豪雪を機会に、もう

一遍、再三申し上げていることですけど考えてほしいのは、これからも公共事業、特に町発

注は増えないと思うんです。発注方法として非常に効率は悪くなりますけども、分割して発

注することによって、地元業者の方が生計が成り立っていくというんですか、建設業者とし

ての維持がしていただけるようなことを日頃からしておかないと、今回は雪ですけども、最

近の天候等を見ていますと、台風とか、集中豪雨とか、そういうようなこともこれから起き

てくると思うんですよ。雪の場合は、まして冬場は余り出ることがないんですけど、道の山

が崩れて通行どめになるとかそういうことになりますと、やっぱり重機がなかったらどうし

ようもならないわけですね。そんな中で、最近、特に一括でＪＶで、そのヘッドは町外の方

というような状態の発注が多いように思うんです。やっぱりこれは見直しておかないと、何

かあったときに、本当に町民の人は困るわけでして、工事の発注の効率が１割ぐらい高くな

っても分割してやることによって、特に地元業者を育成するような方法を考えておかないと、

効率ばかり追っていくと、万一のときに困らなければならないかと思います。そういうこと

についての基本的な考え方は、今回の豪雪は、やっぱりある意味では教訓にすべきだと思う
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のですが、基本的なこういう考え方についてをお聞きをしたいと思います。 

○議長（野口久之君） 木南監理課長。 

○監理課長（木南哲也君） 発注関係、監理課からお答えいたしますが、まず、村山議員がお

っしゃっておられますように、一番はやはり町内業者さんに発注するという思いは強く持っ

ております。なるべく分割できるような形をいつも考えておりますし、今後もそういうふう

に思っていきたいと思います。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 山田君。 

○５番（山田 均君） 先ほど答弁いただいたことで、アンケートの実施ということで、当然

そういうことで実態をつかむということが必要だと思うのですけども、実施の時期ですね。

暖かくなってから調査をしていたのでは、そのときのことがどんどん忘れられますので、ア

ンケートで実態をつかむということは、忘れないうちに早く実施すべきだと思うのですけど

も、アンケートをするという時期はいつ頃を考えておられるのかというのが１点。 

  それから、先ほど篠塚議員からございましたけども、業者の待機の関係ですね。京都府は

待機料を出しているということでしたが、本町ではそれは出していないということだと思う

のですけども、待機というよりも拘束をするわけなのでね、作業する人を。そういう意味で

言うと、拘束をしておるわけなんですから、一定の保障をするというのも必要だと思うので

すけども、その辺の見解を改めて伺っておきたいと思います。 

○議長（野口久之君） 山内土木建築課長。 

○土木建築課長（山内和浩君） 地元も含めまして、業者も含めまして、どのような形で今後

調査のほうをさせていただくというのはまだ未定でありますので、時期等につきましても決

まっておらないわけですが、今回の大雪を教訓にして、今回いろんなことでお聞きしており

ますことや問題になったこともありますので、今後対策は必要かなというふうに考えており

ますし、アンケートにつきましても、できるだけ早いうちに地元の状況を把握したいなとい

うふうに考えておりますが、時期につきましては、新年度の区長さんの入れ替わりとかがあ

りますので、できるだけ早い時期には実施したいと思いますが、新年度に入った新しい区長

さんに対しまして聞き取りをさせていただきたいなというふうに考えております。 

  また、待機につきましては、今のところ待機の費用というのは予算の中にも見込んでいな

いわけですが、今後、京都府の状況とか、どのようにされているかというのも参考にさせて

いただいて、今後研究してまいりたいと考えております。 

  以上です。 
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○議長（野口久之君） これをもって質疑を終結します。 

  これより討論を行います。 

  最初に原案に反対者の発言を許可します。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（野口久之君） 次に原案に賛成者の発言を許可します。 

  討論ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（野口久之君） これで討論を終結します。 

  これより、承認第１号を採決します。 

  承認第１号 専決処分の承認を求めることについて 平成２８年度京丹波町一般会計補正

予算（第４号）を原案のとおり決することに賛成の方は挙手願います。 

（全員 挙手） 

○議長（野口久之君） 挙手全員であります。 

  よって、承認第１号は、原案のとおり承認されました。 

  次に、議案第１号 平成２８年度 旧和知第二小学校屋内多目的グラウンド建築工事請負

契約の変更についての質疑を行います。 

  村山君。 

○１０番（村山良夫君） 工期は変更されたのですけども、先ほど申し上げましたように、今

回の豪雪というのは何十年ぶりかの豪雪ですので、工事を請け負われた方が工事の見積もり

をされたときに、この除雪費用がこれぐらいかかるということは、多分、算出されてないと

思うのですが、その辺はどうなんですか。今回の豪雪は、天災に準ずるということで、金額

も除雪費用として追加しなければならないのではないかなと思うのですが、その必要はない

のかどうかお聞きをします。 

○議長（野口久之君） 榎川和知支所長。 

○和知支所長（榎川 諭君） 今回の雪につきましては、一般的には、現場における除雪費用

につきましては、諸経費の中の共通仮設費に含まれているものと考えております。今回の除

雪につきましては、近くに共同作業所等の除雪も含めまして、企業努力で行うこととしてい

ただいておるところでございます。 

○議長（野口久之君） 山田君。 

○５番（山田 均君） 私もちょっとお尋ねしておきたいと思うのですけども、今回の豪雪で

当然そういう作業が遅れるということは当然あろうかと思うのですけども、先ほど説明をい
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ただいた水道の関係は１１日間程度ということでございましたが、和知でございますので、

この工程表を見ると、３回赤く囲んでその間が積雪の除雪ということ。また、残雪の搬出と

なっているのですけども、同じ工期を１１日間延ばすということなのですが、具体的にこの

工期で十分できるということなのかどうかというのが１点と。 

  現時点では、２月の後半でございますが、どの程度の進捗状況なのか伺っておきたいと思

います。 

○議長（野口久之君） 榎川和知支所長。 

○和知支所長（榎川 諭君） 工期の１１日間でございますけども、これにつきましては、除

雪及び搬出した日数でございますけども、若干企業の工事体制の強化によりまして、詰めさ

せていただいておるところでございます。 

  それから、現時点での進捗率でございますけども、９１．３％でございます。あと、外構

工事を残しておるというところでございます。 

○議長（野口久之君） これをもって質疑を終わります。 

  これより討論を行います。 

  最初に原案に反対者の発言を許可します。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（野口久之君） 次に原案に賛成者の発言を許可します。 

  討論はありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（野口久之君） これで討論を終わります。 

  これより、議案第１号を採決します。 

  議案第１号 平成２８年度 旧和知第二小学校屋内多目的グラウンド建築工事請負契約の

変更について、原案のとおり決することに賛成の方は挙手願います。 

（全員 挙手） 

○議長（野口久之君） 挙手全員であります。 

  よって、議案第１号は、原案のとおり可決されました。 

  次に、議案第２号 平成２８年度 統合簡易水道整備事業 畑川浄水場高度浄水処理施設

築造工事請負契約の変更についての質疑を行います。 

  村山君。 

○１０番（村山良夫君） これも先ほどの質問と同じですけども、除雪費用は企業努力でやっ

ていただくことになるのですか。 
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○議長（野口久之君） 十倉水道課長。 

○水道課長（十倉隆英君） 場内の工事でございまして、進入路から含めまして、業者と職員

双方によりまして除雪作業のほうは行ったところでございます。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 山田君。 

○５番（山田 均君） わたしもちょっと工事の状況について伺っておきたいと思うのですけ

ども、先ほどもお尋ねしたのですけども、１１日間工期延期をするということなのですけど

も、現時点で進捗率というのはどの程度になっているのか伺っておきます。 

○議長（野口久之君） 十倉水道課長。 

○水道課長（十倉隆英君） ２月末時点で９７％の進捗率でございます。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） これをもって質疑を終わります。 

  これより討論を行います。 

  最初に原案に反対者の発言を許可します。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（野口久之君） 次に原案に賛成者の発言を許可します。 

  討論ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（野口久之君） これで討論を終わります。 

  これより、議案第２号を採決します。 

  議案第２号 平成２８年度 統合簡易水道整備事業 畑川浄水場高度浄水処理施設築造工

事請負契約の変更について、原案のとおり決することに賛成の方は挙手願います。 

（全員 挙手） 

○議長（野口久之君） 挙手全員であります。 

  よって、議案第２号は、原案のとおり可決されました。 

  これより暫時休憩をいたします。１０時４５分まで。 

休憩 午前１０時３６分 

再開 午前１０時４５分 

○議長（野口久之君） それでは、休憩前に引き続き会議を続けます。 

 

《日程第８、議案第３号 京丹波町役場位置条例の制定について～日程第３５、議案第３０号 
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平成２９年度京丹波町水道事業会計予算》 

○議長（野口久之君） お諮りいたします。 

  ただいまから上程になります日程第８、議案第３号 京丹波町役場位置条例の制定につい

てから、日程第３５、議案第３０号 平成２９年度京丹波町水道事業会計予算までの議案に

つきましては、本日は、提案理由の説明のみとし、質疑、討論、採決は後日の日程としたい

と思いますが、これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（野口久之君） 異議なしと認めます。 

  これより日程第８、議案第３号 京丹波町役場位置条例の制定についてから、日程第３５、

議案第３０号 平成２９年度京丹波町水道事業会計予算までを一括議題とします。 

  町長の提案理由の説明を求めます。 

  寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） それでは、引き続きまして提案させていただきます議案について、そ

の概要を説明いたします。 

  議案第３号 京丹波町役場位置条例の制定につきましては、庁舎の移転整備を行うに当た

り、役場の位置の変更を行うものであります。 

  議案第４号 京丹波町地域熱供給施設条例の制定につきましては、本町における木質バイ

オマスの利用を推進するため、京丹波町地域熱供給施設について定めるものであります。 

  議案第５号 京丹波町わち地域交流拠点施設の設置及び管理に関する条例の制定につきま

しては、町民の交流、体育及び文化の向上並びに福祉の増進を図ることを目的に京丹波町わ

ち地域交流拠点施設の設置及び管理について定めるものであります。 

  議案第６号 京丹波町個人情報保護条例の一部を改正する条例の制定につきましては、個

人情報保護法等改正法による番号法の改正に伴い、関係条例について所要の改正を行うもの

であります。 

  議案第７号 京丹波町特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の一部を改

正する条例の制定につきましては、平成２９年４月から平成３０年３月までの間、特別職の

給料及び期末手当の額を１００分の１０減じた額とするものであります。 

  議案第８号 京丹波町職員の管理職手当に関する条例の一部を改正する条例の制定につき

ましては、平成２９年４月から平成３０年３月までの間、管理職手当の月額を１００分の１

０減じた額とするものであります。 

  議案第９号 京丹波町税条例等の一部を改正する条例の制定につきましては、地方税法の
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一部改正により、消費税率１０％引き上げ時からの実施と定められております。法人住民税

法人税割の税率見直しや、自動車取得税の廃止に伴う軽自動車税環境性能割の新設等につき

まして所要の改正を行うものであります。 

  議案第１０号 京丹波町丹のまち広場うるおい館の設置及び管理に関する条例の一部を改

正する条例の制定につきましては、丹のまち広場うるおい館の利用に際し、使用施設の見直

しを行うものであります。 

  議案第１１号 京丹波町介護保険条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例の制定

につきましては、介護保険法施行令の改正に伴い、所要の改正を行うものであります。 

  議案第１２号 京丹波町指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基

準を定める条例の一部を改正する条例及び、議案第１３号 京丹波町指定地域密着型介護予

防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護

予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部を改正する条例の制定に

つきましては、基準省令の改正に伴い、小規模多機能型居宅介護あるいは介護予防小規模多

機能型居宅介護の人員基準において、看護職員が兼務可能な施設等の一つに地域密着型通所

介護事業所を位置づけるものであります。 

  議案第１４号 京丹波町水道事業給水条例の一部を改正する条例の制定につきましては、

京丹波町水道事業の設置等に関する条例の制定に伴い、所要の改正を行うものであります。 

  次に、議案第１５号 平成２９年度京丹波町一般会計予算から、議案第３０号 平成２９

年度京丹波町水道事業会計予算につきまして、一括して説明申し上げます。 

  まず、一般会計予算の総額は、１０９億６，２００万円、前年度当初予算に比べ４．８％

の減額となりました。また、平成２９年度から新たに公営企業会計となる水道事業を含む特

別会計全体では、国民健康保険事業特別会計の保険給付費や水道事業特別会計の施設管理経

費と施設整備費用などの減額要因等により、９２億８６６万５，０００円と、前年度対比１．

６％の減額となっております。なお、全ての会計の総額は２０１億７，０６６万５，０００

円となり、前年度対比７億４２０万９，０００円、３．４％の減額となりました。 

  それでは、一般会計の歳出から特徴的なものについて説明申し上げます。 

  総務費では、新庁舎の建築にかかる実施設計業務や予定地の既存建物撤去費用などに２億

４，５００万円、ＪＲ和知駅を中心とした駅再生プロジェクトとして、駅前広場の整備を検

討するための調査測量費に２００万円、若い世帯の定住を促進するため、和知地区の馬森、

花ノ木団地５区画の分譲に際して、若者定住促進宅地購入補助金として５００万円を計上し

ております。また、本町の豊かな食のＰＲと地域振興を図るためにふるさと寄附金制度を運
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営するための経費として４，３０１万円、瑞穂地域の旧小学校の地元活用に対する支援とし

て「町有財産有効活用支援負担金」に８５万円、教育支援として須知高校教育振興対策交付

金１０３万円、須知高校通学支援として町営バス利用促進助成金１８０万円、高齢者運転免

許証自主返納奨励金に５０万円、町営バス運行事業特別会計への繰出金に７，４６９万円、

住民自治組織の育成と組織化を支援する住民自治組織まちづくり交付金及び地域力向上事業

助成金、京丹波町住民自治組織連絡協議会への補助金を合わせまして２０６万円、地域おこ

し協力隊６人の人件費及び活動経費として２，５０９万円を計上したところであります。 

  また、地域資源活用推進事業として、家畜排せつ物を活用したメタン発酵による食と農と

エネルギーの循環利用のための事業化可能性調査と地域熱供給施設のさらなる活用に関する

調査に１，４２７万円、京丹波ぬく森のイス贈呈事業や北海道下川町との交流など、森林

（もり）の文化創造事業に４４３万円、木質バイオマス活用のモデル事業として進める地域

熱供給施設管理事業に１，５２３万円を計上しております。 

  民生費では、少子高齢化が進む中、高齢者や障害者の皆様が住みなれた地域で安心して自

立した生活を営むことができる環境づくりと、児童福祉における子育て支援の充実、拡充に

配慮した予算編成に努めたところであります。主なものとしましては、地域に密着した見守

り活動のネットワーク事業に３９０万円、障害者の自立支援事業に３億５，６７７万円、自

立支援医療給付事業に２，３９６万円、地域生活支援事業に４，８７８万円を計上しており

ます。 

  また、高齢者福祉では、介護保険事業に２億９，５４９万円、介護療養型老人保健施設運

営事業に８，１９８万円、高齢者の在宅生活を支援する在宅高齢者等生活支援事業に２，５

９４万円、後期高齢者医療広域連合に対する給付費負担金など関係経費に２億９，１７４万

円を計上しております。 

  また、出生から１８歳以下の方までの入院等に係る子育て医療費助成事業としまして、２，

８５５万円、すこやか子育て祝金事業に７５０万円を計上したほか、ファミリー・サポー

ト・センター事業に５００万円、児童手当支給事業に１億６，８８４万円を計上しておりま

す。 

  次に、保育所費では、上豊田保育所保育施設整備工事に１２６万円、みずほ保育所施設改

修工事に１３５万円、わちエンジェル施設改修工事に１，７２４万円などの環境整備や運営

経費に総額３億４，９５１万円を計上し、子どもたちの健やかな成長を支援することとして

おります。 

  衛生費では、町民一人ひとりの健康寿命の延伸を目指し、健診内容を充実させ、引き続き
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各種健診事業を無料で実施するとともに、健診後の保健指導や健康教育事業の充実に努めて

まいります。また、安心して妊娠、出産ができる体制の確保のための不妊治療給付事業に１

２０万円、妊婦健康診査などに７８５万円、生活習慣病予防のための特定健康診査事業に１，

８１５万円、胃がん、大腸がん、乳がん検診など、その他健康診査事業に５，４０８万円を

計上しております。 

  また、予防費では、予防接種事業に３，９１０万円を計上しております。 

  環境保全、地球温暖化防止などの環境衛生対策では、地球温暖化対策として再生可能エネ

ルギーの推進を図ることを目的に、住宅用太陽光発電システム設置費補助金などに６４１万

円を計上したほか、下水道会計への繰り出しを含め７，１０９万円、清掃費には、船井郡衛

生管理組合の分担金を主なものとして２億８，６６７万円、上水道費には水道事業会計への

補助金として６億５７７万円を計上しております。 

  農林水産業費につきましては、農業費では、有害鳥獣対策事業に９，０５８万円を計上し、

被害防止や捕獲施設の設置、鳥獣撃退器の実証など対策の強化を図るほか、中山間地域等直

接支払事業に１億１，１４８万円、多面的機能支払交付金事業に９，８７９万円を計上し、

地域ぐるみの活動や営農への支援を行うとともに、集落営農組織への農業機械導入補助をは

じめとする農業振興事業に１，５１８万円、新規就農を支援する後継者育成事業に９４９万

円、特産物等作付助成などの水田農業構造改革対策助成事業に２，８９６万円、黒大豆・小

豆の生産拡大を図るための機械導入への助成を行う生産加速化事業に１，０４７万円、鳥イ

ンフルエンザ発生農場跡地活用の推進を図るための調査設計業務等経費などに４，１７８万

円、農業用施設整備などの農地保全事業に１，３９３万円、ため池等を整備する土地改良施

設維持管理事業に１億１０７万円を計上し、営農組織等の担い手育成や特産物の生産振興、

ため池など農業生産基盤の整備と防災・減災に向けた整備を進めてまいります。 

  また、ケーブルテレビの運営には２億７１５万円を計上しております。 

  林業費では、林業の担い手育成をはじめとする林業振興対策事業に１，１１２万円、町有

林の整備、皆伐主伐等を実施する公有林整備事業に３，５４７万円、名産である「丹波ク

リ」の振興に４１２万円、木材需要の拡大と有効利用を図る木材搬出事業に５８６万円、森

林資源の循環利用などを目指す木のぬくもり活用推進事業に４２３万円を計上したほか、整

備最終年度となる森林管理道の塩谷長谷線開設に６，４３３万円を計上し、森林の保全及び

活用と路網整備を図ってまいります。 

  商工費では、町商工会のプレミアム商品券発行事業や小規模事業経営支援事業への補助を

初め、資金融資利子補給などの商工業振興事業に２，３０１万円、融資保証料補給事業に４
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５０万円、本町の特性に合った地域資源活用型の企業誘致を推進する企業誘致対策事業とし

て６０万円を計上したほか、京丹波町産業ネットワークの活動を通じた新事業の創出や雇用

促進、起業セミナー実施など町内での起業を支援する起業・新産業育成事業に１７０万円を

計上し、小規模店舗や中小企業への経営支援を引き続き実施してまいります。このほか、買

い物支援バス運行事業に２００万円を計上するなど、商工業の振興を図ってまいります。 

  観光費では、観光振興事業として、京丹波町観光協会の運営補助に８５０万円を計上し、

夏まつり開催への助成と観光協会との連携による京丹波町ならではの観光事業を推進してま

いります。 

  また、道の駅「京丹波 味夢の里」の維持管理・運営モニタリング業務委託費などに１，

１６９万円を計上し、引き続き施設の適切な運営業務の確認を行うこととしております。 

  京丹波町まるごと交流型観光推進事業には１，３５０万円を計上し、各種物産展への参加

や旅行会社訪問など積極的な観光プロモーションを実施し、戦略的な観光施策を推進いたし

ます。また、ロケ誘致・観光振興の促進などロケ地誘致事業に２，２５３万円を計上し、京

丹波町ロケーションオフィスの運営を行ってまいります。 

  土木費では、道路維持費として７，４２７万円を計上しております。冬季の除雪を初め、

道路利用者の通行に支障がないよう維持管理に努めてまいります。道路新設改良費では、曽

根宮ノ浦戸麦線や蒲生野中央線の改良や橋梁修繕、舗装修繕等、継続して整備を進める１３

路線と、安井南谷線等、新規に取り組む４路線、また、２カ所の治水対策などに総額５億４，

４２７万円を計上し事業に取り組んでまいります。このほか、河川維持管理事業に２，５０

３万円を計上しております。住宅管理費では町営住宅の維持管理費に２，０７７万円、木造

住宅耐震改修事業や継続して実施します住宅改修補助金交付事業に１，３６５万円を計上し

ております。このほか地域住宅計画事業として、老朽化した和知地区小畑団地の住宅解体撤

去費１，５００万円を計上しております。 

  消防費では、中部広域消防組合負担金に２億７，９１１万円、消防団運営費に７，４５０

万円、防火水槽設置事業に１，５７０万円を計上しております。また、避難所用パーテーシ

ョン、防護服、個人線量計などの原子力災害対策備品の整備や、災害時の緊急備蓄物資の購

入、防災ハザードマップの作成や原子力災害住民避難計画改定などの防災事業に１，４３６

万円を計上したほか、デジタル移動系防災行政無線維持管理事業費として９１４万円を計上

し、災害時の体制強化に努めてまいります。 

  教育費では、総額で８億２，７８９万円を計上しております。認定こども園開設準備事業

に２，３９０万円、小中学校の教育情報機器整備事業に３，６７５万円、ホストタウン構想
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推進事業に２３１万円を計上したほか、学校運営、教育振興、社会教育の推進に所要の額を

計上しております。 

  次に、歳入についてであります。現下の経済情勢のもと、景気の上向きには、今しばらく

の時間が必要な状況であると認識しております。 

  このような状況の中で、町税につきましては、平成２８年度の賦課資料及び決算見込み、

また地方財政計画の指標、さらには、総所得の推移などをもとに検討を加え、過大見積もり

にならないよう計上し、総額で前年度比２，３４１万円増の１５億９，２９５万円を見込ん

でいるところであります。 

  また、財源の確保対策としまして引き続きふるさと寄附金による財源の確保を図ってまい

ります。寄附金の額は３，０００万円を見込み、その全額を基金に積み立てるとともに、前

年度に積み立てました寄附金を繰り入れ、寄附目的に合致する事業に活用してまいります。 

  なお、地方交付税につきましては、合併特例措置の段階的縮減が２年目となり、合併算定

替と一本算定の差額の３０％が減額されることから、特別交付税を含め前年度から１億５，

０００万円減額の４８億６，０００万円を計上したところであります。 

  平成２９年度は、施政方針で申し上げましたように、京丹波町総合計画を軸に京丹波町創

生戦略やバイオマス産業都市構想などに基づき、国・府の財政支援を受けながら事業を展開

していくこととなりますが、本町が目指す「安心」「活力」「愛」のあるまちづくりを着実

に前に進めてまいります。目指すのは、誇りの持てるふるさと京丹波町であります。そのた

めには、職員一人ひとりが目的に向かい力を合わせ町政の推進に当たってまいる所存であり

ます。 

  議員各位を初め、町民の皆様の格別のご支援、ご協力をお願い申し上げます。 

  国民健康保険事業特別会計では、２２億５，２００万円を計上しております。国民健康保

険事業は、少子高齢化の進展や雇用環境の変化、税負担能力の低下や医療費が増加傾向にあ

ることなど、市町村国保が抱える構造的な課題により、財政状況が一段と厳しさを増す中、

国においては、社会保障制度改革国民会議の報告書を踏まえ、社会保障制度改革の全体像や

進め方を示すプログラム法が成立し、また、法改正により、持続可能な医療保険制度を構築

するため、平成３０年度からは、市町村国保の都道府県化が開始されることとなり、今年度

は、その準備の年でもございます。今、国保制度改革は計画から実行へと移る大きな変革期

を目前に控えております。 

  いよいよ、都道府県が財政運営の責任主体となり、中心的な役割を担い安定した財政運営

を図ることとなりますが、今後におきましても、引き続き国の財政支援の強化を京都府とと
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もに求めてまいりたいと考えております。 

  本町の国保税率につきましては、これまでから保険給付費等の伸びに対応するため、税率

改定も視野に入れ種々検討を重ねておりますが、今年度におきましても、被保険者の皆様の

負担を考慮し、据え置くことといたしました。 

  引き続き、特定健診事業に積極的に取り組むとともに、医療費の適正化対策や収納率向上

対策により、公平性の確保と財政安定化を図ってまいります。また、京都府国民健康保険広

域化等支援方針に基づく共同事業等を活用して業務の効率化を図り、安定的な事業運営に努

めてまいります。 

  後期高齢者医療特別会計につきましては、２億２，３３２万８，０００円を計上しており

ます。 

  本会計につきましては、京都府後期高齢者医療広域連合の算定に基づく保険料を徴収し、

広域連合に納付する収支となっております。 

  昨年度より、広域連合からの人間ドック助成金が削減されましたが、平成２９年度におき

ましても、一般会計からの繰り入れなどにより、個人負担を変更することなく、高齢者の保

健予防に精いっぱい努めてまいりたいと考えております。 

  介護保険事業特別会計事業勘定では、２１億５，６４４万円を計上しております。 

  平成２９年度におきましては、平成３０年度から３カ年を計画期間とする第７期介護保険

事業計画を策定いたします。 

  第６期介護保険事業計画の最終年度として、引き続き、介護サービス給付の適正化と、介

護予防事業に取り組むとともに、地域支援事業の充実を図り、介護が必要な状態になっても、

住みなれた地域での暮らしが営めるよう事業の円滑な推進と健全運営に努めてまいります。 

  また、地域包括支援センターを中心に、住民主体の健康づくりや介護予防の取り組みを支

援するとともに、平成２７年度末から実施の「介護予防・日常生活支援総合事業」では、関

係機関と連携を図りながら、利用者の皆様の選択による多様なサービス提供に努めてまいり

ます。 

  サービス事業勘定では、６５９万５，０００円を計上しております。要支援者への介護予

防支援計画の作成を主なものとして、事業を推進しております。 

  また、老人保健施設サービス勘定では、１億５，５８６万９，０００円を計上し、施設の

運営、入所サービス等の提供を行い、和知診療所の訪問事業と組み合わせて、在宅復帰や在

宅療養の支援など包括的なケアに取り組んでまいります。 

  下水道事業特別会計につきましては、９億２，７５０万円を計上しております。使用料確
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保を適正に行うとともに、経費の縮減に努め、効率的な管理に取り組んでまいります。 

  農業集落排水事業や公共下水道事業におきましては、適正な維持管理を行うことで、施設

の長寿命化を図ることとし、浄化槽施設管理における帰属基数の増加も含めた汚水処理普及

率の向上を目指し、公共用水域の水質保全に努めてまいります。 

  町営バス運行事業特別会計につきましては、９，９１０万２，０００円を計上しておりま

す。児童・生徒の通学バス及び地域公共交通として安全運行に努めるとともに、利便性の向

上を図ってまいります。 

  国保京丹波町病院事業会計では、病院、各診療所の３条予算の収益的収入及び支出に１０

億２，１９０万円を計上しております。また、４条予算の資本的収入には６，２６８万７，

０００円、支出におきましては１億１，８０９万６，０００円を計上し、資本的収入及び支

出に不足する額５，５４０万９，０００円は、過年度分損益勘定留保資金で補塡することと

しております。 

  財政対策としましては、平成２８年度に引き続き、一般会計からの繰入金の４条予算の資

本的収入におきましては、基準内繰入金のみとして、経営改善に努めてまいります。 

  平成２８年度中に策定されます「京都府医療構想」を受けて進めてまいります。引き続き

厳しい経営環境に変わりはありませんが、さらなる経営の健全化と保健・福祉・医療・介護

の一層の連携強化を図り、地域包括医療の推進に努めてまいります。 

  また、医師確保につきましても、引き続き京都府や府立医大並びに関係医療機関への要望

や奨学金制度の活用などにより一層安定した医療体制の確立に向けて全力で取り組んでまい

ります。 

  水道事業会計につきましては、平成２９年度から公営企業会計方式の予算編成となります。 

  経営活動に伴い発生が予定される３条予算の収益的収入には、水道料金や一般会計からの

繰入金など、１４億６，５３１万９，０００円、収益的支出には、水道施設の機械・電気設

備類の維持補修工事費や、次年度からの管路更新事業に必要な管路更新計画作成業務等の委

託料、過年度滞納額などの特別損失を含む１５億３，８９１万８，０００円を計上しており

ます。また、４条予算の資本的収入には、企業債や管路の耐震化補助金など、１億８，０３

８万５，０００円、資本的支出には、耐震化工事にかかる委託料や工事請負費などの建設改

良費や企業債償還金など、６億７，３３１万７，０００円を計上しております。 

  なお、資本的収支に不足する額４億９，２９３万２，０００円につきましては、開始時現

金預金残高２億５，６６０万８，０００円を充当し、その残額２億３，６３２万４，０００

円は、当年度損益勘定留保資金で補塡することとし、水道施設の適正な維持管理に努め、安
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心・安全な水道水の安定供給を目指してまいります。 

  その他、土地取得特別会計につきましては、基金利子等の積み立てを計上したものであり、

育英資金給付事業特別会計につきましては、育英基金の目的に沿う適正な給付に留意し、５

２９万６，０００円を計上しております。また、須知、高原、桧山、梅田、三ノ宮、質美の

各財産区特別会計につきましては、財産の管理及び住民団体への助成を中心として編成した

ものでございます。 

  以上、提案理由の説明とさせていただきます。何とぞ慎重に審議賜りまして、原案に賛同

いただきますようよろしくお願い申し上げます。 

  なお、平成２８年度の補正予算につきましては、後日追加提案させていただきたく思って

おりますので、ご理解賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（野口久之君） 補足説明を担当課長に求めます。 

  議案の説明は日程順にお願いをいたします。 

  中尾総務課長。 

○総務課長（中尾達也君） それでは、議案第３号 京丹波町役場位置条例の制定につきまし

て補足説明を申し上げます。 

  庁舎の移転整備を行うに当たり、役場の位置の変更を行うものでございまして、合併１０

年が経過し、新たなまちづくりの拠点として新庁舎の建設に向けまして、本年度より具体的

に検討を始めたところであり、新庁舎建設基本計画の策定を円滑に進めるため、京丹波町新

庁舎建設基本計画審議会を設置し、新庁舎建設に関する事項について諮問し、調査審議いた

だいたところでございます。 

  昨年、１２月１２日に審議会から新庁舎建設基本計画（案）の答申をいただいたところで

あり、その後、新庁舎建設基本計画（案）に関しての意見募集、パブリックコメントを実施

し、ご意見をいただくとともに３回目の住民ワークショップを開催し、基本計画（案）の内

容確認や基本設計に向けて庁舎の配置や求められる施設などのご意見をいただいたところで

ございます。 

  これらの内容を踏まえまして、本年２月に京丹波町新庁舎建設基本計画がまとまったとこ

ろでございます。この京丹波町新庁舎建設基本計画に基づきまして、いよいよ本格的に事業

を推進していくこととなります。本条例の制定につきましては、庁舎の移転整備に当たり、

役場の位置の変更を行うものでありまして、現庁舎の位置から新庁舎の建設予定地でありま

す京丹波町ふれあい広場の位置に変更するものでございます。 

  なお、この条例の施行日につきましては、施設の供用日が未確定のため、規則で定める日
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としたところでございます。 

  以上、京丹波町役場位置条例の制定についての補足説明とさせていただきます。ご審議い

ただきましてご議決賜りますようによろしくお願いいたします。 

○議長（野口久之君） 久木企画政策課長。 

○企画政策課長（久木寿一君） ただいま上程となりました議案第４号 京丹波町地域熱供給

施設条例の制定につきまして補足説明を申し上げます。 

  京丹波町創生戦略、そして第２次京丹波町総合計画（案）におきまして、基本理念、将来

像を「日本のふるさと。自給自足的循環社会●京丹波」としまして、森林や食、子育て力、

地元力という財産や強みを最大限に生かすこととしております。 

  その中で、森林につきましては、古くからの木を使う暮らしを現代版に改編しながら、本

町の豊富な森林資源を活用し、持続可能な地域資源の循環を図ることとしております。 

  また、本町がバイオマス産業都市として進めます京丹波町バイオマス産業都市構想におき

ましても、森林資源をフル活用し、地域内の資源と経済が循環する仕組みをつくっていくこ

ととしております。 

  これらの取り組みのモデルとして進めますのが木質バイオマスによる地域熱供給システム

であります。平成２８年度事業といたしまして、２月２０日までを工期として整備を進めて

まいりました京丹波町地域熱供給システム整備工事が無事完成いたしました。 

  そして、今回上程の京丹波町熱供給施設条例（案）は、平成２９年度から地域熱供給シス

テムの運用を始めるに当たり、関連施設及び設備を町の公有財産として整備するために条例

を制定するものでございます。 

  京丹波町地域熱供給施設条例（案）の内容についてでございますが、４つの条項からなり

まして、第１条では趣旨を、第２条では、施設及び設備の名称と位置を規定しております。

第３条では、管理及び運用についての規定で、施設の目的に即した良好な状態での管理と効

率的な運用に努めなければならないとしております。第４条は補足の規定でございまして、

条例の施行日につきましては平成２９年４月１日としております。 

  以上、簡単ではございますが、議案第４号の補足説明とさせていただきます。よろしくお

願いいたします。 

○議長（野口久之君） 榎川和知支所長。 

○和知支所長（榎川 諭君） ただいま上程となりました議案第５号 京丹波町わち地域交流

拠点施設の設置及び管理に関する条例の制定につきまして補足説明をさせていただきます。 

  提案理由につきましては、ただいま町長から説明があったとおり、京丹波町わち地域交流
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拠点施設の供用開始に伴い、施設の設置及び管理に関する条例を制定するものであります。 

  第１条につきましては、町民の交流、体育及び文化の向上並びに福祉の増進を図るため、

京丹波町わち地域交流拠点施設を設置することとしております。 

  第２条では、施設の名称及び位置を規定しておりまして、名称を屋内多目的広場と芝生広

場とするもので、位置を京丹波町篠原堂ノ下３３番地１、芝広場を堂ノ下３１番地ほかとす

るものでございます。 

  第３条につきましては、町の責務であります管理について規定をいたしております。 

  第４条については、施設を使用する者は他の施設と同様、あらかじめ予約等をお願いする

こととしておるものでございます。 

  第５条では、承認を受けた者が最善の注意を持って使用させることを規定し、規定に違反

した場合について規定しておるものでございます。 

  第６条では、使用料について規定をしております。屋内多目的広場１面当たり１時間３２

０円、照明を１時間２１０円としておりまして、芝生広場を無料とするものでございます。 

  第７条では、使用者に対し施設または設備を汚したり傷つけた場合は、賠償しなければな

らないことを規定をしております。 

  第８条では、施設の維持管理を委託できることとしております。 

  また、第９条では、この条例に施行し必要な事項は規則で定めるものとしております。 

  以上、まことに簡単ですが、議案第５号の補足説明とさせていただきます。ご審議賜りお

認めいただきますようよろしくお願いをいたします。 

○議長（野口久之君） 中尾総務課長。 

○総務課長（中尾達也君） 議案第６号 京丹波町個人情報保護条例の一部を改正する条例の

制定につきまして補足説明を申し上げます。 

  今回の改正は、町長の提案理由の説明にもありましたように、個人情報保護法等改正法に

よります番号法の改正に伴いまして、所要の改正を行うものでございます。 

  議案書２枚目の新旧対照表をごらんをいただきたいと存じます。 

  第２条、用語の定義の第９号でございます。情報提供等記録に係る定義でございまして、

現行では、番号法第２３条第１項及び第２項に規定する記録に記録された特定個人情報とあ

りまして、記録に記録された特定個人情報とは、情報照会者及び情報提供者の名称、提供の

求めの日時及び提供があったときはその日時、特定個人情報の項目等を記録することとなっ

ております。 

  今回、改正後の番号法第２６条が新たに追加をされまして、ここでは条例で定める事務関
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係者等による個人情報の求め及び提供についても準用をされることとされておりまして、記

録する必要があることとなるものでございます。 

  次に、第２１条の２につきましては、番号法第２６条の規定が新たに追加されることに伴

い、現行の番号法第２６条から第５６条までの規定が１条ずつ繰り下がることから、個人情

報保護条例において、これらの規定を引用しておりますので改正するものでございます。 

  以上、議案第６号 京丹波町個人情報保護条例の一部を改正する条例の制定につきまして

の説明とさせていただきます。 

  続きまして、議案第７号 京丹波町特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条

例の一部を改正する条例の制定につきまして補足説明を申し上げます。 

  平成２９年４月から平成３０年３月までの間、特別職の給料及び期末手当の減額を引き続

き行うものでございます。附則によりまして、給料及び期末手当の額から１００分の１０減

じた額とするものでございます。この減額につきましては、平成１９年４月から実施をして

いるところでございます。 

  なお、この改正によります削減額につきましては、総額で３１７万３，０００円となりま

す。 

  以上、議案第７号 京丹波町特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の一

部を改正する条例の制定についての補足説明とさせていただきます。 

  引き続きまして、議案第８号 京丹波町職員の管理職手当に関する条例の一部を改正する

条例の制定につきまして補足説明を申し上げます。 

  平成２９年４月から平成３０年３月までの間、管理職手当の支給額の減額を引き続き行う

ものでございます。附則によりまして、給料の月額に支給割合を乗じて算出した額の１００

分の１０減じた額とするものでございます。この減額措置につきましては、平成１９年４月

から継続して実施をしているものでございます。 

  なお、この改正によります削減額につきましては、総額で約１５２万円となるものでござ

います。 

  以上、議案第８号 京丹波町職員の管理職手当に関する条例の一部を改正する条例の制定

についての補足説明とさせていただきます。よろしくお願いいたします。 

○議長（野口久之君） 松山税務課長。 

○税務課長（松山征義君） それでは、議案第９号 京丹波町税条例等の一部を改正する条例

の制定につきまして補足説明を申し上げます。 

  今回の改正につきましては、平成２８年３月３１日に公布されました地方税法等の一部を
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改正する法律の改正、及び平成２８年１１月２８日に公布されました社会保障の安定財源の

確保を図る税制の抜本的な改革を行うための地方税法等の一部を改正する法律等の一部改正

に基づき所要の改正を行うものでございます。 

  地方税法の改正は、消費税率１０％への引き上げ時から実施されると定められておりまし

た法人住民税の税率見直し、また、自動車税及び軽自動車税の環境性能割の新設等について、

また、その消費税率１０％の引き上げ時期を平成３１年１０月１日とすることが定められた

ことに伴いまして、所要の改正が行われたところでございます。 

  法改正の主な概要といたしましては、一つ目には、地方法人課税の市町村間の税源の偏在

是正をするために、交付税の原資化をさらに進める措置が講じられたところでございます。

平成２６年度税制改正において、地域間の税源の偏在性を是正し、財政力格差の縮小を図る

ため、法人住民税法人税割の税率を引き下げ、引き下げ分相当額について地方法人税を国税

として創設をされ、地方交付税の原資化を図る措置が講じられたところでございます、 

  今回の改正は、消費税率が１０％へ引き上げ時において、さらに法人住民税法人税割の税

率を都道府県分、市町村分とも引き下げを行うこととあわせまして、その引き下げ分につき

まして国税であります地方法人税の税率を相当分引き上げる措置が講じられたところであり

ます。 

  また、二つ目には、引き続き車体課税に対する必要な措置が講じられたところであります。

これまでの税制改正によりまして、車体課税をより積極的に環境関連税制として位置づけて

いく方針のもとで、低燃費車など環境性能のすぐれた自動車に対する軽減措置とあわせて、

一定年数を経過した車両に対する重課措置が講じられてきたところであります。今回、消費

税率１０％引き上げ時において、自動車取得税の廃止とあわせて、自動車税及び軽自動車税

にそれぞれ環境性能割が新設され、また、これに伴い現行の自動車税及び軽自動車税を種別

割とすることが定められたところであります。この環境性能割につきましては、車両取得時

における申告に基づき燃費等の環境性能に応じた税率によりまして、主たる定置場、所在市

町村に納付いただく仕組みで、環境性能がすぐれた自動車の普及促進及び環境負荷の低減を

図るもの、また、このような観点と同時に地方の安定的な財源確保に資するものとして位置

づけられております。 

  なお、賦課徴収等事務につきましては、自動環境性能割の例によりまして、当面の間、車

両の主たる定置場、所在道府県において行うものと定められております。 

  一方、種別割につきましては、現行の軽自動車税に係る部分について名称等一定の法整備

が行われたものでございまして、性能内容等々について特段の変更はございません。 



 

－４２－ 

  以上が地方税法の改正概要でありまして、これらの法改正の内容に基づいた町税条例の改

正についてお願いするものでございます。 

  それでは、今回の税条例の改正の内容につきまして、その概要を新旧対照表によりまして

ご説明を申し上げます。 

  まず、第１条関係についてご説明申し上げます。新旧対照表１ページ、第１８条の３につ

きましては、軽自動車税における種別割の区分整理に伴いまして、その文中表現について整

理を行うものでございます。 

  同じく１ページから２ページ、第１９条につきまして、これも地方税法の改正に伴いまし

て、軽自動車税において環境性能割に係る適用条項を追加するなど所要の整理を行うもので

あります。 

  次に、第３４条の４につきましては、新旧対照表２ページと資料一番後ろのところに資料

を３ページ分つけさせていただいております。それの資料１ページをあわせてごらんくださ

い。平成２６年度税制改正において、税源の偏在性を是正する方策が講じられることとなり、

法人住民税の税率のうち都道府県課税分の１．８％と市町村課税分の２．６％が加算した４．

４％相当分について国税として創設をされた地方法人税に移行されたことを受け、法人住民

税の税率改正が行われたところであります。平成２８年度税制改正におきまして、消費税率

が１０％引き上げ時点からさらに法人住民税法人税割の税率につきまして都道府県分２．

２％、市町村分３．７％をともに引き下げるとともに、相当分については国税である地方法

人税の税率を５．９％引き上げる措置を講じるとされ、地方税法の改正が行われたところで

ございます。このことに伴いまして、本町の税率につきましても法改正と同様に現在の税率

１２．１％から国税に移行される３．７％を減少させた８．４％に改正をさせていただくも

のでございます。 

  なお、国税に移行されます地方法人税の収入は、これまでと同様に全額国の交付税特別会

計に収納されまして、地方自治体に交付される地方交付税の原資として活用されるというこ

とでございます。引き続き地域間における税源の偏在是正が講じられることとなります。 

  続きまして、新旧対照表２ページ以降につきましては、軽自動車税に係る規定の整理を主

に行うものでございます。 

  初めに、新旧対照表２ページから３ページ、第８０条でございます。あわせて資料の２ペ

ージ及び３ページをごらんください。地方税法の改正によりまして、軽自動車税における環

境性能割の新設に伴いまして、新たに環境性能割と種別割に分類される体系となりますこと

から、それぞれの納税義務者等について環境性能割については取得者、種別割につきまして
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は所有者を納税義務者とすることなどにつきまして整理がなされるとともに、あわせて条文

中の適用条項及び文言など必要な事項について所要の整理を行うものでございます。 

  次に、新旧対照表の３ページから４ページをごらんください。第８１条についてご説明を

申し上げます。法改正によりまして、軽自動車等の売買契約において売り主が当該軽自動車

の所有権を留保している場合の賦課徴収について、買い主を所有者とみなす、みなす課税に

係る内容が整備されたことに基づきまして、規定におきましても同様に新たに条項を追加す

るなどの整備を行うものでございます。 

  同じく４ページ、第８１条の２につきましては、これまで第８０条の２として定めており

ました日本赤十字社の所有する軽自動車に対する非課税の範囲につきまして、条ずれによる

整理を行うものでございます。 

  同じく４ページの第８１条の３でございます。環境性能割の課税表示につきましては、自

動車の取得価格とすることなど新たに規定に定めるものでございます。 

  次に、５ページ、第８１条の４につきましては、地方税法で定められた税率と同様に環境

性能割の税率につきまして規定において明記するものであります。三輪以上の軽自動車で平

成３２年度基準エネルギー達成車につきましては１％、平成２７年度基準エネルギープラス

１０％達成車につきましては２％、それ以外の車両につきましては３％の税率を定めるもの

としております。ただし、後ほど、附則で説明をさせていただきます第１５条の６につきま

して、３％の部分につきましては特例により２％とすることなど、これも地方税法に基づく

措置を講じることとなります。 

  同じく５ページの第８１条の５につきましては、環境性能割の徴収方法につきましては、

法改正の内容と同様に申告納付の方法とすることなどにつきまして新たに規定に定めるもの

でございます。 

  同じく５ページから６ページ、第８１条の６につきましては、環境性能割の申告納付の方

法等につきまして、地方税法並びに同法施行規則の改正内容にあわせまして、申告書及び報

告書の提出並びに納付等につきまして、その内容を新たに規定に定めるものでございます。 

  次に、新旧対照表６ページ、第８１条の７につきましては、環境性能割の不申告等に関す

る過料について、法改正に基づき１０万円以下の過料を科すことなどについて規定において

定めるものでございます。 

  同じく新旧対照表６ページ、第８１条の８につきましては、これも法改正に基づきまして

環境性能割の減免に関する事項等につきましては、規則において定めることなどにつきまし

て規定において新たに定めるものでございます。 
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  次に、以降、新旧対照表６ページの第８２条から新旧対照表１２ページの第９１条までの

改正につきましては、冒頭でも申し上げさせていただきましたとおり、今回の法改正におき

まして、軽自動車税が新たに環境性能割と種別割の２分類とされ、現行の軽自動車に係る部

分については種別割となりましたことから、規定におきましても同様にそれに関係する部分

につきまして種別割として文言整理を行うとともに、あわせて必要な適用条項、また、関連

文言等につきまして所要の整理を行うものであります。 

  次、２ページを飛びまして、１３ページをごらんください。附則第７条の３の２につきま

しては、これも法律の改正に基づきまして、個人住民税における住宅ローン減税の適用期限

につきまして、現行期間から平成３３年１２月３１日まで延長する改正が行われたことに基

づきまして、規定におきましても同様に適用年数について整理を行うものであります。 

  続きまして、同じく１３ページでございます。附則第１５条の２につきましては、法改正

に基づきまして、環境性能割の賦課徴収については当分の間、道府県が行うことと定められ

たことに準じまして、同様に賦課徴収については京都府が行うことなどにつきまして新たに

規定に定めるなど所要の整理を行うものでございます。 

  同じく１３ページ、附則第１５条の３につきましても、同様に当分の間、道府県が事務を

行うことが定められたことに伴いまして、京都府が当面事務を行うことなど所要の整理を行

うものであります。 

  次に、１４ページ、第１５条の４につきましても、軽自動車税の環境性能割の申告納付に

関係する事務につきましても、当分の間、道府県が行うことと定められたことに伴いまして、

同様に規定においても定めるものでございます。 

  同じく１４ページ、附則第１５条の５につきましても、前条第１５条の４と同様でござい

まして、当面道府県がその事務を行うということでございます。京都府に対する徴収取扱費

の交付等について新たに規定において定めるものでございます。 

  同じく１４ページ、附則第１５条の６につきましては、先ほどの税率に関連する内容でご

ざいますけれども、法改正によりまして、三輪以上の軽自動車に係る環境性能割の税率と特

例が設けられまして、第１条関係第８１条４に規定する３％の税率については２％とするこ

となどが定められたことに基づきまして、規定においても同様の整理を行うものでございま

す。 

  次に、新旧対照表１５ページから１７ページ、附則第１６条につきましては、地方税法の

改正に基づき適用条項や種別割に関する文言並びに表中見出しの表現の変更、また、経過措

置の削除等、所要の整理を行うものでございます。 



 

－４５－ 

  次に、１８ページ、１９ページをごらんください。 

  第２条関係、平成２６年改正附則第６条についてご説明を申し上げます。 

  この改正につきましては、地方税法等の一部を改正する法律の公布に伴いまして、平成２

６年度改正に係ります町条例条文について一部改正を行うものであります。改正の内容は種

別割に係る文中表現の整理を初め、表中における適用条項や文言整理など必要な事項につい

て整理を行うものであります。 

  最後に、第３条関係、新旧対照表２０ページでございます。 

  平成２７年改正附則第５条につきましてご説明を申し上げます。この改正につきましても、

第２条関係と同様に、平成２７年度改正に係ります町条例条文についての一部改正を行うも

のでございます。改正の内容につきましては、今回、第１条関係第１９条の改正に伴いまし

て、規定における適用条項の追加を行うものでございます。 

  なお、施行期日につきましては、第１条関係の附則第７条の３の２の条項につきましては

公布の日から、それ以外の条項につきましては全て平成３１年１０月１日からの施行となり

ます。 

  以上、簡単ではございますが、補足説明とさせていただきます。ご審議いただきご賛同た

まりますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（野口久之君） これより暫時休憩をいたします。午後は１時１５分まで休憩といたし

ます。 

休憩 午前１１時５５分 

再開 午後 １時１５分 

○議長（野口久之君） それでは、休憩前に引き続き会議を続けます。 

  山森商工観光課長。 

○商工観光課長（山森英二君） 議案第１０号 京丹波町丹のまち広場うるおい館の設置及び

管理に関する条例の一部を改正する条例の制定につきまして補足説明を申し上げます。 

  現在、本町では、町内の自然環境を生かした映画等ロケ地誘致事業を進めているところで

あります。この取り組みでは、ロケ地を新たなまちづくりとして「映画のまち、映像文化の

まち」として本町の活性化を目指すものであります。 

  このほど撮影場所の誘致や撮影を支援する仮称でありますけれども、「京丹波町ロケーシ

ョンオフィス」を設立する予定にしておりまして、設置場所として丹のまち広場うるおい館

内のふれあいホールの一部を改築し設置するもので、それに伴う条例の一部を改正するもの

であります。 
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  条例改正の概要でありますけれども、４枚目に添付しております平面図をごらんいただき

たいと思っております。まず、左側にふれあいホールがありまして、主に丹波高原朝どり野

菜市が開催されているところでありますけれども、全体の面積といたしまして２９４．８４

平米で、そのうち青で囲んであります場所１００．６２平米に設置をし、利用可能面積の減

少に伴い使用料を改めるものでございます。 

  また、事務所の設置に伴いまして、新たに出入り口を新設をすることから、支障となりま

す野外ステージ、図面の真ん中ほどに赤色で囲んでいる部分の撤去を行いまして、それに伴

う使用承認の必要な施設から削除をするものであります。 

  変更箇所につきましては、３枚目の新旧対照表をごらんください。 

  まず、１点目の５条の使用承認に掲げる施設のうち（４）野外ステージを削除、さらに別

表第６条関係、丹のまち広場うるおい館の使用料を定めておりますふれあいホールの昼間の

使用料、４時間以内５，４００円を３，２４０円に、４時間以上８，６４０円を５，４００

円に、夜間７，５６０円を４，３２０円に改めるものでございます。 

  以上、補足説明とさせていただきます。ご審議賜りますようよろしくお願いいたします。 

○議長（野口久之君） 大西保健福祉課長。 

○保健福祉課長（大西義弘君） それでは、議案第１１号 京丹波町介護保険条例の一部を改

正する条例の一部を改正する条例の制定につきまして補足説明を申し上げます。 

  介護保険条例につきましては、介護保険事業計画の見直しにあわせ、高齢者人口や要介護

認定者を見込み、さらにサービスの種類や量、その給付費を推計し、平成２７年度から平成

２９年度まで３カ年の保険料や段階設定を定めているところでございます。 

  今回の改正につきましては、京丹波町介護保険条例の一部を改正する条例に平成２９年度

における保険料率の特例を加えさせていただくものでございます。 

  まず、第５条第１項関係でございますが、現在、第１号被保険者の保険料の段階設定には、

所得をはかる指標として合計所得金額を用いておりますが、この合計所得金額には土地を譲

渡した場合に生じる売却収入等に対する特別控除が適用されていないため、土地を譲渡され

た年の翌年の所得が急増し、介護保険料が高額になる場合がございます。土地の売却等には

災害や土地収用等を含む本人の責めに帰さない理由による場合もあることから、そのような

土地の売却収入等を所得として取り扱わないこととするよう、保険料段階の判定に現行の合

計所得金額等から租税特別措置法に規定されます長期譲渡所得、または短期譲渡所得に係る

特別控除額を控除して得た額を用いることとするものであります。この特別控除額を控除し

た額を用いる所得指標は、介護保険法施行令の一部を改正する政令の公布により、平成３０
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年４月１日から施行することとなっておりますが、市町村の条例で定めることにより、平成

２９年度から特例的に当該所得指標を用いることができるとされており、本町におきまして

は、当該被保険者の方の負担軽減を図ることを目的に改正をお願いするものでございます。 

  続きまして、第５条第２項の関係でございますが、公費による低所得者に対する保険料の

軽減措置として、平成２７年度と平成２８年度におきまして、第１段階保険料を年額３万７，

７００円から３万３，９００円に引き下げる軽減措置を実施し、平成２９年度からは第１段

階に加えて第２段階及び第３段階においても軽減措置が適用される予定である旨を、平成２

７年３月の議会定例会において説明をさせていただいたところであります。これは、消費税

率１０％への引き上げが平成２９年４月に実施されることを前提として、国における低所得

者への保険料軽減強化として進められていたものでございますが、消費税率１０％への引き

上げが平成３１年１０月に延期されたことに伴い、平成２９年度の対応として現行の第１段

階の方への保険料軽減を継続するという国の通知を受けて、平成２７年度、平成２８年度と

同様に３万３，９００円とさせていただくものでございます。 

  なお、施行期日は平成２９年４月１日でございます。 

  以上、議案第１１号の補足説明とさせていただきます。 

  続きまして、議案第１２号 京丹波町指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運

営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例の制定につきまして補足説明を申し上げ

ます。 

  今回の改正につきましては、地域密着型サービスに係る基準省令の一部改正等により、指

定小規模多機能型居宅介護の人員基準において見直しを行うとともに、引用条項や条文文言

等の整理を行うものでございます。 

  それでは、主なものにつきまして、新旧対照表で説明をさせていただきます。 

  まず、新旧対照表の１ページをお願いいたします。 

  第６条の定期巡回・随時対応型訪問介護看護の員数につきまして、指定居宅サービス等基

準に基づく京都府の条例としておりますが、具体的な京都府の条例を引用することとして改

めさせていただくものでございます。 

  続きまして、３ページをお願いいたします。 

  第３９条第１項では、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者が設置する介護・医

療連携推進会議の中で構成員を規定しております。構成員の中に町の職員を位置づけており

ますが、国の基準省令に準じて当該事業所が町外に所在する場合には、その所在する市町村

の職員とすることを明確化したものでございます。 
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  あわせまして、７ページの第６０条の１７第１項の指定地域密着型通所介護事業者が設置

する運営推進会議においても同様の改正としております。 

  続きまして、８ページをお願いいたします。 

  第６０条の２０では、指定地域密着型通所介護の事業において、第４３条に規定する定期

巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の暴力団排除規定を準用することを追加するものでご

ざいます。 

  また、１０ページになりますけども、第６０条の第３８では、指定療養型通所介護の事業

においても同様に暴力団排除規定を準用することを追加させていただくものでございます。 

  続きまして、１２ページの第８３条第６号の表をお願いいたします。 

  指定小規模多機能型居宅介護事業所の同一敷地内に中欄に掲げる施設等があり、人員基準

を満たす場合には、看護職員が兼務することができる旨を規定しているところでございます

が、地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する

法律の一部の施行に伴う厚生労働省関係の整備等に関する省令の中で、指定地域密着型サー

ビスの事業の人員、設備及び運営に関する基準の一部改正によりまして、兼務可能な施設に

指定地域密着型通所介護事業所が新たに追加されたことに伴い、同様の改正を行うものでご

ざいます。 

  なお、現在のところ町内におきまして、指定小規模多機能型居宅介護の事業所はございま

せん。 

  このほかの条項につきましては、現状に即した形で文言や引用条文などについて修正等を

行い、整理をさせていただくものでございます。 

  以上、簡単ではございますが、議案第１２号の補足説明とさせていただきます。 

  続きまして、議案第１３号 京丹波町指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設

備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の

方法に関する基準を定める条例の一部を改正する条例の制定につきまして補足説明を申し上

げます。 

  先ほどの議案第１２号 京丹波町指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に

関する基準を定める条例の一部を改正する条例と同様に、こちらは地域密着型介護予防サー

ビスに係る基準省令の一部改正により、指定介護予防小規模多機能型居宅介護の人員におい

て見直しを行うとともに、引用条項や文言等の整理を行うものでございます。 

  それでは、主なものにつきまして、新旧対照表で説明をさせていただきます。 

  まず、２ページをお願いいたします。 
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  第３９条第１項では、指定介護予防認知症対応型通所介護事業者が設置いたします運営推

進会議の中で構成員を規定しております。先ほどの議案第１２号の条例改正と同様に、構成

員の中で町の職員を位置づけておりますが、国の基準省令に準じて当該事業所が町外に所在

する場合には、その所在する市町村の職員とすることを明確化したものでございます。 

  続きまして、３ページをお願いいたします。 

  第４５条第６項の表でございますが、指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の同一

敷地内に中欄に掲げる施設等があり、人員基準を満たす場合には、看護職員が兼務すること

ができる旨を規定しているところではございますが、指定地域密着型介護予防サービスの事

業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効

果的な支援の方法に関する基準の一部改正によりまして、先ほどと同様に兼務可能な施設に

指定地域密着型通所介護事業所が新たに追加されたことに伴い改正を行うものでございます。 

  あわせて指定介護居宅サービスとありますものを指定居宅サービスに修正をさせていただ

いております。 

  なお、現在のところ町内におきまして、指定介護予防小規模多機能型居宅介護の事業所は

ございません。 

  このほかの条項につきましては、現状に即した形で文言や引用条文などについて修正を行

い整理をさせていただくものでございます。 

  簡単ではございますが、議案第１３号の補足説明とさせていただきます。ご審議賜ります

ようよろしくお願いをいたします。 

○議長（野口久之君） 十倉水道課長。 

○水道課長（十倉隆英君） 議案第１４号 京丹波町水道事業給水条例の一部を改正する条例

の制定につきまして補足説明を申し上げます。 

  本町水道事業につきましては、平成２９年度より上水道事業に移行し、地方公営企業法第

２条第１項に規定される全部適用を受ける事業者となることから、法適用に対応する京丹波

町水道事業の設置等に関する条例を先の議会においてお認めいただいたところでございます。 

  本改正は、設置条例の制定に伴い、現行の給水条例における文言の改正とあわせまして、

現状に即したものとするため内容の見直しを行い、その一部について所要の改正をお願いす

るものでございます。 

  改正の内容につきまして、新旧対照表により説明のほうをさせていただきます。 

  まず、第３条の給水装置の定義では、町長の表記を水道事業の管理者の権限を行う町長

（以下「管理者」という。）の表記に名称変更をしております。したがいまして、第５条以
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降の条文中の町長の表記は全て管理者という表記に改正することとしてお願いしております。 

  次に、第５条、給水装置の新設等の申し込みにつきましては、転居や転売などで給水装置

を移設される事例がございますが、現行条例においては移設を明記した記述がないことから、

給水装置の移設による届け出に対応するため、工事内容に移設を加えております。 

  次に、第６条の新設等の費用負担につきましては、第５条と同様に工事内容に移設を加え

ることとし、第２項については、追加する第６条の２の第１項に改めて規定するため削除す

るものでございます。第６条の２、給水装置の所有者につきまして新たに設けております。

第６条において、給水装置のうち、配水管への取り付け口から水道メーターまでについては、

町に帰属するものとすると規定していましたが、給水装置の所有者についての規定が不明確

であったため、新たに本条文を追加することとしたもので、先ほどの第６条の第２項を第６

条の２第１項として改めて規定し、第２項として給水装置所有者についての規定を加えてお

ります。 

  次のページの第１１条、給水の原則につきましては、本町が供給した水を何者かが不当な

価格等で取引を行うことのないよう、給水の濫用・分与・販売の制限に係る規定を第４項と

して加えております。 

  次のページの第１６条、メーターの保管につきまして、現行条文の第２項中の保管者につ

いては水道使用者等に改正し、善良な管理者のという記述については、水道を管理する使用

者または所有者の意味の管理者と水道事業における町長を指す管理者とが混在してしまうこ

とになり、混乱することから、記述を削除することとしたものでございます。 

  次のページの第１９条、水道使用者等の管理上の責任につきましては、第１６条同様、善

良な管理者という表現について混乱を防ぐため削除するものでございます。 

  第２０条、給水装置及び水質の検査につきましては、現行の規定では、住民からの水質検

査の請求があれば拒めないこととなっておりますが、明らかにその必要がないと判断できる

相当の理由がある場合は、検査を拒める旨の記述を第３項として加えております。 

  ページを飛ばしていただきまして、第３２条、給水の停止についてでございます。第１１

条において、給水の濫用・分与・販売の制限に係る規定を加えたことから、当該の規定に反

した場合の措置として給水停止により対応するものとし、新たに第４号として規定を加えて

おります。 

  最後のページの第３８条、委任につきましては、現行で施行に必要な事項は規則で定める

こととしておりましたが、法適用により、従来の規則は全て廃止となり、条例の施行に必要

な事項は管理者が必要に応じて企業管理規程で定めることとなることから変更を行うもので
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ございます。 

  施行期日につきましては、平成２９年４月１日からしております。 

  以上、簡単ではございますが、議案第１４号の補足説明とさせていただきます。ご審議い

ただきますようよろしくお願いいたします。 

○議長（野口久之君） 中尾総務課長。 

○総務課長（中尾達也君） 続きまして、議案第１５号 平成２９年度京丹波町一般会計予算

につきまして補足説明を申し上げます。 

  まず、平成２９年度の一般会計の予算総額につきましては、１０９億６，２００万円と定

めさせていただくものでございます。前年比５億５，８７０万円、４．８％の減額となって

おります。 

  それでは、ページをめくっていただきまして、第１表につきましては後ほど事項別明細書

で説明をさせていただきますので、１０ページをごらんいただきたいと思います。 

  第２表、地方債でございます。それぞれの歳出事業の財源としまして発行をさせていただ

くものと、臨時財政対策債の発行をお願いするものでございます。総額につきましては、１

２億９１０万円でございまして、前年度比３億２，０００万円、２０．９％の減額となって

おります。 

  まず、戻っていただきまして、合併特例事業でございますけれども、４億１，６５０万円

を計上をいたしております。前年比１億３，８００万円の増となっております。これにつき

ましては、平成２８年度の事業でありました和知地区の旧第二小学校跡地に建設されます屋

根付きの多目的交流施設整備事業、あるいは道路改良事業などが減となっておりますが、新

たなものとしまして新庁舎の整備事業、また、道路改良では橋爪区内線などの事業等を新た

に予定をしているものでございます。 

  次に、過疎対策事業債でございますが、４億７，４７０万円を計上をしておりまして、前

年度比４億５，３９０万円の減額としております。減額要因としましては、地域資源活用推

進事業として地域熱供給システム整備工事や、小学校の空調機器整備等が減少したことや、

新たに新規事業としましては鳥インフルエンザ発生農場跡地活用事業、あるいは蒲生野中学

校のトイレ改修事業などを予定をしているものでございまして、これらを差し引きし大幅な

減額となっております。 

  なお、臨時財政対策債は、交付税の振り替え措置分でありまして、３億１，７９０万円を

予定をしておりまして、全ての発行額のうちの交付税の算入額につきましては、９億４，１

７０万円を推計をしておりまして、７７．９％の算入率となるところでございます。 
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  なお、目的別の起債の内訳につきましては、事項別明細書の４０ページから４１ページの

町債でご確認をいただければと思いますので、よろしくお願いをいたします。 

  次に、ページをめくっていただきまして、事項別明細書の歳入４ページをごらんいただき

たいと存じます。 

  まず、４ページ、町税でございます。まず、町民税の均等割でございますが、税率につき

ましては、復興特別税の５００円を加算しました３，５００円で、納税義務者を６，６７０

人、徴収率を９７％と見込みまして、２，２６４万４，０００円を計上をしております。個

人の所得割につきましては、税率６％でありまして、課税の基礎となります総所得につきま

して、これまでの経過や経済情勢等を勘案をいたしまして、平成２８年度所得のマイナス０．

４％といたしまして課税標準額を推計し、個人町民税の現年度分につきましては、８６９万

円余りの増となります４億３，２１７万９，０００円の計上をしたところでございます。 

  また、法人住民税でありますが、均等割につきましては、３７０法人を見込んでの計上と

なっております。法人税割につきましては、平成２８年度の決算見込み額を基礎数値としま

して、法人の減少等を見込みまして５１万円余りの増額の８，１１１万９，０００円の計上

といたしております。 

  次に、固定資産税でありますが、土地と家屋につきましては、平成２８年度中の異動等を

反映したものでございます。家屋につきましては、平成２８年度中に評価を行う新増築並び

に評価漏れ家屋の推計表点数をもとに算定し、４０８万円余り増額の３億６，７２８万３，

０００円としております。 

  また、償却資産につきましては、平成２８年度の決算見込みから過去５年間の平均伸び率

等を考慮して算定をしております。 

  次に、５ページの軽自動車税でございます。課税台数を１万７９２台としまして推計した

ものでございます。平成２９年度の課税台数見込みをもとに過大とならないように算定をし

ております。 

  その次の町たばこ税でございますが、平成２８年度の決算見込みをもとに算定をしており

ます。本数につきましては、総体的に売上本数が減少傾向にあり、４６４万円余りの減とし

ております。 

  以下、地方譲与税から各種の交付金が続きますが、これらにつきましては、京都府の試算

資料に基づき計上したものでございます。 

  なお、６ページ、６款の地方消費税交付金でございますが二段書きにしております。地方

消費税交付金、社会保障財源化分として、１億１，０８０万円といたしております。これに
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つきましては、消費税引き上げ分が社会保障の財源確保にあることから、引き上げ分の地方

消費税収は全て社会保障施策に要する経費に充当することとされておりまして、それを予算

書等で明示するように通知されているところでございます。 

  なお、議案書と一緒に１枚もので地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社

会保障４経費その他社会保障施策に要する経費におきまして、充当事業と充当額を記載して

おりますので、後ほどごらんいただけたらと存じます。 

  次に、７ページ、１０款の地方交付税でございますが、算定の基礎となります基準財政需

要額を国の地方財政の見通しにより示されましたそれぞれの算定費目の伸び率等に基づいて

算定いたしましたところ、普通交付税は平成２８年度実績から約１億２，９２０万円の減と

なる４５億２，０００万円程度となるのではないかと現時点で考えております。この中には、

普通交付税の算定における合併特例措置の縮減による減少分も見込んでおりまして、試算で

は合併算定替と一本算定の差額が約６億２，００万円となりまして、平成２９年度におきま

してはその額の３０％減ということから、約１億８，０００万円の縮減を見込んでおります。 

  そうした推計をもとに、一般財源不足額や一定の財源留保も検討する中で、当初予算にお

きましては、前年度から１億５，０００万円減の４４億１，０００万円を計上させていただ

いたところでございまして、特別交付税につきましては、前年度と同額の４億５，０００万

円を計上したところでございます。 

  次に、下段の分担金及び負担金からの特定財源の関係でございますが、これらにつきまし

ては、それぞれ積算根拠等を十分ではございませんが説明欄に記載しておりますので、省略

をさせていただきます。 

  次に、１１ページに入りまして、商工使用料中、京丹波 味夢の里施設使用料では、施設

維持管理運営委託契約に基づき、定額の２，０００万円に変動分としまして売り上げの１％

を納付金として、合計で３，０００万円を計上をいたしております。 

  次に、１６ページ下段の総務費国庫補助金、地方創生推進交付金、２，８０９万８，００

０円でございます。町創生戦略に基づきます事業で、地方における力強い経済・産業の実現

のため、地方経済を支えるサービス産業の生産性の向上、観光分野の振興、地域資源を生か

した６次産業化などに取り組む事業へ交付をされるものでございまして、加速化交付金によ

り取り組んでまいりました事業で、さらに横展開として事業を推進するものでありまして、

充当します主な事業としましては、２款の総務費にあります地域資源活用推進事業、あるい

は６款の農林水産業費にあります木材搬出奨励事業及び木のぬくもり活用事業などのバイオ

マス活用事業や、７款、商工費、３目、観光費の観光一般経費及び京丹波まるごと交流型観



 

－５４－ 

光推進事業の観光協会への企画運営委託など戦略的な観光推進経費と、同じく観光費の京丹

波町ロケ誘致事業のロケーションオフィス運営費などとなっております。 

  １７ページの５目、土木費、国庫補助金のうち社会資本整備総合交付金では、曽根宮ノ浦

戸麦線ほか７路線の新設改良事業及び道路舗装工事の財源として交付をされるもので、１億

２，７９８万６，０００円、前年比１億２，４８６万４，０００円、４９．４％の減となっ

ております。 

  次に、１８ページの公営住宅除却工事国庫補助金では、和知地区の町営住宅、小畑団地の

除却工事に対します補助金を計上をいたしております。 

  １８ページの６目、消防費国庫補助金の総合防災流域事業国庫補助金につきましては、防

災ハザードマップの作成業務に係るもので４３２万円を計上をいたしております。 

  少し飛びまして、２９ページ、１５款、府支出金、２節、林業補助金の下段、豊かな森を

育てる府民税市町村交付金につきましては、基本枠分につきましては、基礎分の額に客観的

指標分の額を加えた額が一律交付されるものでありまして、これに加えまして平成２９年度

は、プロジェクト枠として、この交付金の目的であります森林の整備及び保全を進めるため

の事業、森林資源の循環利用を進めるための事業、森林の多様な重要性について府民の理解

を深めるための事業などに合致する事業を計画をしているものでありまして、林業振興費に

おきまして、豊かな森を育てる交付金事業を創出しまして、こちらの事業に充当をするもの

でございます。 

  次に、３３ページ、１６款、財産収入、２項の財産売払収入でありますが、土地売払収入

としまして、１，３８５万円のうち１，３３５万円を和知地区の本庄区内にあります分譲住

宅地の売却収入として見込んでおります。 

  また、立木売払収入としまして、１，８３２万５，０００円につきましては、森林資源の

循環利用により雇用の創出と伐採技術の向上、低コスト技術の習得などにより、今後の施業

のモデルとする目的で町有林の皆伐を行うものでございまして、搬出された材の売却収入と

して計上をしたものでございます。 

  次に、３４ページ、寄附金では、ふるさと応援寄附金としまして３，０００万円を計上を

いたしております。平成２７年度から寄附へのお礼としてふるさと産品をお送りしており、

平成２９年度におきましても引き続き寄附を募るものでございます。 

  ３５ページの１８款、繰入金の５目、ふるさと応援寄附金繰入金としまして、前年度にい

ただきましたふるさと応援寄附金を基金に積み立てておりますので、それを取り崩しを行い、

寄附目的の事業に充当をさせていただくものでございます。 
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  上のページに戻りまして、同じく繰入金で１目の減債基金繰入金で９，１６０万１，００

０円を計上をしております。地方債の繰上償還を行い、後年度の負担軽減を図るもので、銀

行等から借り入れを行っております地方債のうち、平成２９年度に借り換えを行うものにつ

きまして繰上償還を行うものでありまして、その財源として繰り入れるものでございます。 

  ３目の財政調整基金につきましては、平成２９年度は前年度に比べまして、１億４，９５

３万９，０００円増の６億９，２７９万９，０００円を計上させていただいております。一

般財源の不足額を基金から繰り入れをするものでございまして、全般的なまちづくり経費の

伸びに伴います一般財源の不足部分に充てるものでございます。 

  次に、４０ページ、２０款、諸収入の雑入の地域熱供給料でございますが、平成２８年度

に和知地区市場地内に整備を行いました地域熱供給施設が平成２９年度から稼働し、特別養

護老人ホーム長老苑とわちエンジェルに熱源を供給することとなっております。その熱源の

使用に関しまして、応分の負担をいただくものでございまして、８９８万７，０００円を計

上をいたしております。 

  以上、まことに簡単ではございますが、歳入予算の補足説明とさせていただきます。 

  次に、歳出予算でありますが、４２ページからとなっております。 

  ページをめくっていただきまして、４４ページをお願いいたします。 

  総務費の一般管理でございますが、事業項目の中で下から６番目の番号制度導入事業にお

きましては、マイナンバー関連制度改正支援業務としまして、本町の個人情報保護条例、あ

るいは情報公開条例に係ります趣旨、解釈、運用などの事務手引きの作成に係ります委託料

としまして、４６ページに番号制度導入支援業務委託料として４５３万６，０００円、また、

４７ページの１９節、システム改修負担金としまして、中間サーバーへの利用負担金として

１９２万６，０００円を計上をしているところでございます。 

  次に、４７ページの２５節、積立金では、ふるさと寄附金として見込む収入額と基金利子

を基金に積み立て、次年度以降の事業財源とするものでございます。 

  ４９ページ、５目の財産管理費、新庁舎整備事業では、１３節、委託料、測量設計監理業

務等委託料としまして、建設設計業務、既設建物解体設計監理、開発協議等の資料作成委託

料としまして、総額１億５，５５０万円のうちの１億５，４００万円を計上をいたしており

ます。 

  また、５０ページの１５節、工事請負費で、町有施設解体撤去等工事で、ビジョンダンマ

ークの解体撤去費として９，０００万円など、事業総額で２億４，５００万円を計上をいた

しております。 
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  次に、５２ページ、１９節の負担金補助及び交付金で、須知高校振興対策交付金として１

０２万９，０００円を計上をしております。平成２８年度の補正予算によりまして事業化し

たものでございまして、資格取得支援など引き続き須知高校の教育の充実を図り、本町の将

来を担う人材を育成をしようとするものでございます。 

  ５５ページ、９目、諸費のグリーンランドみずほ管理運営事業では、１５節、工事請負費

で、傷みの激しいテニスコートの改修費としまして１，３５７万２，０００円を計上をして

おります。 

  １９節、負担金補助及び交付金で、街灯設置補助金では、自治会等が実施します街灯（防

犯灯）の新設や改修に伴う事業費に対し補助金を交付しておりますが、補助金の上限を５万

円から１０万円に引き上げるものでございまして、ＬＥＤ化への推進を図るとともに自治会

等の負担軽減を図るものでございます。 

  ５６ページ、１０目の交通対策費の交通対策一般事業では、高齢者によります交通事故の

防止を図るために、自主的に運転免許証を返納される高齢者等に対しまして、路線バスの利

用券を交付をしまして支援するものでございまして、８節の報償費に５０万円を計上をいた

しております。 

  次に、６０ページの地域資源活用推進事業でありますが、平成２８年１０月にバイオマス

産業都市に選定されたところでありまして、バイオマス産業都市構想に基づき、地域内の資

源と経済が循環する仕組みを構築するための事業化に向けました可能性調査などを実施する

こととしております。 

  ６１ページの委託料におきまして、調査分析業務等委託料としまして１，４２６万７，０

００円などを計上をいたしております。 

  また、地域熱供給施設管理事業では、平成２８年度に整備を行いました地域熱供給システ

ムの運用が開始をされますことから、その管理費用を計上をいたしております。この中で、

１８節、備品購入費で、木質チップの運搬車両の購入費としまして５４３万円を計上をいた

しております。 

  次に、６４ページでございます。徴税費の１３節、委託料では、賦課業務委託としまして、

確定申告時の税理士委託費用を１６９万円計上をいたしております。 

  １９節の負担金補助及び交付金で、説明欄の下から二つ目でありますが、京都地方税機構

負担金としまして、職員人件費やシステム経費負担分等１，４０４万１，０００円を計上さ

せていただいております。こちらの税機構のほうには、本町から３名の職員を派遣している

ところでございます。 
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  次に、７０ページの民生費でございます。社会福祉総務費の事業項目の下から二つ目であ

りますが、見守りネットワーク事業では、高齢者や障害者、児童など見守りを必要とする

方々を地域全体で見守れる絆ネットを構築し、誰もが住みなれた地域でその人らしく安心し

て暮らしていける地域づくりを目指すものでございまして、コーディネーターの設置など支

援のための事業委託費を計上するものでございます。 

  次に、８１ページでありますが、３目、保育所費には、総額で３億４，９５１万１，００

０円を計上をいたしております。入所児童は、上豊田保育所１０５人、みずほ保育所９８人、

わちエンジェル５０人の計２５３人と、広域委託２人を見込んでおりまして、所要の経費を

計上させていただいております。 

  なお、８４ページの１５節、工事請負費でありますが、保育所施設整備工事としまして、

上豊田保育所の保育室入り口改修等工事を、保育施設改修工事としまして、みずほ保育所砂

場日よけ台設置工事ほか、及びわちエンジェルホール等クロスの張り替え工事を予定をいた

しております。 

  次に、８７ページの２目、保健事業費でございますが、総額で１億１３１万円を計上をし

ておりまして、本年度におきましても各種の健診事業等を実施してまいります。また、平成

２９年度からは、肺がん検診のデジタル撮影への移行や、乳がん検診マンモグラフィーの個

別検診の導入により、さらなる充実を図ることとしておりまして、今後ともその他の健診事

業を含めまして、受診率の向上に向けて受診しやすい体制づくりや啓発に努めていくことと

いたしております。 

  次に、９４ページ中ほどの３項、上水道費でございますが、平成２９年度から水道事業が

公営企業として事業を開始することから、水道事業特別会計繰出事業から水道事業会計補助

事業として支出科目を変更をするものでございます。 

  ９７ページ、６款、農林水産業費、１項、農業費の３目、農業振興費でありますが、事業

項目も大変多くございまして、個々に増減もありますので、また事業名も変更となっている

もの等もございますので、特に重立ったもののみ新規事業につきまして申し上げます。 

  まず、９９ページでございます。事業項目中ほど有害鳥獣対策事業でありますが、９，０

５７万９，０００円を計上をしておりまして、前年比１，６５２万９，０００円の増となっ

ております。有害鳥獣対策事業につきましては、施政方針にもございますように、農業振興

施策におけます最重点課題として位置づけておりまして、平成２９年度におきましても、２

８団体において金網フェンスや電気柵等の設置等に取り組みをいただくこととしております。

また、鳥獣撃退器の実証実験も行うこととしております。サル対策としましては、本年３月
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に大丹波サル対策広域協議会が発足予定であり、近隣市町が連携し広域的にサル管理を行っ

ていくことや、平成２８年度に行っておりますニホンザルの個体数調査をもとにおりによる

捕獲も行うこととしております。 

  このほか、わな免許の新規取得や銃器免許新規取得等に対する助成金制度によりまして、

新規の捕獲従事者を育成してまいるところでございます。 

  次に、１つ上の黒大豆、小豆生産加速化事業におきましては、特産であります黒大豆、小

豆の生産拡大を図るため、作業受託組織の育成や労力軽減となる機械整備を行うものでござ

いまして、５組織に対しまして補助金を交付するものでございまして、１，０４７万３，０

００円を計上をいたしております。 

  次に、１０２ページの畜産業費でございますが、鳥インフルエンザ発生農場跡地活用事業

におきましては、映画ロケ地としての活用を進めていることから、建屋の解体撤去工事に２

５０万円と、森林公園等造成のための設計業務に２，０００万円、ロケ地整備工事に１，８

７０万円など、合計４，１７７万７，０００円を計上をいたしております。 

  次に、１０３ページの５目、農地費でございます。事業項目の一番下の土地改良施設維持

管理事業、１億１０６万６，０００円につきましては、坂原地区の稲荷池と安栖里地区の豊

昌池の改修工事費としまして７，８００万円、升谷地区の奥ノ谷池機能診断及び富田八ッ谷

池に係ります用地調査の業務委託費に２，２１２万円などとなっております。 

  次に、１０５ページでございます。農村情報施設管理費では、ケーブルテレビ施設の管理

経費としまして、前年比１，００２万８，０００円減の２億５，３６６万９，０００円を計

上をしておりまして、施設の適正な維持管理に努めてまいるものとしております。 

  次に、１１０ページの林業費の林業振興費でありますが、中ほどの森林管理道開設事業に

つきましては、平成２４年度から継続して事業を行っております和知地区の坂原地区と西河

内地区を結ぶ塩谷長谷線の開設事業に６，４３２万７，０００円を計上をしておりまして、

事業が最終年となっております。 

  また、事業項目の下から２つ目の豊かな森を育てる交付金事業でございますが、歳入のほ

うでも説明をしましたように、京都府の豊かな森を育てる府民税市町村交付金プロジェクト

枠の採択を受けまして事業を行うものでございまして、その事業の主なものとしましては、

町内小学校二、三校を対象に森林環境教育用の実験林等の造成、あるいは畑川ダム流域の森

林整備によります多目的ダム流域の環境材の整備などを実施をするものでございます。 

  １１５ページに入りまして、３目、観光費、事業項目下から２つ目の京丹波町ロケ地誘致

事業では、町内へのロケの誘致受け入れの実施機関として、京丹波ロケーションオフィスを
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設立し推進することとしておりまして、その運営費などに２，２５３万２，０００円を計上

をいたしております。 

  １２１ページでございます。土木費の３目、道路新設改良事業でございますが、総額５億

４，４２７万円を計上をしております。前年度比では１億９，６５６万８，０００円の減と

なっております。事業内容でございますが、事業箇所につきましては１９カ所となっており

まして、継続事業１３カ所、新規事業が４カ所等となっております。 

  次に、１２３ページ中ほどの水源開発対策のダム関連対策事業におきましては、畑川ダム

対策協議会運営補助及びダム公園の整備に係ります測量設計業務委託費としまして、３５５

万９，０００円を計上をいたしております。 

  １２５ページ、住宅費、事業項目の木造住宅耐震改修事業では、従前からの住宅耐震改修

補助金に加えまして、新たに耐震シェルターの設置に対する補助金を新設をいたしておりま

す。施政方針にもありましたように、高齢者世帯等を対象に木造住宅の１室に耐震シェルタ

ーを設置することで、住宅が倒壊した場合でも安全な空間が確保できるというものでありま

して、通常の住宅改修に比べまして安価で短期間で設置することが可能でありまして、負担

の軽減にもつながるものと考えております。１戸当たりの設置補助金としまして、事業費の

２分の１で上限を３０万円としております。予算上では１０戸分を計上をいたしております。 

  次に、１２６ページからの消防費でございますが、まず、常備消防費につきましては、広

域消防組合負担金としまして、平成２８年度実績により計上をいたしております。 

  次の非常備消防費には８，９６３万６，０００円を計上をしておりまして、消防団の運営

費等をこちらのほうで事業を実施することとしております。 

  次に、１２９ページ、防災費の１３節、委託料でございます。防災ハザードマップの作成

業務を計上をいたしております。平成２０年度に作成して以来、災害の発生や土砂災害、警

戒区域等の指定を受けております。これらの情報等も繁栄をさせたマップの整備を目指して

いるものでございます。 

  次に、１３１ページからの教育費でございます。事業項目の中ほどの京都府トレセン等を

活用したホッケー等競技力向上事業では、昨年整備されました京都トレーニングセンターを

活用し、小中学生を対象にトレーニング指導を行い、ホッケーを初め、陸上競技などの競技

力の向上を図るものであります。 

  次に、１３４ページでございます。１項の教育総務費、４目、情報化推進費の学校教育情

報化機器整備事業では、これまでのパソコン教室に限っての授業からワイヤレスで利用でき

る環境を整備し、タブレットなどのＩＣＴツールを活用し、新たな学習環境を創出するため
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の機器類の整備費として、３，６７５万２，０００円を計上をいたしております。 

  １４０ページの中学校費では、１５節、工事請負費で、蒲生野中学校のトイレ改修工事に

５，４６６万１，０００円を計上をいたしております。 

  次に、１５０ページの保健体育総務費の事業項目のホストタウン構想推進事業では、ホス

トタウンとして登録され、２０２０年の東京オリンピック・パラリンピックにおけるホッケ

ーのニュージーランド代表の招致を進めておりまして、これらを契機にさらなる国際交流と

ホッケー競技をはじめとする生涯スポーツの振興を図るものでございます。 

  最後に、１５６ページの公債費でございますが、元金償還分１３億９，４７２万３，００

０円、利子分としまして１億１，６５４万４，０００円を計上をいたしております。 

  なお、予算書の最終１６５ページを見ていただきますと、地方債残高の見込みに関する調

書がございます。この調書は、許可ベースの額での表でございまして、実際の借り入れとは

若干ずれる場合がございますが、増減見込みの欄を見ていただきますと、平成２９年度中の

借り入れが１２億９１０万円、元金償還が１３億９，４７２万３，０００円でございまして、

差し引き１億８，５６２万３，０００円が減少することとなっております。 

  以上、飛ばし飛ばしでの説明で恐縮ではございますが、一般会計予算の補足説明とさせて

いただきます。 

  なお、予算資料としまして、事業ごとにまとめられました資料も配付させていただいてお

りますので、参考としてごらんいただけたらと思います。よろしくお願いいたします。 

○議長（野口久之君） 長澤住民課長。 

○住民課長（長澤 誠君） それでは、議案第１６号 平成２９年度京丹波町国民健康保険事

業特別会計予算につきまして補足説明を申し上げます。 

  平成２９年度の国保事業特別会計につきましては、予算総額を歳入歳出それぞれ２２億５，

２００万円とさせていただくものでございます。前年度当初予算と比べまして、６，８６０

万円、率にして約３％の減とさせていただいております。 

  まず、予算編成の前提といたしまして、被保険者数を一般・退職合わせまして３，９４８

人、世帯数を２，３８２世帯とし、各被保険者の所得及び固定資産税額を基礎として算出い

たしております。 

  また、平成２９年度の国保税率については、先ほど町長の提案説明にもございましたとお

り、前年度と同率に据え置くこととして予算を計上させていただいております。 

  平成２９年度税制改正大綱により、予定されております制度改正といたしましては、昨年

度に引き続き軽減対象世帯を判定する際の所得要件等の拡大が予定されているところでござ
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います。低所得者に対する軽減措置の対象となる世帯の軽減判定所得について、５割軽減で

判定する際の所得が拡大され、基礎控除額３３万円に加える額２６万５，０００円が５，０

００円引き上げられ２７万円に、また、２割軽減で判定する際の所得も拡大され、基礎控除

額３３万円に加える額４８万円が１万円引き上げられ４９万円となるものでございます。今

申し上げました改正につきましては、法律の改正がまだでございますので、法律制定後、条

例の改正をさせていただきたいと存じます。 

  それでは、詳細につきましては、事項別明細書により説明させていただきます。 

  まず、歳入から説明させていただきます。事項別明細書４ページをお願いいたします。 

  最初に、歳入では、１款、国民健康保険税でございますが、一般被保険者分全体といたし

ましては、前年度比１，４４３万４，０００円減の２億９，９３５万８，０００円、退職被

保険者分といたしましては、前年度比８６８万６，０００円の減で８５９万５，０００円と

いたしております。予定収納率は昨年度と同様の一般被保険者９３．５％、退職被保険者９

８％で計算しております。 

  次に、５ページ、３款、国庫支出金、１項、国庫負担金のうち１目、療養給付費等負担金

については、歳出に計上した療養給付費等をもとに対象額を算出し、負担割合を乗じて現年

度分としまして、２億３，０１０万４，０００円を計上いたしております。 

  次、６ページ、２目、高額医療費共同事業負担金につきましては、歳出に計上した拠出金

をもとに算定しておるところでございます。 

  ３目、特定健康診査等負担金は、特定健診・特定保健指導に係る国の負担金単価に健診や

保健指導の見込み者数を乗じて計上いたしております。 

  ２項、国庫補助金、１目、財政調整交付金につきまして、１節の普通調整交付金では、市

町村の財政の不均衡の是正措置として交付されるもので、医療費給付費等の必要額である調

整対象需要額から標準的な保険税額の調整対象収入額を控除して算出し、全体で６，０６５

万３，０００円を見込んでおります。 

  ２節、特別調整交付金については、特別の財政事情に係る交付金ということで、説明欄に

上げております経費分を見込んでおります。主なものといたしましては、健康管理センター

での保健事業やへき地診療施設運営費に係るものなど、合わせて１，９０９万９，０００円

を見込んでおります。 

  次に、７ページ中段の４款、療養給付費交付金については、退職者医療分について被用者

保険からの拠出金を社会保険診療報酬支払基金を通じて受け入れるもので、退職者医療の対

象費用額から保険税相当額と算定される額を差し引いて現年分として、対前年度３６１万１，
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０００円減の５，７４６万３，０００円を計上いたしております。 

  同じページ下段の５款、前期高齢者交付金につきましては、６５歳から７４歳までの前期

高齢者の医療費に係る医療保険者間の財政調整として、被用者保険から拠出金を受け入れる

もので、各医療保険者における前期高齢者の医療費の実績割合に応じて交付を受けるもので

ございます。平成２９年度分の概算分と平成２７年度の精算分として追加交付となりました

額６，８７０万円余りを加えて、７億９，６９６万６，０００円の交付を受ける見込みとな

りました。概算分は、本町国保の前期高齢者加入見込み率の伸び、１人当たり医療費の伸び

が主な増額要因となっておりまして、全体で６，６１２万７，０００円の増額となっており

ます。 

  次に、８ページ、６款、府支出金、府負担金の高額医療費共同事業負担金と特定健康診査

等負担金については、国庫支出金と同じ算定方法により同額を計上いたしております。下段

の府支出金、２項、府補助金の１目、財政調整交付金につきましては、対象となる保険給付

費等に交付率を乗じて算出しており、説明欄の療養給付費等分から介護納付金分までが普通

調整交付金分として、また、特別調整交付金分としては、国保被保険者のがん検診実施に係

る保険事業分及び特別対策事業分とあわせまして、７，９１８万２，０００円としておりま

す。 

  ８ページから９ページにかけての７款、共同事業交付金におきましては、国保連合会から

交付されるもので、各市町村からの拠出金の中から毎月支払う高額療養費の額をもとに算出

され、前年度の交付見込み額をベースに事業主体である国保連合会から示された見込み額を

計上しております。 

  １目、高額共同事業交付金は、全国レベルでの共同事業で、１件８０万円を超える医療費

分を対象とし、伸び率が前年度交付見込み額の１５％と見込まれており、また、２目の保険

財政共同安定化事業交付金は、都道府県単位の共同事業で、対象は全ての医療費が対象であ

り、平成２８年度交付見込み額により伸び率４％として計上しております。 

  しかしながら、見込み率は伸びているものの、平成２８年度当初予算の算出基礎となる平

成２７年度の交付見込み額が多額であったため、平成２８年度当初と比較すると全体で対前

年４，８４２万８，０００円の減、４億２，７０１万１，０００円を見込んでおります。 

  ９ページの９款、繰入金、１目、一般会計繰入金では、全体で１億７，１２７万円で、前

年度より４７７万７，０００円の減額となっております。総務省通知の繰り出し基準等に基

づき計上したところですが、１節の保険基盤安定繰入金については、一般被保険者で所得の

低い方の７割、５割、２割といった保険税の軽減分と保険者支援分でございます。その内容
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といたしましては、保険税軽減分が６，１３５万８，０００円、保険料の軽減対象に応じた

保険者への財政支援である保険者支援分として、３，１９９万７，０００円を計上しており

ます。 

  ２節で、職員給与等繰入金につきましては、事務費部分でございますが、国保の都道府県

化を平成３０年度に控え増額しておりますが、嘱託賃金に京都府調整交付金を充当したため

に、昨年度より３３万２，０００円減額計上をしております。 

  ３節の出産育児一時金等繰入金は、昨今の出生数の現状によりまして、昨年当初の２０件

から１５件に減らし計上しております。 

  ４節の財政安定化支援事業繰入金につきましては、国保事業に係る交付税算入見合い分と

いうことで、平成２８年度実績と同額を計上したところでございます。 

  また、５節、その他、一般会計繰入金におけます福祉医療波及分等繰入金は、国の療養給

付費等負担金及び府の普通調整交付金における波及相当見込み額を計上するもので、昨年度

と同様の２，６５０万円を一般会計から繰り入れとしてお願いするものでございます。 

  １０ページの２項、１目、国保運営基金繰入金については、収支の均衡を図るため６，３

８９万８，０００円の繰り入れを見込んでおります。 

  １０ページから１１ページ、１１款、諸収入につきましては、延滞金や一般被保険者に係

る返納金を主なものとしておりまして、全体で３６４万４，０００円を計上したところでご

ざいます。 

  次に、１２ページから歳出の主なものについてご説明申し上げます。 

  １款、総務費、１２ページから１４ページにかけてでございますが、保健師１名分の人件

費とレセプト点検の嘱託職員賃金、運営事務のほか、賦課徴収にかかる費用、運営協議会費

用などを計上し、全体で２，０５８万４，０００円を計上しております。 

  １４ページ、下段からの２款、保険給付費、１項、療養諸費につきましては、国が示す方

法により、平成２９年度の被保険者数の見込み数や過去３年間の医療費、あるいは直近４カ

月平均の給付費等を参考として算出しております。療養諸費の合計額といたしましては、一

般退職の療養給付費及び療養費と審査支払手数料を含めまして、１２億２，６８９万８，０

００円としております。前年度と比較しまして４，３２８万２，０００円の減額、率にして

３．４％減としております。これは特に多かった平成２７年度の医療費の増加を参考として、

平成２８年度当初予算を見込んでいたことによりまして、減額幅が大きくなったものと考え

ます。 

  次に、１５ページから１６ページの２項、高額療養費については、一般、退職ともに直近
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の支給額から推計し、前年度と比較しまして３．６％減の１億５，９２５万円を計上いたし

ました。 

  １７ページ、出産育児一時金については、昨年度の２０件より５件少ない１５件として、

１件当たり４２万円の６３０万円を計上し、また、中段の葬祭費については、１件５万円の

２５件分で、昨年度と同様の１２５万円を計上いたしております。 

  最下段、精神結核医療賦課金は、精神障害医療及び結核医療の自己負担分を給付するもの

で、過去の実績額をもとに昨年と同様の額を計上いたしました。 

  １８ページ、３款、後期高齢者支援金については、現役世代から後期高齢者医療への支援

金ということで、健保でありますとか共済なども含め各医療保険者が４割分を拠出するもの

でございます。平成２９年度の概算分は２億５，４６５万７，０００円となり、平成２７年

度の精算分３，０５８万円が相殺されておりますので、前年度に比べ５６９万３，０００円

の減額の２億２，４０７万７，０００円となっております。 

  次に、１９ページ最下段、６款、介護納付金については、介護給付費等の財源といたしま

して、４０歳から６５歳未満の被保険者数に応じて各医療保険者が負担するもので、厚生労

働省が示す算出方法により所要額を見込んでおります。平成２９年度の概算納付分８，３７

３万２，０００円から平成２７年度分の精算見込み分１，４３４万９，０００円が相殺され

ますので、前年度に比べまして４９万８，０００円増の６，９３８万３，０００円を計上い

たしております。 

  ２０ページ、７款、共同事業拠出金については、国保連合会から示された拠出金見込み額

により算出計上しております。 

  １目の高額医療費共同事業の拠出金は、１件８０万円を超えるレセプトを対象として、平

成２５年度から平成２７年度までの３カ年の医療費実績割で算定されており、本町では平成

２７年度実績が伸びたため増額と考えます。 

  ２目の保険財政共同安定化事業の拠出金については、都道府県単位で共同事業として全て

の医療費を対象に、被保険者割、医療費実績割により算定されております。 

  同じく２０ページから２１ページにかけての８款、保険事業費の特定健康診査等事業費で

は、４０歳から７４歳までの被保険者に係る特定健診等に係る費用を一般会計に繰り出し、

原則集団健診の方法で実施することとしております。目標受診率を全体で６０％とし、その

うち集団健診における受診率を５３．６％で試算、受診見込み者数１，８０１人として予算

計上をしたところでございます。一般会計への繰出金１，８０７万９，０００円を主なもの

といたしまして、全体で１，８４９万９，０００円を計上いたしております。 
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  同じく２１ページ、中段の疾病予防費の疾病予防事業では、医療費通知、ジェネリック差

額通知費用のほか、人間ドック助成金を計上いたしております。人間ドックの助成金につき

ましては、外来半日ドック２，０１５件分、６６６万５，０００円を計上いたしております。

健康増進事業においては、一般会計で実施しているがん検診等について、国保被保険者分の

費用を国保の保険事業に位置づけ、その費用の一部を負担するなど健康づくりを推進する事

業について、一般会計へ繰出金として３５１万３，０００円を計上しており、財源について

は京都府の財政調整交付金の活用を見込んでおります。 

  ２１ページから２２ページにかけての３項、健康管理センター事業費では、施設管理費、

訪問指導事業費、スポーツ講座開催事業費を合わせまして、全体で５６５万８，０００円と

しております。 

  ２３ページから２４ページの１１款、諸支出金では、保険税の還付金を計上するとともに、

２４ページ最下段、繰出金においては、歳入の国庫特別調整交付金の対象となっております

へき地直営診療所運営経費分といたしまして、１，２１９万１，０００円を病院事業会計に

繰り出すこととしております。 

  ２５ページ、予備費につきましては、昨年度同様の１，０００万円を計上させていただく

ものでございます。 

  以上、国民健康保険事業特別会計の説明とさせていただきます。ご審議いただきますよう

よろしくお願いいたします。 

  続きまして、議案第１７号 平成２９年度京丹波町後期高齢者医療特別会計予算について

補足説明を申し上げます。 

  会計の概要といたしましては、高齢者の医療の確保に関する法律の規定により後期高齢者

に係る保険料を徴収し納付すること、及び保険料の軽減に係る保険基盤安定繰入金を一般会

計から繰り入れ広域連合に納めるというもので、平成２９年度の予算総額は、前年度より５

５４万９，０００円増、率にしまして約２．５％増の２億２，３３２万８，０００円とさせ

ていただくものでございます。保険料や基盤安定負担金につきましては、広域連合の試算に

基づき予算を編成いたしております。 

  それでは、詳細につきましては、事項別明細書により説明させていただきます。 

  最初に、歳入からご説明いたします。事項別明細書３ページをよろしくお願いいたします。 

  歳入では、１款、保険料、後期高齢者医療保険料でございますが、現年度分については広

域連合の保険料算定に基づき、前年度と比較して４２６万円増の１億４，１２７万１，００

０円を計上いたしております。現在の調定額により按分し、特別徴収分を保険料試算額の７
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７％として１億８７０万２，０００円、普通徴収分については２３％といたしまして、３，

２４６万９，０００円とさせていただいております。 

  なお、広域連合議会で２年ごとに決定されます保険料率につきましては、平成２８年度と

同様、均一保険料は均等割が４万８，２２０円、所得割９．６１％となっており、１人当た

りの平均保険料は７万４，４６９円と見込まれております。 

  また、保険料の賦課限度額は５７万円で据え置かれておりますが、保険料の軽減を受ける

世帯の所得につきましては、国保と同様に拡大が実施されていることとなっております。 

  ３款、一般会計繰入金につきましては、事務費分として３３２万１，０００円、所得の少

ない方に対する保険料の軽減分に係ります基盤安定繰入金といたしまして、７，４１３万３，

０００円を計上いたしております。 

  また、人間ドック助成の財源であります保険事業費繰入金といたしまして３４万円を計上

いたしております。 

  次に、４ページ、４款、繰越金につきましては、出納整理期間に収納した保険料分を見込

んでおります。また、最下段の５款、諸収入、雑入につきましては、広域連合助成金といた

しまして、人間ドック助成事業への財源とする１２４万８，０００円を主なものとしており

ます。 

  次に、５ページの歳出についてでございます。 

  １款、総務費、一般管理費では、７５歳到達時や被保険者証の一斉更新に係る郵送料を主

なものといたしまして、一般事務経費分として１９６万２，０００円を計上いたしておりま

す。 

  ２項、徴収費では、保険料決定通知書等の印刷、郵送費用と口座振替手数料が主なもので

ございます。 

  ６ページ、２款、広域連合納付金では、徴収いたしました保険料と低所得者に係る保険料

軽減分の負担金を広域連合に納付するものでございます。これも広域連合の試算に基づき算

出しており、保険料軽減対象者に係ります基盤安定負担金については、昨年度に比べ１２４

万７，０００円の増額、また、保険料等負担金についても４２６万円の増額となり、総額で

昨年度より５５０万７，０００円増の２億１，７４０万６，０００円を計上いたしておりま

す。 

  ３款、保険事業費では、歳入で説明いたしましたように、広域連合からの助成金等を受け

人間ドックの助成金を計上いたしております。助成割合は、昨年度から８割助成とし、昨年

度より７人増の日帰りドック４６人分を見込んでいるところでございます。 
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  以上、簡単ではございますが、後期高齢者医療特別会計予算の説明とさせていただきます。

ご審議のほどよろしくお願いいたします。 

○議長（野口久之君） これより暫時休憩をいたします。３時まで休憩します。 

休憩 午後 ２時４７分 

再開 午後 ３時００分 

○議長（野口久之君） それでは、休憩前に引き続き会議を続けます。 

  大西保健福祉課長。 

○保健福祉課長（大西義弘君） それでは、議案第１８号 平成２９年度京丹波町介護保険事

業特別会計予算の事業勘定分とサービス事業勘定分について、その概要をご説明申し上げま

す。 

  まず、事業勘定の歳入歳出予算の総額をそれぞれ２１億５，６４４万円と定めるものでご

ざいます。前年度と比較しますと５，０３６万７，０００円、２．３％の減となっておりま

す。 

  第６期介護保険事業計画の３年目として、第６期計画のサービス見込み量と平成２８年度

の実績見込み額の乖離率から推計して予算計上をさせていただくものでございます。 

  それでは、事項別明細書において説明をさせていただきます。３ページをお願いいたしま

す。 

  歳入の１款、保険料、第１号被保険者保険料は、第１号被保険者を５，９１２人と見込み、

４億１，３２９万４，０００円、前年度と比較して２７０万５，０００円の増、その内訳と

いたしましては、現年度分特別徴収保険料として３億８，７９３万４，０００円、現年度分

普通徴収保険料として２，５１６万円を計上しております。収納率は現年度分全体で９９．

２％を見込んでおります。第１段階の被保険者については、先ほど介護保険条例の改正でご

説明を申し上げましたとおり、平成２９年度も引き続き低所得者保険料負担軽減措置を適用

することで対象者１，００９人を見込み、それを反映した保険料となっております。 

  ３款の国庫支出金、１項、国庫負担金、１目、介護給付費負担金は、現年度分として３億

６，５２７万４，０００円、保険給付費のうち施設介護給付費などの施設等に係る給付費の

１５％、居宅介護サービス給付費などのその他の給付費の２０％となっております。 

  続いて４ページをお願いいたします。 

  ２項の国庫補助金、１目の調整交付金につきましては、保険給付費分と新たに地域支援事

業費分も対象とされ、交付率を７．５％として計上させていただいております。 

  ２目の地域支援事業交付金は、全体で１，５８５万４，０００円、一般介護予防事業分及
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び介護予防・日常生活支援サービス事業分の２０％と、包括的支援事業・任意事業分の３

９％となっております。 

  ４款の支払基金交付金につきましては、介護給付費交付金として５億７，８４９万円、地

域支援事業交付金として１，３６８万８，０００円を計上いたしております。 

  ５款の府支出金、１項、府負担金、１目、介護給付費府負担金については３億６１８万７，

０００円、施設給付費の１７．５％、その他の給付費の１２．５％で計上させていただいて

おります。 

  ２項、府補助金、１目、地域支援事業交付金９１４万８，０００円、一般介護予防事業及

び介護予防生活支援サービス事業の１２．５％、包括的支援事業・任意事業の１９．５％を

計上いたしております。 

  ６ページの７款、繰入金、１項、一般会計繰入金につきましては、１目の介護給付費繰入

金は２億５，８２５万４，０００円、ルール分といたしまして、保険給付費の１２．５％を

一般会計から繰り入れるものでございます。 

  ２目の地域支援事業繰入金として９１７万８，０００円、ルール分として、一般介護予防

事業及び介護予防・生活支援事業サービス事業の１２．５％、包括的支援事業・任意事業の

１９．５％となっております。 

  また、低所得者に対する保険料軽減措置として、３目、低所得者保険料軽減繰入金として、

先ほど申しました１，００９人の分として３８３万４，０００円を計上いたしております。 

  続きまして、歳出、８ページをお願いいたします。 

  総務費では、１項、総務管理費、１目、一般管理費に２１４万８，０００円。２項、徴収

費、１目、賦課徴収費に１３４万８，０００円。３項、介護認定審査会費では、円滑な認定

調査を実施するための認定調査員の臨時雇用賃金２４７万５，０００円や主治医意見書作成

手数料４７３万６，０００円、認定審査会に係る委託負担金として８５６万円を計上させて

いただいております。審査会につきましては、引き続き京都府に事務委託させていただくこ

ととしております。また、４項、計画策定委員会費として、第７期介護保険事業計画等の策

定に向けた業務委託料として、２９１万６，０００円を計上いたしております。 

  １０ページ、２款、保険給付費につきましては、第６期介護保険事業計画に計上いたしま

した給付費をもとに、平成２８年度の実績見込み額の乖離率から推計して予算計上いたして

おります。 

  １項、介護サービス等諸費の主なものにつきまして、１目の居宅介護サービス給付費では

５億９，９１５万３，０００円、訪問介護の利用者を月１９１人、通所介護２４４人、短期
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入所生活介護９６人などを見込んでおります。 

  ２目の地域密着型介護サービス給付費では、全体で３億４８９万円、町内の既存の小規模

特別養護老人ホームとグループホーム、そして、平成２８年４月から移行となりました定員

１８人以下の小規模デイサービス分、さらには昨年１０月に開設された認知症デイサービス

等に係るものでございます。 

  ３目の施設介護サービス給付費では８億４，６００万円とし、介護老人福祉施設に１９４

人、介護老人保健施設に５４人など入所に係る費用を見込んでおります。 

  １１ページをお願いいたします。 

  ２項の介護予防サービス等諸費では、主なものといたしまして、１目、介護予防サービス

給付費２，９６１万９，０００円、介護予防訪問介護の利用者を月１０人、介護予防通所介

護８人、介護予防通所リハビリを３５人などの利用を見込んでおります。 

  また、要支援者への介護予防サービス計画給付費では、５５３万１，０００円となってお

ります。 

  １２ページをお願いいたします。 

  ４項、高額介護サービス等費は、利用者負担額が定められた世帯の上限額を超えた部分に

支給するもので４，２７８万５，０００円。５項の特定入所者介護サービス等費は、低所得

の施設入所者等に対する食費・居住費の負担限度額を超えた部分について補足給付するもの

で、１億２，６９５万円を計上いたしております。 

  以上、保険給付費の総額は２０億６，６０３万９，０００円で、前年度に比べ５，５０５

万２，０００円、２．６％の減となっております。 

  続きまして、１３ページをお願いいたします。 

  ３款の地域支援事業費、１項の一般介護予防事業費については、６５歳以上の高齢者を対

象として広く介護予防、認知症予防活動を普及することとして、ふれあい・いきいきサロン

活動や食生活改善ふれあい調理実習への支援、筋トレ教室の開催、介護予防事業対象者を把

握する生活機能評価に係る経費など、全体で３６６万７，０００円を計上いたしております。 

  続きまして、１４ページをお願いいたします。 

  ２項の介護予防生活支援サービス事業費では、予防給付から移行しました予防訪問介護、

予防通所介護の現行相当サービス事業費として２，０４３万９，０００円、通所型サービス

Ａ事業ではミニデイサービス事業委託料など１，６６４万５，０００円、通所型サービスＣ

事業では運動器機能向上事業、すこやか体操教室の臨時雇用賃金など３９９万４，０００円、

現行相当サービスを利用される場合のケアプラン作成委託料など介護予防ケアマネジメント
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事業に１４８万７，０００円、また、平成２９年度から人員や資格基準を緩和した生活援助

を主体とする訪問型サービスＡ事業として新たに３１万２，０００円、全体で４，５５０万

９，０００円を計上し、新総合事業のさらなる充実と閉じこもり予防や介護・要介護状態と

なることを予防するための取り組みに継続してまいります。 

  １５ページの４項、包括的支援事業・任意事業につきましては、１目の包括的支援事業費

として、全体で２６８万８，０００円を計上いたしております。生活支援介護予防サービス

の基盤整備事業では、住民寄り添い型の助け合い活動を行う地域ボランティア養成事業の委

託料を初め５２万５，０００円、認知症地域支援ケア向上事業では、認知症専門窓口設置に

係る相談業務委託料を初め、認知症個別ケース会議等に係る専門員の報償費など１５６万１，

０００円を計上いたしております。 

  ２目、任意事業は、全体で１，２８９万６，０００円を計上し、認知症高齢者の見守りな

どの家族介護支援事業に４３万円、紙おむつ等購入に係る家族介護用品支給事業に９３１万

３，０００円、介護給付等費用適正化事業に１７４万３，０００円、また、介護サービス利

用者の疑問や不安の解消、介護サービスの資質向上を図るため、希望される事業所等に派遣

する介護相談員の養成にも取り組むこととしております。 

  ４款、基金積立金においては、基金利子分の２万３，０００円を介護給付費準備基金に積

み立てて、平成２９年度末の基金残高は予算ベースで８，８０２万７，０００円と見込んで

おります。 

  続きまして、サービス事業勘定の説明を申し上げます。 

  サービス事業勘定につきましては、歳入歳出の総額を６５９万５，０００円と定めるもの

でございます。前年度と比べまして０．７％、４万３，０００円の増となっております。 

  それでは、事項別明細書３ページをお願いをいたします。 

  歳入は、１款、サービス収入、１目、居宅支援サービス計画費収入が主なものでございま

す。委託の分も含めて地域包括支援センターが作成する介護予防サービスのケアプラン作成

費６５９万４，０００円が主な収入となっております。 

  次に、歳出でございます。４ページをお願いいたします。 

  ２款、事業費、１目、居宅介護支援事業費は６３７万６，０００円で、要支援者の介護予

防の計画作成に係る事業所への委託料として３８９万１，０００円を主なものとしておりま

す。介護予防給付管理システム関係の費用を合わせて計上しておりますのでご確認ください。 

  また、新たに地域包括支援センター直営でのケアプラン作成に係る収入分について、事務

経費等を差し引いた剰余金を一般会計の人件費に充当することとして、一般会計繰出金１９
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０万４，０００円を計上をいたしております。 

  以上、簡単ではございますが、議案第１８号 平成２９年度京丹波町介護保険事業特別会

計予算の事業勘定分及びサービス事業勘定分の補足説明とさせていただきます。ご審議のほ

どよろしくお願いをいたします。 

○議長（野口久之君） 藤田医療政策課長。 

○医療政策課長（藤田正則君） 続きまして、介護保険事業特別会計の老人保健施設サービス

勘定についてご説明をさせていただきます。 

  和知診療所の２階部分の京丹波町介護療養型老人保健施設につきましては、平成２１年１

０月に開設して以来、はや７年と半年が経過いたしました。ちなみに、平成２８年４月から

本年１月までの平均稼働率は長期と短期を合わせまして、全体で８４．０％で運営されてお

ります。平成２９年度の老健施設の係る予算につきましては、歳入歳出予算の総額を１億５，

５８６万９，０００円とするものでございます。予算の前提といたしましては、平成２８年

度の４月から１１月までの利用実績をもとにして積算を行っております。歳入におきまして

は、入所サービスの利用者を平均要介護度３から４で見ており、ベット数１９床のうち長期

の平均入所者数を１２床と短期入所者数を３床と見込み算出いたしております。 

  では、歳入のほうからご説明を申し上げます。事項別明細書の３ページのほうからお願い

いたします。 

  歳入では、１款、サービス収入、１目、居宅介護サービス費収入におきまして、要介護者

に係る短期入所療養介護の介護報酬分で、いわゆるショートステイ費用を計上しております。

平均要介護度３で１カ月当たりの利用者数を３床とし、９０日間で１２カ月分の利用分を見

込んでおります。 

  次の２目、施設介護サービス費収入では、長期入所者で介護報酬分を個室は平均要介護度

４で多床室は平均要介護度３で見込み、１日当たり個室の利用ベットは１床、多床室の利用

ベット１１床とし、合計で平均入所利用をベット数１２床と見込み、短期と長期のサービス

収入合計として５，６４３万円を計上いたしております。 

  次に、中段の１目、介護予防サービス費収入では、短期入所のほうで１日のみ預かる場合

の介護報酬分として、年間５０日分として４９万円を見込んでおります。 

  下段の１目、自己負担金収入では、入所及び短期入所に係る介護報酬の利用者の自己負担

金分と居住費・食費として、１，４５８万円を見込んでおります。 

  めくっていただきまして、４ページ中段の３款、繰入金、１目、一般会計繰入金では、全

体で８，１９７万７，０００円を計上いたし、対前年度比１８．４％の減とし、歳出予算と



 

－７２－ 

の均衡を図っております。 

  なお、同ページの下段の５款、諸収入、１目、雑入につきましては、リハビリ通所者の給

食代や入所者のテレビカード等でございます。 

  次に、５ページからの歳出についてですが、１款、総務費、１目、一般管理費では、主に

老健施設の管理費用に係る一般管理事業として、３，３７４万２，０００円を計上しており

ます。ほかに、職員人件費として、７，４６２万６，０００円を計上しております。 

  また、介護助手らの嘱託職員等の人件費として、２，７５６万４，０００円を計上してお

り、合計１億３，５９３万２，０００円とし、対前年度比１１．１％の減といたしておりま

す。 

  次に、７ページ中段の２款、介護サービス事業費、１目、施設介護サービス事業費では、

老健施設運営に必要な診療材料費や医薬材料費、給食業務委託料、検査委託料、機器物品の

借上料を主なものといたしまして、全体で１，９６３万７，０００円を計上させていただい

ており、歳出合計が１億５，５８６万９，０００円とし、対前年度比９．８％の減とするも

のでございます。 

  以上、簡単ではございますが、老人保健施設サービス勘定の補足説明とさせていただきま

す。ご審議のほう賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（野口久之君） 十倉水道課長。 

○水道課長（十倉隆英君） 続きまして、議案第１９号 平成２９年度京丹波町下水道事業特

別会計予算につきまして補足説明を申し上げます。 

  平成２９年度の歳入歳出予算総額を９億２，７５０万円とさせていただくもので、平成２

８年度当初予算と比べまして２，５２０万円の減額の予算となっております。 

  まず、４ページの第２表地方債についてでございます。 

  資本費平準化債で限度額を１億４，６９０万円と予定しております。起債の方法、利率、

償還の方法につきましては記載のとおりとなっておりますので、ご確認のほうをお願いいた

します。 

  続きまして、歳入歳出の主なものについて説明をさせていただきます。事項別明細書の６

ページ、歳出から説明のほうをさせていただきます。 

  １款、１項、１目、一般管理費につきましては３，０５５万円で、前年度同様、職員４名

分の人件費を計上いたしております。 

  次に、２款、１項、１目、農業集落排水施設整備費では３１万５，０００円となり、前年

度に比べまして大幅な減額としております。委託費及び工事費が必要となる移設工事費に係
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る予算計上が不要であったことが主な原因でございます。 

  ７ページをお願いいたします。 

  ２目、施設管理費は総額１億５９５万１，０００円で、内訳としましては、農業集落排水

施設管理事業に１億１６７万９，０００円を、林業集落排水施設管理事業に２７２万６，０

００円を、簡易排水施設管理事業に１５４万６，０００円を計上しております。主なものと

いたしまして、需用費に１８処理場、中継ポンプ１６５カ所の光熱水費といたしまして３，

１０３万３，０００円を、修繕料として本庄処理場ほか７施設における機器類の修繕及びポ

ンプ施設等の修繕の費用といたしまして９９０万円を、委託料では施設維持管理委託料とし

て２，３９５万６，０００円や汚泥の引抜委託料１，９２６万５，０００円など、委託費総

額で５，８６７万１，０００円を計上しております。 

  ８ページをお願いいたします。 

  下段、２款、２項、１目、公共下水道の施設整備費では４１７万円を計上しております。

前年度に比べまして、農業集落排水事業と同様に大幅な減額となっております。平成２９年

度の事業としましては、９ページの管渠工事費に３００万円を計上しております。下山処理

区内における京都府河川改修に伴います下水道管の仮設工事を計画いたしているところでご

ざいます。 

  次に、下段、施設管理費では、総額１億２，２０６万２，０００円を計上しております。

主なものといたしまして、需用費に４処理場、中継ポンプ１０９カ所の光熱水費として２，

５４８万円を、修繕料として各施設の機器修繕やポンプ類のオーバーホールの費用といたし

まして８９５万円を、１０ページの委託料では、施設維持管理委託料１，９３３万７，００

０円や汚泥脱水業務の委託料５，５０８万９，０００円など、合計で７，９９１万１，００

０円を計上しております。 

  １１ページに移りまして、３項、１目、浄化槽の施設管理事業では１億７２４万３，００

０円を計上しております。主には、需用費の中の修繕料といたしまして、町有浄化槽のブロ

ワーの修繕や交換に要する費用として６５７万２，０００円を、委託料では浄化槽法に基づ

く清掃委託料として６，２６３万５，０００円を、保守点検委託料として３，６６１万８，

０００円を１，３００基を見込みまして計上いたしております。 

  下段の３款、公債費につきましては、農業集落排水事業・公共下水道事業・浄化槽事業の

３事業を合わせまして元金分として４億４，７２３万４，０００円、１２ページの利子分と

いたしまして１億８９７万５，０００円を計上しております。 

  次に、歳入の説明に移らせていただきます。事項別明細書の３ページにお戻りいただきま
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すようお願いいたします。 

  １款、１項、１目、下水道事業費分担金につきましては、農業集落排水事業で３件、特環

公共下水道事業で３件の新規加入分担金を見込みまして、５１８万４，０００円を計上して

おります。 

  ２款、使用料では、現年度分の農業集落排水使用料は９，３４１万円、林業集落排水使用

料は１３８万５，０００円、簡易排水使用料は９０万円、４ページに移りまして、特環公共

下水道使用料は９，６２８万円、浄化槽使用料は６，４６０万円を、それぞれ平成２７年度

の決算額及び平成２８年度１２月までの調定額から算出し計上しております。 

  下段の４款、繰入金につきましては、一般会計からの繰入金を総額で５億１，６０９万２，

０００円とし、農業集落排水事業に２億１，０４５万１，０００円、特定環境保全公共下水

道事業に２億５，１５８万８，０００円、浄化槽市町村整備推進事業に５，４０５万３，０

００円をそれぞれ充当することとし、前年度に比べまして１，５０９万３，０００円の減額

としております。 

  最後に、５ページの７款、町債ですが、地方債にありましたように、資本費平準化債の借

り入れを１億４，６９０万円としております。 

  以上、簡単ではございますが、補足説明とさせていただきます。ご審議いただきますよう

よろしくお願いいたします。 

○議長（野口久之君） 中尾総務課長。 

○総務課長（中尾達也君） 続きまして、議案第２０号 平成２９年度京丹波町土地取得特別

会計予算につきまして補足説明をさせていただきます。 

  平成２９年度京丹波町の土地取得特別会計の予算総額は、歳入歳出それぞれ６万円と定め

させていただくものでございまして、前年比１０万８，０００円の減額となっております。 

  ページをめくっていただきまして、事項別明細書の３ページ、歳入でございますが、財産

運用収入としまして、土地開発基金の利子として６万円を計上をしているところでございま

す。 

  次にページ、４ページの歳出でございます。 

  基金利子の積み立てにつきまして、土地開発基金条例の第６条に基づきまして、土地取得

特別会計予算に計上し定額の資金を運用するために積み立てるということになっております。 

  なお、支出科目につきましては、繰出金という整理がなされておりまして、歳入で計上い

たしました６万円につきまして、基金への繰出金ということで同額の６万円を計上するもの

でございます。 
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  以上、土地取得特別会計予算の説明とさせていただきます。 

○議長（野口久之君） 川嶌教育次長。 

○教育次長（川嶌勇人君） 議案第２１号 平成２９年度京丹波町育英資金給付事業特別会計

予算につきまして補足説明をさせていただきます。 

  歳入歳出予算総額は５２９万６，０００円とするものでございます。昨年と同じ額となっ

ております。事項別明細書４ページをごらんください。 

  最初に、歳出でございますが、第２款、育英費の第１９節、負担金補助及び交付金の育英

給付金で５２８万円を計上しております。この給付金につきましては、昨年度の志願者数を

参考に大学生１８人、高校生１９人、高等専門学校生３人、専門学校２人の計４２人分を見

込んでおります。 

  ３ページに戻りますが、歳入につきましては、繰入金として一般会計繰入金、基金繰入金

からそれぞれ２６４万円を繰り入れ、総額５２８万円としております。 

  以上で、議案第２１号の補足説明とさせていただきます。ご審議いただきご賛同賜ります

ようよろしくお願いいたします。 

○議長（野口久之君） 久木企画政策課長。 

○企画政策課長（久木寿一君） 議案第２２号 平成２９年度京丹波町町営バス運行事業特別

会計予算につきまして補足説明を申し上げます。 

  平成２９年度の歳入歳出予算総額は９，９１０万２，０００円で、前年度と比較し１９万

２，０００円の増となっております。 

  それでは、主な予算の内容につきまして、事項別明細書によりご説明を申し上げます。事

項別明細書の３ページをごらんください。 

  まず、歳入です。 

  運行事業収入では、一般の乗車に係ります運賃収入９７６万２，０００円、それから児童

生徒の通学に係ります受託収入１，４１７万５，０００円を計上しております。一般会計か

らの繰入金は７，４６９万９，０００円でございます。 

  また、諸収入、雑入の施設管理協力金に４６万４，０００円につきましては、ＪＲ和知駅

構内和知ふれあいハウス「山ゆり」の電気代負担分でございます。 

  １枚めくっていただきまして、次に歳出でございます。 

  運行事業費の事業項目、運行事業一般では１３路線、バス１６台、自家用バス管理事業で

は自家用バス１台に係る運行管理経費を計上しております。主なものといたしまして、賃金

では、嘱託職員４人、常勤の臨時職員１３人分、それから非常勤の臨時職員分、合わせて５，
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１０８万４，０００円を計上しております。需用費につきましては、タイヤ購入などの消耗

品、燃料費、車検等の修繕料など、２，７１０万５，０００円を計上しております。 

  その他、科目にわたりまして、保険料ですとか重量税などバス車両に係る費用、それから

光熱水費などバス事務所に係る費用などをそれぞれ計上しております。 

  以上、まことに簡単ではございますが、補足説明とさせていただきます。よろしくお願い

いたします。 

○議長（野口久之君） 中尾総務課長。 

○総務課長（中尾達也君） 続きまして、議案第２３号 平成２９年度京丹波町須知財産区特

別会計予算につきまして補足説明を申し上げます。 

  平成２９年度京丹波町の須知財産区特別会計予算総額につきましては、歳入歳出それぞれ

１２４万円と定めさせていただくものでございます。対前年比６万円の減となっております。 

  めくっていただきまして、事項別明細書３ページの歳入をごらんいただきたいと存じます。 

  まず、財産収入でございます。 

  須知地区におきましては駐車場の貸し付けとしまして１３万円、敷地料としまして携帯電

話の会社に対しましての敷地料でございまして２６万４，０００円となってございます。 

  また、財産収入におきましては、竹野地区でマツタケの入札金といたしまして、過去の入

札実績から８，０００円を見込んでおります。 

  次に、２款の寄附金でございますが、須知地区におきまして、管理運営寄附金ということ

で、前年度実績から見込んでおりまして３９万円とさせていただいております。 

  最後に、３款、繰入金でございますが、竹野地区でございまして、竹野地区の事業の不足

分としまして、基金からの繰入金ということで３３万１，０００円を繰り入れるものでござ

います。 

  それから、５ページ、歳出に入らせていただきます。 

  まず、１項の須知地区でございます。まず、一般管理費といたしまして、財産区の管理会

の委員の報酬等運営に係ります経費につきまして、必要額を計上をいたしております。その

中で１９節の負担金補助及び交付金の３５万円でございますけれども、住民の福祉を増進さ

せることを目的としておりまして、敬老会の祝賀式の補助金、あるいは区長会運営補助金等

を予算計上をいたしたところでございます。 

  また、２目の財産管理費につきましては、所有しております財産区の財産でございまして、

その管理運営につきまして作業委託等を行うものでございまして、１３節、委託料のところ

では、草刈り等の作業委託に１５万円の予算を計上をいたしているところでございます。 
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  また、６ページに入りまして、竹野地区でございます。竹野地区の一般管理費におきまし

ても、財産区の管理会の委員報酬を含めまして、管理会の運営に関する費用をこちらのほう

で計上をいたしております。 

  また、２目の財産管理費でございますけれども、こちらにおきましても、所有しておりま

す財産のうち委託料といたしまして、枝打ち間伐等の作業委託を行うために２０万円の計上

をいたしたところでございます。 

  以上、議案第２３号 平成２９年度京丹波町須知財産区特別会計予算の補足説明とさせて

いただきます。 

  続きまして、議案第２４号 平成２９年度京丹波町高原財産区特別会計予算につきまして

補足説明を申し上げます。 

  平成２９年度の京丹波町高原財産区の特別会計予算総額につきましては、歳入歳出それぞ

れ２４万４，０００円と定めさせていただくものでございまして、前年比１万円の増となっ

ております。 

  めくっていただきまして、３ページの事項別明細書、歳入のところから説明をさせていた

だきます。 

  歳入の主なものとしましては、寄附金ということで計上をしておりまして、構成しており

ます５つの区からの寄附金の納入を予定をしておりまして、２１万９，０００円の計上をさ

せていただいているところでございます。 

  次、４ページに入りまして、歳出でございます。 

  １目の一般管理費につきましては、財産区管理会の委員さんの報酬を含めまして、管理会

の運営に必要な経費として計上をさせていただいたものでありまして、２５節の積立金にお

きましては、財産管理の調整基金のほうに積立金としまして７万２，０００円を積み立てる

予定としております。 

  ２目の財産管理費におきましては、所有しております施設等の管理を行うものでございま

して、１３節、委託料のところで木ノ谷林道の管理委託としまして、草刈り作業等の委託を

４万円計上をいたしたところでございます。 

  以上、簡単でございますけれども、議案第２４号 平成２９年度京丹波町高原財産区特別

会計予算の補足説明とさせていただきます。よろしくお願いいたします。 

○議長（野口久之君） 山内瑞穂支所長。 

○瑞穂支所長（山内善博君） それでは、議案第２５号から議案第２８号までの瑞穂地区、桧

山、梅田、三ノ宮、質美の各財産区特別会計予算について補足説明をさせていただきます。 
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  最初に、議案第２５号 平成２９年度京丹波町桧山財産区特別会計予算は、予算総額を歳

入歳出それぞれ１，５４０万円とするもので、前年度から４０万円の増額でございます。 

  初めに、歳入の主なものについて、事項別明細書の３ページをごらんください。 

  １款、財産収入、１目、財産貸付収入、１節、土地建物貸付収入では、ゴルフ場用地とし

て１，３０５万８，０００円、携帯電話の無線基地局用地として１５万円、京都縦貫道工事

残土仮置きに係る貸付料として７９万８，０００円を計上するものです。そのほか、財政調

整基金利子に１１万５，０００円などを計上しております。 

  また、２款、繰入金、１目、基金繰入金、１節、財政調整基金繰入金では、歳入歳出の均

衡を図るため４２万３，０００円を計上いたしました。 

  次に、歳出の主なものでございますが、事項別明細書の５ページをごらんください。 

  １款、総務費、２目、財産管理費、１３節、委託料で、直営林保育作業委託に前年度比２

０万円減の３００万円を計上しております。 

  めくっていただいて、６ページの３目、諸費では、１９節、負担金補助及び交付金で桧山

地域振興会補助金１００万円など、財産区区域内の各種団体等への助成や各区を対象とした

山林高度利用補助に４６０万円、桧山地域振興対策補助金には大朴共同生産組合への補助１

００万円等、２５０万円を計上しております。 

  以上が桧山財産区特別会計予算でございます。 

  続きまして、議案第２６号 平成２９年度京丹波町梅田財産区特別会計予算は、予算総額

を歳入歳出それぞれ７３４万円とするもので、前年度に比べ１万円の減額となっております。 

  初めに、歳入の主なものですが、事項別明細書の３ページをごらんください。 

  １款、財産収入、１目、財産貸付収入、１節、土地貸付収入におきましては、無線中継塔

用地や管内８区への貸付料として前年比２１万６，０００円増の５７３万１，０００円を計

上しております。 

  また、２款、繰入金、１目、基金繰入金、１節、財政調整基金繰入金では、歳入歳出の均

衡を図るため前年比１９万２，０００円減額となる１３１万４，０００円を計上しておりま

す。 

  次に、歳出の主なものでございますが、事項別明細書５ページをごらんください。 

  １款、総務費、２目、財産管理費、１３節、委託料では、直営林保育作業の委託に２５万

円、６ページに入りまして、２２節、補償補塡及び賠償金では、無線中継塔などの用地貸し

付けに係る当該区への土地貸付補償費として３２０万６，０００円。３目、諸費、１９節、

負担金補助及び交付金では、梅田地域振興会の補助金として１００万円、梅田地域振興対策
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補助金として１００万円を計上をしております。 

  以上が梅田財産区特別会計予算でございます。 

  次に、議案第２７号 平成２９年度京丹波町三ノ宮財産区特別会計予算は予算総額を歳入

歳出それぞれ２６２万円とするもので、前年度に比べ１５６万７，０００円の減額となって

おります。減額となった主な要因は、平成２８年度に取り組まれました分収造林事業につい

て、今年度は計画をされていないことによるものでございます。 

  初めに、歳入の主なものについて説明をいたします。事項別明細書の３ページをごらんく

ださい。 

  １款、財産収入、１目財産貸付収入、１節、土地貸付収入として、管内８区からの集落貸

付料として６３万円を計上し、２款、繰入金、１目、基金繰入金、１節、財政調整基金繰入

金では、同じく歳入歳出の均衡を図るため１０７万円を計上しております。 

  次に、歳出の主なものですが、事項別明細書６ページをごらんください。 

  １款、総務費、３目、諸費、１９節、負担金補助及び交付金では、三ノ宮地域振興会補助

金２０万円を初め、三ノ宮財産区区域内の各種団体や区などを対象に総額６０万円の補助金

を計上しております。 

  以上が三ノ宮財産区特別会計予算でございます。 

  最後に、議案第２８号 平成２９年度京丹波町質美財産区特別会計予算は、予算総額を歳

入歳出それぞれ３４０万円とするもので、前年度に比べ１０万円の減額でございます。 

  最初に、歳入の主なものについて説明いたします。事項別明細書の３ページをごらんくだ

さい。 

  １款、財産収入、１目、財産貸付収入、１節、土地貸付収入として、管内７区からの１４

１万４，０００円、３つの法人からの１３２万４，０００円、マツタケ等採取権収入に８万

円を計上し、２目、利子及び配当金に２万５，０００円を計上しております。 

  ２款、繰越金、１節、前年度繰越金には５４万９，０００円を計上いたしました。 

  次に、歳出の主なものですが、事項別明細書５ページをごらんください。 

  １款、総務費、２目、財産管理費、１３節、委託料で、直営林保育作業委託料に８０万円、

林道維持管理事業等補助金として３０万円、３目、諸費、１９節、負担金補助及び交付金で

は、質美地区遺族会への補助と対象３区に対する貸付林等高度利用補助金、合わせて３１万

５，０００円を計上しております。 

  以上が質美財産区特別会計予算でございます。 

  以上、大変簡単ではございますが、補足説明とさせていただきます。ご審議のほどよろし
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くお願い申し上げます。 

○議長（野口久之君） 藤田医療政策課長。 

○医療政策課長（藤田正則君） 続きまして、議案第２９号 平成２９年度国保京丹波町病院

事業会計予算の補足説明をさせていただきます。 

  平成２３年４月から病院、各診療所を一本化いたし、公営企業会計適用の医療機関として

運営を行ってまいりました。 

  平成２６年度より、地方公営企業と地方公営企業会計基準が４６年ぶりに改正されまして、

新公営企業会計として適用をいたしております。 

  それでは、予算書の順を追って施設ごとに主なものを補足説明させていただきます。 

  また、算出基礎としましては、平成２８年４月から１１月までの状況をもとにして積算を

行っております。 

  表紙をめくっていただきまして、平成２９年度国保京丹波町病院事業会計予算第２条、業

務の予定量といたしましては、京丹波町病院事業では、従来どおりの一般病床４７床とし、

入院患者数を１日平均３６人、年間で１万３，１４０人を予定いたしております。外来患者

数におきましては、平日の１日当たりが病院が１０５人、質美診療所は９人、年間合計３万

６６０人の外来数を予定しております。 

  次に、和知診療所事業でございますが、外来患者数を１日当たり４７人、年間１万１，４

６８人を予定しております。 

  歯科診療所では、外来患者数を１日当たり２８人として、年間８，１７６人と見込んでお

ります。 

  次に、めくっていただきまして、第３条の収益的収入及び支出の予定額としましては、京

丹波町病院事業の収益及び費用は、ともに８億１，２３０万円とするものでございます。和

知診療所事業の収益及び費用は、ともに１億３，６００万円とするものでございます。和知

歯科診療所事業収益及び費用では、ともに７，９００万円とするものでございます。収支合

計１０億２，１９０万円とし、収入の収益での前年度合計の対前年度比０．３％の減でござ

います。 

  また、支出の費用では、前年度合計の対前年度比３．９％の減でございます。 

  次ページの第４条の資本的収入及び支出の予定額といたしましては、京丹波町病院と和知

診療所と歯科診療所の資本的収入に合計６，２６８万７，０００円とし、資本的支出の合計

は１億１，８０９万６，０００円とするものでございます。前年度支出合計の対前年度比７

３．５％の減でございます。 
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  なお、４条予算の資本的収入における資本的支出に対して収入が不足する額の５，５４０

万９，０００円は、過年度分損益勘定留保資金で補塡することといたすものでございます。 

  次に、めくっていただきまして、第６条の議会の議決を得なければ流用することのできな

い経費といたしましては、給与費と交際費を施設ごとに必要な経費を計上させていただいて

いるところでございます。 

  第８条の他会計からの補助金につきましては、和知診療所並びに歯科診療所におきまして、

へき地直営診療所運営に当たり国保特別会計からの補助金として、合計１，２１９万１，０

００円を予定いたしております。 

  以下、ページを省略いたしまして、今申しました内容を国保京丹波町病院事業会計予算に

関する説明書の明細書で説明をさせていただきますので、１９ページからお願いいたします。 

  まず、最初に、先ほど申しました３条の収益的収入につきましては、京丹波町病院の医療

収益からご説明を申し上げます。 

  入院収益につきましては、上半期は、一般病床４７床で運営し、入院基本料１３対１、入

院の１日平均患者数３６人、１日平均入院単価を２万４，０００円として試算しております。

平成２８年度の診療報酬改定でも、病棟診療報酬の核となりました地域包括ケア病棟または

ケア病床の導入について検討を進めていきたいと計画をいたしております。入院収益を３億

１，９００万円といたしております。 

  外来収益におきましては、病院と質美診療所を合わせまして年間３万１，５５１人を予定

しております。また、地域包括医療の在宅医療推進としまして、ケアプラン作成の居宅介護

支援事業、医師の診察による居宅療養管理指導、看護師の訪問看護、理学療法士の訪問リハ

ビリ事業、管理栄養士の訪問事業等と、先ほどの外来を合わせまして、外来収益は２億１，

９７０万円と見込んでおります。前年度より３０万円ほどの減額となります。 

  次に、その他医療収益では、予防接種や事業所健診が増加をいたしております。 

  また、一般会計の負担金として、平成２６年度からのルール改正によりまして、前年度同

様に救急医療普通交付税算定分として、前年度同額の３，４５９万７，０００円を計上させ

ていただいており、合計７，８５０万円を計上しております。 

  医業収益全体収入といたしましては、６億１，７２０万円とし、前年度より３０万円の増

と見込ませていただいております。 

  医業外収益では、一般会計負担金としまして、１億７，７２１万５，０００円を計上いた

しております。前年度より８２７万円の減としております。 

  また、平成２６年度からの会計ルール改正により長期前受金の戻入が設けられ、みなし償
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却制度は廃止されました。平成２５年度までの償却資産の取得した補助金等につきましては、

長期前受金戻入として計上し、減価償却に見合う分を順次収益化するという処理となりまし

た。平成２９年度分としましては、補助金１，２０１万７，０００円を、寄附金分として５，

０００円を、受贈財産分として５０万１，０００円を計上いたしており、前年度より全体で

４７５万６，０００円の減でございます。病院の医療外収益全体では１億９，５１０万円、

前年度より１，２５０万円の減額となり、その主な要因は一般会計繰入金の減額でございま

す。 

  次に、和知診療所事業についてでございます。 

  １９ページからの下段の和知診療所の収益についてからご説明申し上げます。 

  外来収益における外来患者数の１日当たりの平均患者数は４７人と見込み、前年度より１

日当たり５人の減少をしております。これは地域の人口減等によるものでございます。 

  また、在宅医療の訪問診察、訪問看護、訪問リハビリ等の訪問関係事業と合わせまして、

５，３９２万円を計上いたしております。 

  また、その他医業収益では、公衆衛生活動収益といたしまして、平成２８年度より毎週水

曜日を健診日と定めて、特定健診事業や企業健診事業等が定着してまいりました。その他医

業収益全体で１，１９２万円を見込んでおります。 

  めくっていただきまして、医業外収益につきましては、へき地直営診療所運営補助の国の

国保特別調整交付金として、１，０１５万５，０００円を見込んでおります。 

  また、一般会計からの運営費補助金につきましては、３，６７１万４，０００円を計上い

たしております。病院同様に平成２６年度から長期前受金戻入を設けまして、みなし償却制

度が廃止されたため、平成２５年度までの償却資産の取得した補助金等につきまして、長期

前受金戻入として計上をいたしております。 

  次に、和知歯科診療所事業でございます。 

  ２１ページで、歯科診療所の医業収益の外来収益につきましては、平成２６年１０月に歯

科診療所施設の場所が移転しまして、わかりやすい場所になったこと等によりまして、診療

のほうも順調に推移いたしております。また、土曜日診療も定着する中で、外来患者数の１

日当たりの平均患者数は、平成２６年度当初は１日当たり２５人と見込んでおりましたが、

平成２８年度より２８人と見込みまして、平成２９年度も同様に見込んでおります。年間８，

１７６人とし、６，０５２万５，０００円を計上いたしております。虫歯にならないための

歯の管理教育や地域包括医療としての町病院や在宅への訪問事業も実施しております。 

  医業外収益につきましては、国の国保特別調整交付金として、へき地直営診療所運営交付
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に２０３万６，０００円を見込んでおります。また、一般会計からの運営補助金につきまし

ては、前年度並みの１，１１０万２，０００円を計上いたしております。長期前受金戻入と

しましては、病院、和知診療所同様の処理をして計上をいたしております。 

  次に、町病院の収益的支出に移らせていただきます。 

  ページをめくっていただきまして２３ページになります。 

  医業費用におきましては、給与費では、前年度対比しまして前年度同様当たりの人数と算

定しております。賃金では、主に嘱託職員と非常勤の医師、看護師、ケアマネジャー、ＰＳ

Ｗらに係る賃金を主なものとしております。給与費全体としては、前年度より２４２万５，

０００円の増の５億７３２万５，０００円を計上いたしております。 

  材料費では、５年前から院外処方を導入いたしましたので、薬品費の４，４００万円を主

なものとしており、あと、ＳＰＤ事業の診療材料費や給食材料費等を含め、材料費合計で６，

８９１万６，０００円を計上いたしております。 

  経費では、病院と質美診療所を合わせまして、その主なものといたしましては、施設らの

維持管理経費を計上しております。主なところでは２６ページの委託料で、検査業務委託、

給食厨房業務、窓口の医事業務委託及び医療機器保守委託業務らに９，９５９万９，０００

円を計上し、経費全体で１億４，１４７万１，０００円となり、前年度よりも６５１万７，

０００円の減でございます。その要因は委託料に係る検査料及び医療機器保守費用の減でご

ざいます。 

  減価償却費では、建物、機器備品等の減価償却費７，４８１万１，０００円を見込んでお

ります。前年度よりも８７万９，０００円の増加をしていますのは、これまでのものを相殺

した上で平成２８年度に導入したＣＴ装置らをはじめとする設備、機器類らの減価償却が増

えたものによります。 

  ２５ページ下段の医業外費用におきましては、病院事業債の通常の償還に係る利子９１１

万２，０００円を計上しております。前年度より８２７万円の減で、これは平成２８年度に

おきまして、平成１５年度病院事業債の２本の一括償還を計上したことにより、平成２９年

度では通常の償還となるものでございます。 

  次に、２７ページの収益的支出の和知診療所事業費用の医業費用における給与費では、医

療職、看護師職、技術職、事務職らの診療所の人数で算定しております。 

  賃金では、主に嘱託職員と非常勤医師らに係る賃金を主なものとしております。全体とし

ては８，４２６万円を計上いたしております。 

  経費では、その主なものといたしまして修繕費の２３０万円を、また、委託料における検
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査委託費や窓口医事業務や医療機器保守委託に１，８１２万２，０００円を計上しており、

経費全体で２，８４１万６，０００円を計上しております。 

  また、減価償却に９１２万５，０００円とし、前年度より１９７万１，０００円が減額と

なりました。 

  次に、３１ページの歯科診療所事業費用の医業費用における給与費では、歯科医療職、技

術職、事務職らの歯科診療所での人数を算定しております。 

  賃金では、歯科衛生士の技術員と事務員らに係る賃金を主なものとしております。給与費

全体では５，２７４万５，０００円を計上しております。 

  経費では、その主なものといたしまして、委託料では委託料の主となる歯科技工委託に９

０３万７，０００円を計上いたし、経費全体で１，６５０万３，０００円を計上いたしてお

ります。 

  次に、３５ページの４条における資本的収入についてでございます。 

  京丹波町病院資本的収入につきましては、企業債償還金として６，０２４万３，０００円

を計上しております。平成２８年度より基準内繰入金のみの計上をいたしております。和知

診療所、歯科診療所においても同様でございます。和知診療所でございますが、企業債償還

金として基準内繰入金のみ１４１万２，０００円を一般会計出資により計上いたしておりま

す。また、内視鏡消毒洗浄装置の購入を予定しており、医療施設等設備整備費補助金事業と

して９７万２，０００円を計上いたしております。歯科診療所でございますが、企業債償還

に基準内繰入金のみの６万円を一般会計出資により計上いたしております。 

  次に、３７ページの４条の資本的支出についてでございますが、京丹波町病院では、資本

的支出全体に１億１，０７４万円を計上いたしております。前年度より３億２，３８６万５,

０００円減額しております。これは平成２８年度予算において元金２億４，７００万円余り

の一括償還の予算化を行ったことにより、今回の支出予算化の大幅の減となったものでござ

います。平成１７年３月に竣工いたしました現在の病院建物本体に係る起債償還が平成４４

年度までの返還計画のうち平成２９年度までがピークとなります。平成２８年度に一括繰上

償還を行いましたことでピークの額も抑えられており、平成２９年度では通常の償還の９，

６３４万円の元金の返済となります。 

  なお、平成３０年度からは５，０００万円代の元金返還となる予定でございます。 

  次に、建設改良費におきましては、１，４３０万円を計上しております。現在の建物が１

２年経過いたしました。その設備や機器類等におきまして、旧病院の時代から引き続き使用

しております耐用年数の切れたものや設備等の修理改修等が発生してまいりました。また、
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医療の進化の関係で新たに機器類の導入を行うものでございます。医療機器類としましては

リハビリに用います低周波治療機器類らの導入を、また、設備類においては給湯器機器装置

や電気設備の改修を計画しております。 

  次に、和知診療所でございますが、資本的支出に４８６万７，０００円を計上しておりま

す。企業債償還金に２８２万３，０００円を、機器備品に１９４万４，０００円を、これは

検査用の内視鏡消毒洗浄装置の導入を計画しております。これには府補助金での充当を予定

しているところでございます。 

  最後に、歯科診療所につきましては、資本的支出に全体に２４８万９，０００円を計上し

ております。主なものは企業債償還に１２万円、機器備品購入に２２６万９，０００円を、

医療機器としてポータブル鼻咽喉ファイバースコープの導入を、また、地域包括医療推進の

歯科訪問車両の導入を行い２２６万９，０００円を計上させていただいております。 

  以上、簡単ではございますが、議案第２９号 平成２９年度国保京丹波町病院事業会計予

算の説明とさせていただきます。ご審議を賜りましてご議決賜りますようよろしくお願い申

し上げます。 

○議長（野口久之君） 十倉水道課長。 

○水道課長（十倉隆英君） それでは、議案第３０号 平成２９年度京丹波町水道事業会計予

算につきまして補足説明を申し上げます。 

  まず、第２条業務の予定量からでございます。給水件数は６，９５２件、年間総給水量は

２７３万９，８７６立方メートル、１日平均給水量は７，４８６立方メートルとして予定を

しております。 

  次に、第３条の収益的収入及び支出の予定額としましては、水道事業収益を１４億６，５

３１万９，０００円とし、水道事業費用は特別損失８，８１３万２，０００円を含む１５億

３，８９１万８，０００円とするものでございます。 

  なお、支出が収入を大きく上回る予算となりました要因としましては、発生主義会計とな

るため、前の会計以前に発生した料金等の未収金などについて、会計移行初年度の特例とし

て特別損失として計上する必要があったもので、次年度以降、収支均衡のとれた予算編成に

努めてまいります。 

  次に、第４条の資本的収入及び支出の予定額としましては、次のページになりますが、水

道事業収益を１億８，０３８万５，０００円とし、水道事業費用は６億７，３３１万７，０

００円としております。支出に対して収入が不足する額４億９，２９３万２，０００円は、

開始時現金預金残高２億５，６６０万８，０００円を充当し、その残額２億３，６３２万４，
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０００円を当年度損益勘定留保資金で補塡することとするものでございます。 

  次に、第４条の２につきましては、公会計移行による特例として、全会計における未収金

を２億４４２万２，０００円、未払金を３億６，７６０万１，０００円として計上しており

ます。 

  次に、第５条の企業債につきましては、老朽管の耐震管への更新工事や次年度からの更新

工事に必要となる測量設計委託の施設整備費の財源として借り入れるものでございます。 

  次のページの第７条予定支出の各項の経費の金額の流用につきましては、地方公営企業法

施行令第１８条第２項で、予算の執行上必要がある場合に限り、予算の定めるところにより

流用することができるとされており、漏水、災害等、不測の事象における出費に対し柔軟で

迅速な対応を期するため、営業費用、営業外費用、建設改良費において流用できるものとし

たものでございます。 

  次の第８条の議会の議決がなければ流用することのできない経費につきましては、職員給

与費や交際費は経費の性質上流用を制限された経費でありますが、水道事業では交際費の計

上がないため、職員給与費のみを対象としております。 

  次の第９条の他会計からの補助金につきましては、収益的支出に要する経費に対しての補

助金として、総額で６億５７６万８，０００円を予定しております。 

  第１０条のたな卸資産の購入限度額は、量水器などの購入費用として２８８万８，０００

円としております。 

  続きまして、収益的収入及び支出、資本的収入及び支出における主なものにつきまして、

１３ページからの予算明細書により説明させていただきます。 

  収益的収入の１款、水道事業収益全体では１４億６，５３１万９，０００円を計上してお

り、１項、営業収益につきましては５億４，１３１万６，０００円としております。その内

容としまして、１目、給水収益として、平成２８年度１２月までの調定実績額をもとに算出

し、水道料金５億２，１８８万６，０００円を計上しております。２目、受託工事収益は、

府道２路線、府河川１河川、町道１路線の工事において支障となる水道管移設工事における

公共補償として１，９００万円を計上しております。 

  ２項、営業外収益につきましては９億２，４００万３，０００円としております。内容と

しまして、２目、他会計補助金として、平成２８年度の繰出基準に基づき算出し、高料金対

策に要する経費１億６，７９８万７，０００円、建設改良に要する経費３億６，２１０万５，

０００円など、基準内の額として５億３，０６５万７，０００円、基準外の額として実事業

支出において不足する額７，５１１万１，０００円の、合わせて６億５７６万８，０００円
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を計上しております。３目、長期前受金戻入につきましては、平成２８年度までに建設改良

事業により収入した補助金、分担金等をその事業により取得した固定資産の耐用年数にあわ

せて分割し、収益として計上するものであり、３億１，７７０万４，０００円としておりま

す。 

  １５ページをお願いします。 

  収益的支出に移らせていただきます。 

  １款、水道事業費用につきましては、全体で１５億３，８９１万８，０００円を計上して

おります。１項、営業費用、１２億８，７２８万１，０００円の内容といたしまして、１目、

原水及び浄水費として、水道法に基づく浄水・原水の水質検査委託料１，６８３万６，００

０円や、各浄水施設などの日常点検などの施設維持管理委託料として８，２１２万７，００

０円、滅菌用塩素剤や凝集剤などの薬品費として１，３６５万円、浄水場やポンプ施設など

の機械、電気設備類の維持保守のための工事請負費として２３カ所で８，４８４万３，００

０円など、合計で１億９，９８５万６，０００円としております。 

  ２目、配水及び給水費におきましては、突発的に発生する漏水箇所を特定するための漏水

調査委託料１６５万円や、水道料金算出に必要となる検針業務委託料９６６万円、維持補修

工事費として量水器取り替え７５３件や漏水工事７５件を見込み２，０５０万円を、材料費

として漏水補修用資材や施設管理道路の補修材など７１０万円を、修繕費としてはたな卸資

産で購入する量水器９２８個分の購入経費を見込み、また、止水栓の取り替えや給水管等の

漏水修繕費用として８２５万８，０００円など、合計で４，７１６万８，０００円としてお

ります。 

  ３目、受託工事費につきましては、収益でも申し上げましたが、府道２路線、府河川１河

川、町道１路線の改良工事において支障となる水道管移設に係る測量設計委託料として８０

０万円、移設工事費として２，７００万円の合計３，５００万円としております。 

  ４目、総係費につきましては、給料として８名分、３，０６８万４，０００円を計上し、

光熱水費として浄水場２１カ所、ポンプ施設２１カ所などの電気料金として６，９６０万円

を、手数料として畑川浄水場の天日乾燥床の汚泥２６０トン相当分の廃棄物処理手数料など

を見込みまして８１６万５，０００円を、委託料の測量設計監理業務では、次年度以降に国

の支援を受けて管路の耐震管への更新を予定しており、それに必要となる不明分の管路更新

計画や資産管理計画の策定費用として４００万円を、上水道台帳整備委託料では、小野区な

どの配水管新設に伴う管路４．４キロメートルの追加入力及びデータ更新を行うため５６０

万円を、固定資産台帳整備委託料として平成２８年度に統合事業で整備した固定資産や未処
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理の資産について、固定資産台帳に登録する必要があるため、調査経費として５５０万円を

計上しております。負担金につきましては、畑川ダム管理負担金など１，５９４万７，００

０円を計上し、総係費合計で１億９，９１５万４，０００円としております。 

  １７ページの５目、減価償却費においては、施設、管路、機器類、車両などの有形固定資

産減価償却費として７億８，２１５万８，０００円を、ダム建設負担金が対象となる無形固

定資産減価償却費として２，３９４万５，０００円を、合計で８億６１０万３，０００円を

計上しております。 

  ２項、営業外費用、１億６，２００万５，０００円の内容といたしましては、１目、支払

利息及び企業債取扱諸費では、地方債利子償還金など１億４，７８９万円を、２目、消費税

及び地方消費税では、平成２８年度課税期間分と平成２９年度課税期間分に係る納付見込み

額として１，３９１万５，０００円を計上しております。 

  ３項、特別損失、８，８１３万２，０００円につきましては、先ほど申し上げましたとお

り、１目、過年度損益修正損として、前の会計において発生した水道料金回収不能見込み額

として８，４６６万３，０００円を、２目、その他特別損失として、企業会計初年度におい

ては、６月支払賞与の引き当てに係る留保資金を持たないため、平成２８年１２月から平成

２９年３月までの賞与引当金繰入金３４６万９，０００円を損失計上しております。 

  １９ページの資本的収入の１項、企業債につきましては、第５条において説明しましたと

おり、老朽管の耐震管への更新工事などの建設改良費の財源として９，３３０万円、３項、

補助金につきましては、管路更新に係る生活基盤施設耐震化府補助金として３，０２８万８，

０００円、ふるさとの水確保対策事業補助金として、平成２８年度までの統合整備事業の補

助基本額の１０％の５カ年分割分として１，９３７万４，０００円を、４項、基金取り崩し

収入として、水道事業基金と水源開発基金を合わせて３，２３６万９，０００円など、合計

で１億８，０３８万５，０００円を資本的収入として予定しております。 

  資本的支出につきましては、１項、建設改良費、１目、施設整備費において、老朽管路の

耐震管への更新工事などに係る測量設計委託料として５カ所分、生活基盤施設等耐震化工事

請負費として６カ所分について、１億３，００７万円を予定しております。 

  ３目、固定資産取得費につきましては、軽乗用車１台、小型トラック１台の車両更新を予

定しており、車両購入費として６１０万円を予定しております。小型トラックにつきまして

は、断水時などに必要となる１トンの給水タンクの積載が可能な１．５トン級車両として計

画しております。 

  ２項、企業債償還金につきましては、元金の償還分として５億１，５３５万８，０００円
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を計上しております。 

  ３項、基金繰入支出として、収入で説明しましたふるさとの水確保対策事業補助金につい

ては、起債の元金償還金としての使途が特定されている補助金であるため、次年度以降の元

金償還金に充てるものとして、基金利息も含めまして１，９９０万４，０００円を予定して

おります。 

  以上、簡単ではございますが、議案第３０号の補足説明とさせていただきます。ご審議い

ただきますようよろしくお願いいたします。 

○議長（野口久之君） お諮りいたします。 

  議案第１５号 平成２９年度京丹波町一般会計予算から議案第３０号 平成２９年度京丹

波町水道事業会計予算までの審査については、１５人の委員で構成する予算特別委員会を設

置し、これに付託して審査することにしたいと思いますが、これにご異議ございませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（野口久之君） 異議なしと認めます。 

  よって、議案第１５号から議案第３０号は、１５人の委員で構成する予算特別委員会を設

置し、これに付託して審査することに決定しました。 

  暫時休憩します。 

休憩 午後 ４時２３分 

再開 午後 ４時２５分 

○議長（野口久之君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  お諮りします。 

  ただいま、設置されました予算特別委員会の委員の選任については、委員会条例第８条第

１項の規定により、お手元に配付の予算特別委員会委員選任名簿のとおり指名したいと思い

ます。 

  ご異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（野口久之君） 異議なしと認めます。 

  よって、予算特別委員会の委員は、お手元に配付の予算特別委員会委員選任名簿のとおり

選任することに決しました。 

  予算特別委員会をこの場において開催し、正副委員長の選任をお願いをいたします。 

  暫時休憩します。 

休憩 午後 ４時２６分 
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再開 午後 ４時２６分 

○議長（野口久之君） 休憩前に引き続き会議を続けます。 

  予算特別委員会において、正副委員長が決定しましたので報告いたします。 

  委員長に山下靖夫君、副委員長に東まさ子君。 

  以上のとおりであります。よろしくお願いをいたします。 

  これで本日の議事日程は全て終了しました。 

  よって、本日はこれをもって散会します。 

  次の本会議は３月３日に再開しますので、定刻までにご参集ください。 

  ご苦労さまでございました。 

 

散会 午後 ４時２７分 
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地方自治法第１２３条第２項の規定により、署名する。 

 

  京丹波町議会 議  長  野 口 久 之 

 

     〃   署名議員  東   まさ子 

 

     〃   署名議員  森 田 幸 子 


